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職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。
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職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第１条 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する

（子の看護の際の休暇）

第８条の２ 子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項

の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係

（子の看護の際の休暇）

第８条の２ 子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項

の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係
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る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であつて

当該職員が現に監護するもの又は児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号

に規定する養子縁組里親（以下「養子縁組里親」という。）であ

る職員若しくは同条第１号に規定する養育里親（以下「養育里

親」という。）である職員（児童の親その他の同法第２７条第４項

に規定する者の意に反するため、同項の規定により、養子縁組里

親として当該児童を委託することができない職員に限る。）に委

託されている児童を含む。以下同じ。）（人事委員会規則で定め

る子に限る。以下この条において同じ。）を養育する職員が、負

傷し若しくは疾病にかかつた当該子の世話又は疾病の予防を図る

ために必要なものとして人事委員会規則で定める当該子の世話を

行う必要があると任命権者が認定したときは、１年を通じて５日

（当該職員の養育する子が２人以上の場合にあつては、１０日）以

内の期間中は、有給休暇とすることができる。

（忌引及び父母の祭日休暇）

第９条 職員は、次に掲げる場合は、任命権者の承認を得て、有給

休暇を受けることができる。

� 忌引

省略

備考 死亡者が配偶者又は前条の規定により子に含まれるも

のとされる者である場合は、これらの者を血族とみなし

てこの表を適用する。

� 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第１２条 省略

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

（職員の配偶者で当該子の親（当該子について民法第８１７条の２

第１項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請

求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であつて当該子を現に監護するもの又は児童福祉

法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委託されている養子

縁組里親である者若しくは養育里親である者（当該子の親その他

の同条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定によ

り、養子縁組里親として当該子を委託することができない者に限

る。）を含む。）であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前

５時までの間をいう。以下同じ。）において常態として当該子を

養育することができるものとして人事委員会規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。）が、人事委員会規則で定

めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、

公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせ

てはならない。

３ 省略

４ 前３項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）を介護する職員について準用する。この

場合において、第１項中「３歳に満たない子のある職員」とある

のは「負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害のため介護を

必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下「要介護者」

という。）のある職員」と、「当該子を養育する」とあるのは

「当該要介護者を介護する」と、「当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講ずることが著しく困難である」とあるの

る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であつて

当該職員が現に監護するもの又は児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第６条の４第２号

に規定する養子縁組里親（以下「養子縁組里親」という。）であ

る職員若しくは同条第１号に規定する養育里親（以下「養育里

親」という。）である職員（児童の親その他の同法第２７条第４項

に規定する者の意に反するため、同項の規定により、養子縁組里

親として当該児童を委託することができない職員に限る。）に委

託されている児童を含む。以下同じ。）（人事委員会規則で定め

る子に限る。以下この条において同じ。）を養育する職員が、負

傷し若しくは疾病にかかつた当該子の世話又は疾病の予防を図る

ために必要なものとして人事委員会規則で定める当該子の世話を

行う必要があると任命権者が認定したときは、１年を通じて５日

（当該職員の養育する子が２人以上の場合にあつては、１０日）以

内の期間中は、有給休暇とすることができる。

（忌引及び父母の祭日休暇）

第９条 職員は、次に掲げる場合は、任命権者の承認を得て、有給

休暇を受けることができる。

� 忌引

省略

� 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第１２条 省略

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

（職員の配偶者で当該子の親（当該子について民法第８１７条の２

第１項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請

求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であつて当該子を現に監護するもの又は児童福祉

法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委託されている養子

縁組里親である者若しくは養育里親である者（当該子の親その他

の同条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定によ

り、養子縁組里親として当該子を委託することができない者に限

る。）を含む。）であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前

５時までの間をいう。以下同じ。）において常態として当該子を

養育することができるものとして人事委員会規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。）が、人事委員会規則で定

めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、

公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤務をさせ

てはならない。

３ 省略

４ 前２項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）を介護する職員について準用する。この

場合において、第１項中「３歳に満たない子のある職員」とある

のは「負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害のため介護を

必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下「要介護者」

という。）のある職員」と、「当該子を養育する」とあるのは

「当該要介護者を介護する」と、「当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講ずることが著しく困難である」とあるの

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外１

２



は「公務の正常な運営を妨げる」と、第２項中「小学校就学の始

期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親（当

該子について民法第８１７条の２第１項の規定により特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審

判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であつて当該子を

現に監護するもの又は児童福祉法第２７条第１項第３号の規定によ

り当該子を委託されている養子縁組里親である者若しくは養育里

親である者（当該子の親その他の同条第４項に規定する者の意に

反するため、同項の規定により、養子縁組里親として当該子を委

託することができない者に限る。）を含む。）であるものが、深

夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）

において常態として当該子を養育することができるものとして人

事委員会規則で定める者に該当する場合における当該職員を除

く。）」とあるのは「要介護者

のある職員」と、「、当該子を養育す

る」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と、「深夜におけ

る」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間を

いう。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員」とあるのは「要介護者のある職員」と、「当該

子を養育する」とあるのは「当該 要介護者を介護する」と読

み替えるものとする。

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第２条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（子の看護の際の休暇）

第９条の２ 子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項

の規定により教育職員が当該教育職員との間における同項に規定

する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該

請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）

であつて当該教育職員が現に監護するもの又は児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親（以下「養子縁組里親」とい

う。）である教育職員若しくは同条第１号に規定する養育里親

（以下「養育里親」という。）である教育職員（児童の親その他

の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定

により、養子縁組里親として当該児童を委託することができない

教育職員に限る。）に委託されている児童を含む。以下同じ。）

（人事委員会規則で定める子に限る。以下この条において同

じ。）を養育する教育職員が、負傷し若しくは疾病にかかつた当

該子の世話又は疾病の予防を図るために必要なものとして人事委

員会規則で定める当該子の世話を行う必要があると任命権者が認

定したときは、１年を通じて５日（当該教育職員の養育する子が

２人以上の場合にあつては、１０日）以内の期間中は、有給休暇と

することができる。

（忌引及び父母の祭日休暇）

第１０条 教育職員は、次に掲げる場合は、任命権者の承認を得て、

有給休暇を受けることができる。

� 忌引

は「公務の正常な運営を妨げる」と、第２項中「小学校就学の始

期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親（当

該子について民法第８１７条の２第１項の規定により特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審

判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であつて当該子を

現に監護するもの又は児童福祉法第２７条第１項第３号の規定によ

り当該子を委託されている養子縁組里親である者若しくは養育里

親である者（当該子の親その他の同条第４項に規定する者の意に

反するため、同項の規定により、養子縁組里親として当該子を委

託することができない者に限る。）を含む。）であるものが、深

夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）

において常態として当該子を養育することができるものとして人

事委員会規則で定める者に該当する場合における当該職員を除

く。）」とあるのは「負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障

害のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以

下「要介護者」という。）のある職員」と、「、当該子を養育す

る」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と、「深夜におけ

る」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間を

いう。）における」と、前項中「小学校就学の始期に達するまで

の子のある職員」とあるのは「要介護者のある職員」と、「、当

該子を養育する」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と読

み替えるものとする。

（子の看護の際の休暇）

第９条の２ 子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項

の規定により教育職員が当該教育職員との間における同項に規定

する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該

請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）

であつて当該教育職員が現に監護するもの又は児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親（以下「養子縁組里親」とい

う。）である教育職員若しくは同条第１号に規定する養育里親

（以下「養育里親」という。）である教育職員（児童の親その他

の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定

により、養子縁組里親として当該児童を委託することができない

教育職員に限る。）に委託されている児童を含む。以下同じ。）

（人事委員会規則で定める子に限る。以下この条において同

じ。）を養育する教育職員が、負傷し若しくは疾病にかかつた当

該子の世話又は疾病の予防を図るために必要なものとして人事委

員会規則で定める当該子の世話を行う必要があると任命権者が認

定したときは、１年を通じて５日（当該教育職員の養育する子が

２人以上の場合にあつては、１０日）以内の期間中は、有給休暇と

することができる。

（忌引及び父母の祭日休暇）

第１０条 教育職員は、次に掲げる場合は、任命権者の承認を得て、

有給休暇を受けることができる。

� 忌引

改 正 後 改 正 前
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省略

備考 死亡者が配偶者又は前条の規定により子に含まれるも

のとされる者である場合は、これらの者を血族とみなし

てこの表を適用する。

� 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第１２条 省略

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある教育職

員（教育職員の配偶者で当該子の親（当該子について民法第８１７

条の２第１項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判

所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属し

ている場合に限る。）であつて当該子を現に監護するもの又は児

童福祉法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委託されてい

る養子縁組里親である者若しくは養育里親である者（当該子の親

その他の同条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定

により、養子縁組里親として当該子を委託することができない者

に限る。）を含む。）であるものが、深夜（午後１０時から翌日の

午前５時までの間をいう。以下同じ。）において常態として当該

子を養育することができるものとして人事委員会規則で定める者

に該当する場合における当該教育職員を除く。）が、人事委員会

規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場

合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤

務をさせてはならない。

３ 省略

４ 前３項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）を介護する教育職員について準用する。

この場合において、第１項中「３歳に満たない子のある教育職

員」とあるのは「負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害の

ため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）のある教育職員」と、「当該子を養育す

る」とあるのは「当該要介護者を介護する」と、「当該請求をし

た教育職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困

難である」とあるのは「公務の正常な運営を妨げる」と、第２項

中「小学校就学の始期に達するまでの子のある教育職員（教育職

員の配偶者で当該子の親（当該子について民法第８１７条の２第１

項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合

に限る。）であつて当該子を現に監護するもの又は児童福祉法第

２７条第１項第３号の規定により当該子を委託されている養子縁組

里親である者若しくは養育里親である者（当該子の親その他の同

条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、養

子縁組里親として当該子を委託することができない者に限る。）

を含む。）であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時ま

での間をいう。以下同じ。）において常態として当該子を養育す

ることができるものとして人事委員会規則で定める者に該当する

場合における当該教育職員を除く。）」とあるのは「要介護者

のある

教育職員」と、「、当該子を養育する」とあるのは「、当該要介

護者を介護する」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、前項

省略

� 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第１２条 省略

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある教育職

員（教育職員の配偶者で当該子の親（当該子について民法第８１７

条の２第１項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判

所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属し

ている場合に限る。）であつて当該子を現に監護するもの又は児

童福祉法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委託されてい

る養子縁組里親である者若しくは養育里親である者（当該子の親

その他の同条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定

により、養子縁組里親として当該子を委託することができない者

に限る。）を含む。）であるものが、深夜（午後１０時から翌日の

午前５時までの間をいう。以下同じ。）において常態として当該

子を養育することができるものとして人事委員会規則で定める者

に該当する場合における当該教育職員を除く。）が、人事委員会

規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場

合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜における勤

務をさせてはならない。

３ 省略

４ 前２項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）を介護する教育職員について準用する。

この場合において、第１項中「３歳に満たない子のある教育職

員」とあるのは「負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害の

ため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）のある教育職員」と、「当該子を養育す

る」とあるのは「当該要介護者を介護する」と、「当該請求をし

た教育職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困

難である」とあるのは「公務の正常な運営を妨げる」と、第２項

中「小学校就学の始期に達するまでの子のある教育職員（教育職

員の配偶者で当該子の親（当該子について民法第８１７条の２第１

項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合

に限る。）であつて当該子を現に監護するもの又は児童福祉法第

２７条第１項第３号の規定により当該子を委託されている養子縁組

里親である者若しくは養育里親である者（当該子の親その他の同

条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、養

子縁組里親として当該子を委託することができない者に限る。）

を含む。）であるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時ま

での間をいう。以下同じ。）において常態として当該子を養育す

ることができるものとして人事委員会規則で定める者に該当する

場合における当該教育職員を除く。）」とあるのは「負傷、疾病

又は身体上若しくは精神上の障害のため介護を必要とする者で人

事委員会規則で定めるもの（以下「要介護者」という。）のある

教育職員」と、「、当該子を養育する」とあるのは「、当該要介

護者を介護する」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、前項
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中「小学校就学の始期に達するまでの子のある教育職員」とある

のは「要介護者のある教育職員」と、「当該 子を養育する」と

あるのは「当該 要介護者を介護する」と読み替えるものとす

る。

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第３条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育 児 休 業 法」と い う。）第２条 第１

項、第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条、第１０条第１

項 及 び 第２項、第１１条 第２項、第１２条、第１４条、第１５条、第１７

条、第１８条第３項並びに第１９条第１項から第３項までの規定に基

づき、並びに育児休業法を実施するため、職員（市町村立学校職

員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定

する職員を含む。以下同じ。）の育児休業等に関し必要な事項を

定めるものとする。

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員

� 省略

� その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６箇月に達する日までに、そ

の任期（任期が更新される場合にあっては、更新後のも

の）が満了すること及び特定職に引き続き採用されないこ

とが明らかでない非常勤職員

� 省略

イ 第３条第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養

育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において育児休業をしている非常

勤職員に限る。）

ウ 省略

（育児休業法第２条第１項の条例で定める者）

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める者は、児童福

祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の４第１号に規定する養育

里親である職員（児童の親その他の同法第２７条第４項に規定する

者の意に反するため、同項の規定により、同法第６条の４第２号

に規定する養子縁組里親として当該児童を委託することができな

い職員に限る。）に同法第２７条第１項第３号の規定により委託さ

れている当該児童とする。

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）

第５条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

中「小学校就学の始期に達するまでの子のある教育職員」とある

のは「要介護者のある教育職員」と、「、当該子を養育する」と

あるのは「、当該要介護者を介護する」と読み替えるものとす

る。

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育 児 休 業 法」と い う。）第２条 第１

項、第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条、第１０条第１

項 及 び 第２項、第１１条 第２項、第１２条、第１４条、第１５条、第１７

条、第１８条第３項並びに第１９条第１項及び第２項 の規定に基

づき、並びに育児休業法を実施するため、職員（市町村立学校職

員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定

する職員を含む。以下同じ。）の育児休業等に関し必要な事項を

定めるものとする。

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員

� 省略

� その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」

という。）を超えて特定職に引き続き在職することが見込

まれる非常勤職員（当該子の１歳到達日から１年を経過す

る日までの間に、その任期が満了し、かつ、当該任期が更

新されないこと及び特定職に引き続き採用されないことが

明らかである非常勤職員を除く。）

� 省略

イ 次条第３号 に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養

育する子の１歳到達日

（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において育児休業をしている非常

勤職員に限る。）

ウ 省略

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情）

第５条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

改 正 後 改 正 前
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� 育児休業をしている職員が産前の休暇を与えられ、又は出産

したことにより当該育児休業の承認が効力を失った後、当該産

前の休暇又は出産に係る子が次に掲げる場合に該当することと

なったこと。

ア 死亡した場合

イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合

�の２ 育児休業をしている職員が第７条に規定する事由に該当

したことにより当該育児休業の承認が取り消された後、同条に

規定する承認に係る子が次に掲げる場合に該当することとなっ

たこと。

ア 前号ア又はイに掲げる場合

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定に

よる請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組

の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立

しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置

が解除された場合

�～� 省略

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第１３条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

� 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前の休暇を

与えられ、又は 出産したことにより当該育児短時間勤務の

承認が効力を失った

後、当該

産前の休暇又は 出産に係る子が第５条第１号ア又はイに掲

げる場合に該当する こと

となったこと。

�の２ 育児短時間勤務をしている職員が第１６条第１号に掲げる

事由に該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消

された後、同号に規定する承認に係る子が第５条第１号の２ア

又はイに掲げる場合に該当することとなったこと。

�～� 省略

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例の施行の日から平成２９年３月３１日までの間における第１条の規定による改正後の職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例第８条の２の規定及び第２条の規定による改正後の教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例第９条の２の規定の適用に

ついては、これらの規定中「第６条の４第２号に規定する養子縁組里親」とあるのは「第６条の４第１項に規定する里親であつて養子縁

組によつて養親となることを希望しているもの」と、「同条第１号」とあるのは「同条第２項」とし、第３条の規定による改正後の職員

の育児休業等に関する条例第２条の２の規定の適用については、同条中「第６条の４第１号」とあるのは「第６条の４第２項」と、「第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親」とあるのは「第６条の４第１項に規定する里親であって養子縁組によって養親となることを希

望しているもの」とする。

��������������
�愛媛県条例第２号
職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正する条例

職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 育児休業をしている職員が産前の休暇を与えられ、若しくは

出産したことにより当該育児休業の承認が効力を失い、又は第

７条に規定する事由に該当したことにより当該育児休業の承認

が取り消された後、当該産前の休暇若しくは出産に係る子又は

同条に規定する承認に係る子が死亡したこと又は養子縁組等に

より職員と別居することとなったこと。

�～� 省略

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第１３条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

� 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前の休暇を

与えられ、若しくは出産したことにより当該育児短時間勤務の

承認が効力を失い、又は第１６条第１号に掲げる事由に該当した

ことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、当該

産前の休暇若しくは出産に係る子又は同号に規定する承認に係

る子が死亡したこと又は養子縁組等により職員と別居すること

となったこと。

�～� 省略
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改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２６条の６第１項（同条第４項において準用す

る場合を含む。）から第３項まで及び第６項から第８項まで並び

に同条第１１項において準用する法第２６条の５第６項の規定に基づ

き、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定

めて任用される職員、非常勤職員及び法第２２条第１項の規定によ

る条件付採用期間中の職員を除き、市町村立学校職員給与負担法

（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定する職員を含

む。次条及び第５条において同じ。）の配偶者同行休業（法第２６

条の６第１項に規定する配偶者同行休業をいう。以下同じ。）に

関し必要な事項を定めるものとする。

第６条 省略

（配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情）

第７条 法第２６条の６第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者

同行休業の期間の延長後の期間が満了する日における当該配偶者

同行休業に係る配偶者の第４条第１号の外国での勤務が同日後も

引き続くこととなり、及びその引き続くことが当該延長の請求時

には確定していなかったことその他人事委員会がこれに準ずると

認める事情とする。

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２６条の６第１項（同条第４項において準用す

る場合を含む。）、第２項 及び第６項から第８項まで並び

に同条第１１項において準用する法第２６条の５第６項の規定に基づ

き、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定

めて任用される職員、非常勤職員及び法第２２条第１項の規定によ

る条件付採用期間中の職員を除き、市町村立学校職員給与負担法

（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定する職員を含

む。次条及び第５条において同じ。）の配偶者同行休業（法第２６

条の６第１項に規定する配偶者同行休業をいう。以下同じ。）に

関し必要な事項を定めるものとする。

第６条 省略

第７条 省略

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第１０条第１項の規定により任期を定めて採用された職員

� 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）

第１２条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�・� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例第１０条第１項の規定によ

り任期を定めて採用された職員

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第９条第１項の規定により任期を定めて採用された職員

� 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）

第１２条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�・� 省略

� 職員の配偶者同行休業に関する条例第９条第１項の規定によ

り任期を定めて採用された職員
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�愛媛県条例第３号
知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

知事等の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、平成２９年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第４号
愛媛県個人番号の利用に関する条例及び住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県個人番号の利用に関する条例及び住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例

（愛媛県個人番号の利用に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（住民基本台帳法施行条例の一部改正）

第２条 住民基本台帳法施行条例（平成１４年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（個人番号の利用範囲）

第２条 省略

２ 高等学校等（県立及び私立のものを除く。）の設置者は、教育

委員会による別表第１の８の項に掲げる事務の処理に関して必要

とされる他人の個人番号を記載した書面の提出その他の他人の個

人番号を利用した事務を行うものとする。

別表第１（第１条、第２条関係）

（個人番号の利用範囲）

第２条 省略

２ 高等学校等（県立及び私立のものを除く。）の設置者は、教育

委員会による別表第１の６の項に掲げる事務の処理に関して必要

とされる他人の個人番号を記載した書面の提出その他の他人の個

人番号を利用した事務を行うものとする。

別表第１（第１条、第２条関係）

執行機関 事 務 執行機関 事 務

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 知事 ウイルス性肝炎の治療のため必要な医療費の助

成に関する事務であって規則で定めるもの

５ 知事 ウイルス性肝炎等の検査のため必要な医療費の

助成に関する事務であって規則で定めるもの

６ 省略 ４ 省略

７ 省略 ５ 省略

８ 省略 ６ 省略

９ 省略 ７ 省略

１０ 省略 ８ 省略

１１ 省略 ９ 省略
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第５号
愛媛県手数料条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例等の一部を改正する条例

（愛媛県手数料条例の一部改正）

第１条 愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係）

１～７ 省略

８ 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例第

４９号）別表第１の１の項から６の項までに掲げる事務

９ 省略

別表第２（第３条関係）

別表第１（第２条関係）

１～７ 省略

８ 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例第

４９号）別表第１の１の項から４の項までに掲げる事務

９ 省略

別表第２（第３条関係）

知事以外の

執行機関
事 務

知事以外の

執行機関
事 務

教育委員会 愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の７

の項から１０の項までに掲げる事務

教育委員会 愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の５

の項から８の項までに掲げる事務

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

別表（第２条―第３条、第７条関係）

１ 省略

２ 保健福祉関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～７ 省略 １～７ 省略

７の２ 温泉法

第６条第１項

の規定に基づ

く土地の掘削

の許可を受け

た法人の合併

又は分割の承

認の申請に対

する審査

土地掘

削許可

を受け

た法人

の合併

又は分

割の承

認申請

手数料

７，５００円 ７の２ 温泉法

第６条第１項

の規定に基づ

く土地の掘削

の許可を受け

た法人の合併

又は分割の承

認の申請に対

する審査

土地掘

削許可

を受け

た法人

の合併

又は分

割の承

認申請

手数料

７，４００円

７の３ 温泉法

第７条第１項

の規定に基づ

く土地の掘削

の許可を受け

た者の相続の

承認の申請に

対する審査

土地掘

削許可

を受け

た者の

相続承

認申請

手数料

７，５００円 ７の３ 温泉法

第７条第１項

の規定に基づ

く土地の掘削

の許可を受け

た者の相続の

承認の申請に

対する審査

土地掘

削許可

を受け

た者の

相続承

認申請

手数料

７，４００円
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７の４・８ 省

略

７の４・８ 省

略

８の２ 温泉法

第１１条第２項

又は第３項に

おいて準用す

る同法第６条

第１項の規定

に基づく湧出

路 の増掘又

は動力の装置

の許可を受け

た法人の合併

又は分割の承

認の申請に対

する審査

湧出路

増掘又

は動力

装置の

許可を

受けた

法人の

合併又

は分割

の承認

申請手

数料

７，５００円 ８の２ 温泉法

第１１条第２項

又は第３項に

おいて準用す

る同法第６条

第１項の規定

に基づくゆう

出路の増掘又

は動力の装置

の許可を受け

た法人の合併

又は分割の承

認の申請に対

する審査

ゆう出

路増掘

又は動

力装置

の許可

を受け

た法人

の合併

又は分

割の承

認申請

手数料

７，４００円

８の３ 温泉法

第１１条第２項

又は第３項に

おいて準用す

る同法第７条

第１項の規定

に基づく湧出

路 の増掘又

は動力の装置

の許可を受け

た者の相続の

承認の申請に

対する審査

湧出路

増掘又

は動力

装置の

許可を

受けた

者の相

続承認

申請手

数料

７，５００円 ８の３ 温泉法

第１１条第２項

又は第３項に

おいて準用す

る同法第７条

第１項の規定

に基づくゆう

出路の増掘又

は動力の装置

の許可を受け

た者の相続の

承認の申請に

対する審査

ゆう出

路増掘

又は動

力装置

の許可

を受け

た者の

相続承

認申請

手数料

７，４００円

８の４・８の５

省略

８の４・８の５

省略

８の６ 温泉法

第１４条の３第

１項の規定に

基づく温泉の

採取の許可を

受けた法人の

合併又は分割

の承認の申請

に対する審査

温泉採

取許可

を受け

た法人

の合併

又は分

割の承

認申請

手数料

７，５００円 ８の６ 温泉法

第１４条の３第

１項の規定に

基づく温泉の

採取の許可を

受けた法人の

合併又は分割

の承認の申請

に対する審査

温泉採

取許可

を受け

た法人

の合併

又は分

割の承

認申請

手数料

７，４００円

８の７ 温泉法

第１４条の４第

１項の規定に

基づく温泉の

採取の許可を

受けた者の相

続の承認の申

請に対する審

査

温泉採

取許可

を受け

た者の

相続承

認申請

手数料

７，５００円 ８の７ 温泉法

第１４条の４第

１項の規定に

基づく温泉の

採取の許可を

受けた者の相

続の承認の申

請に対する審

査

温泉採

取許可

を受け

た者の

相続承

認申請

手数料

７，４００円

８の８ 温泉法

第１４条の５第

可燃性

天然ガ

７，５００円 ８の８ 温泉法

第１４条の５第

可燃性

天然ガ

７，４００円
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１項の規定に

基づく可燃性

天然ガスの濃

度の確認の申

請に対する審

査

ス濃度

確認申

請手数

料

１項の規定に

基づく可燃性

天然ガスの濃

度の確認の申

請に対する審

査

ス濃度

確認申

請手数

料

８の９・９ 省

略

８の９・９ 省

略

９の２ 温泉法

第１６条第１項

の規定に基づ

く温泉の利用

の許可を受け

た法人の合併

又は分割の承

認の申請に対

する審査

温泉利

用許可

を受け

た法人

の合併

又は分

割の承

認申請

手数料

７，５００円 ９の２ 温泉法

第１６条第１項

の規定に基づ

く温泉の利用

の許可を受け

た法人の合併

又は分割の承

認の申請に対

する審査

温泉利

用許可

を受け

た法人

の合併

又は分

割の承

認申請

手数料

７，４００円

９の３ 温泉法

第１７条第１項

の規定に基づ

く温泉の利用

の許可を受け

た者の相続の

承認の申請に

対する審査

温泉利

用許可

を受け

た者の

相続承

認申請

手数料

７，５００円 ９の３ 温泉法

第１７条第１項

の規定に基づ

く温泉の利用

の許可を受け

た者の相続の

承認の申請に

対する審査

温泉利

用許可

を受け

た者の

相続承

認申請

手数料

７，４００円

９の４～７２ 省

略

９の４～７２ 省

略

７３ 医薬品、医

療機器等の品

質、有効性及

び安全性の確

保等に関する

法律第４条第

４項の規定に

基づく薬局開

設の許可の更

新の申請に対

する審査

薬局開

設許可

更新申

請手数

料

１２，０００円 ７３ 医薬品、医

療機器等の品

質、有効性及

び安全性の確

保等に関する

法律第４条第

４項の規定に

基づく薬局開

設の許可の更

新の申請に対

する審査

薬局開

設許可

更新申

請手数

料

１１，７００円

７３の２ 省略 ７３の２ 省略

７３の３ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

１２条第２項の

規定に基づく

医薬品等の製

造販売業の許

可の更新の申

請に対する審

査

医薬品

等製造

販売業

許可更

新申請

手数料

次に掲げる許可の更新の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

�・� 省略

� 薬局製造販売医薬品製造販売

業許可の更新 ５，１００円

�・� 省略

７３の３ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

１２条第２項の

規定に基づく

医薬品等の製

造販売業の許

可の更新の申

請に対する審

査

医薬品

等製造

販売業

許可更

新申請

手数料

次に掲げる許可の更新の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

�・� 省略

� 薬局製造販売医薬品製造販売

業許可の更新 ４，１００円

�・� 省略
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７３の４ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

１３条第１項の

規定に基づく

医薬品等の製

造業の許可の

申請に対する

審査

医薬品

等製造

業許可

申請手

数料

次に掲げる許可の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

�～� 省略

� 薬局製造販売医薬品 １１，９００

円

�～� 省略

７３の４ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

１３条第１項の

規定に基づく

医薬品等の製

造業の許可の

申請に対する

審査

医薬品

等製造

業許可

申請手

数料

次に掲げる許可の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

�～� 省略

� 薬局製造販売医薬品 １１，０００

円

�～� 省略

７３の５～７３の１２

省略

７３の５～７３の１２

省略

７３の１３ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

２３条の２の３

第３項の規定

に基づく医療

機器等の製造

業の登録の更

新の申請に対

する審査

医療機

器等製

造業登

録更新

申請手

数料

２７，３００円 ７３の１３ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

２３条の２の３

第３項の規定

に基づく医療

機器等の製造

業の登録の更

新の申請に対

する審査

医療機

器等製

造業登

録更新

申請手

数料

２４，３００円

７３の１４～７４ 省

略

７３の１４～７４ 省

略

７５ 医薬品、医

療機器等の品

質、有効性及

び安全性の確

保等に関する

法律第２４条第

２項の規定に

基づく医薬品

の販売業の許

可の更新の申

請に対する審

査

医薬品

販売業

許可更

新申請

手数料

１２，０００円 ７５ 医薬品、医

療機器等の品

質、有効性及

び安全性の確

保等に関する

法律第２４条第

２項の規定に

基づく医薬品

の販売業の許

可の更新の申

請に対する審

査

医薬品

販売業

許可更

新申請

手数料

１１，７００円

７６～７９の４ 省

略

７６～７９の４ 省

略

７９の５ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

３９条第４項の

規定に基づく

高度管

理医療

機器等

の販売

業又は

貸与業

の許可

更新申

１２，０００円 ７９の５ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

３９条第４項の

規定に基づく

高度管

理医療

機器等

の販売

業又は

貸与業

の許可

更新申

１１，７００円
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高度管理医療

機器等の販売

業又は貸与業

の許可の更新

の申請に対す

る審査

請手数

料

高度管理医療

機器等の販売

業又は貸与業

の許可の更新

の申請に対す

る審査

請手数

料

８０～８２の２ 省

略

８０～８２の２ 省

略

８２の３ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

４０条の５第４

項の規定に基

づく再生医療

等製品の販売

業の許可の更

新の申請に対

する審査

再生医

療等製

品販売

業許可

更新申

請手数

料

１２，０００円 ８２の３ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律第

４０条の５第４

項の規定に基

づく再生医療

等製品の販売

業の許可の更

新の申請に対

する審査

再生医

療等製

品販売

業許可

更新申

請手数

料

１１，７００円

８３～８７の４ 省

略

８３～８７の４ 省

略

８７の５ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律施

行規則第１５９

条の１１第１項

の規定に基づ

く販売従事登

録証の書換え

交付

販売従

事登録

証書換

え交付

手数料

２，１００円 ８７の５ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律施

行規則第１５９

条の１１第１項

の規定に基づ

く販売従事登

録証の書換え

交付

販売従

事登録

証書換

え交付

手数料

２，０００円

８７の６ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律施

行規則第１５９

条の１２第１項

の規定に基づ

く販売従事登

録証の再交付

販売従

事登録

証再交

付手数

料

３，０００円 ８７の６ 医 薬

品、医療機器

等の品質、有

効性及び安全

性の確保等に

関する法律施

行規則第１５９

条の１２第１項

の規定に基づ

く販売従事登

録証の再交付

販売従

事登録

証再交

付手数

料

２，９００円

８８～１１３ 省略 ８８～１１３ 省略

備考 省略 備考 省略

３ 計量関係事務手数料 ３ 計量関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額
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１ 計量法（平

成４年法律第

５１号）第１６条

第１項第２号

イの規定に基

づく特定計量

器の検定

特定計

量器検

定手数

料

� 計量法第８４条第１項（同法第

８９条第４項において準用する場

合を含む。）の表示が付された

特定計量器（計量法施行令（平

成５年政令第３２９号）第１２条で定

める特定計量器であって同法第

８４条第１項の表示が付されてか

ら同法第７１条第２項の経済産業

省令で定める期間を経過したも

のにあっては、同法第５０条第１

項の表示が付され、かつ、同項

の表示が付されてから同法第７１

条第２項の経済産業省令で定め

る期間を経過していないものに

限る。）に係る検定 次に掲げ

る特定計量器の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ア タクシーメーター １個に

つき５８０円

イ 質量計 次に掲げる質量計

の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額（非自動はかりの

うち最小の目量（隣接する目

盛標識のそれぞれが表す物象

の状態の量の差をいう。以下

この表において同じ。）又は

表記された感量（質量計が反

応することができる質量の最

小の変化をいう。以下この表

において同じ。）がひょう量

の１０，０００分の１未満のものに

あっては、�から�までに掲

げる金額の２倍の金額）

� 非自動はかりで検出部が

電気式又は光電式のもので

あって、ひょう量が１トン

以下のもの 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定

める金額

ａ ひょう量が３０キログラ

ム以下のもの １個につ

き１，１５０円

ｂ ひょう量が３０キログラ

ムを超え１００キログラム以

下のもの １個につき１，

３００円

ｃ ひょう量が１００キログラ

ムを超え２５０キログラム以

下のもの １個につき１，

８００円

ｄ ひょう量が２５０キログラ

ムを超え５００キログラム以

下のもの １個につき２，

１５０円

１ 計量法（平

成４年法律第

５１号）第１６条

第１項第２号

イの規定に基

づく特定計量

器の検定

特定計

量器検

定手数

料

� 計量法第８４条第１項（同法第

８９条第４項において準用する場

合を含む。）の表示が付された

特定計量器（計量法施行令（平

成５年政令第３２９号）第１２条で定

める特定計量器であって同法第

８４条第１項の表示が付されてか

ら同法第７１条第２項の経済産業

省令で定める期間を経過したも

のにあっては、同法第５０条第１

項の表示が付され、かつ、同項

の表示が付されてから同法第７１

条第２項の経済産業省令で定め

る期間を経過していないものに

限る。）に係る検定 次に掲げ

る特定計量器の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ア タクシーメーター １個に

つき５５０円

イ 質量計 次に掲げる質量計

の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額（非自動はかりの

うち最小の目量（隣接する目

盛標識のそれぞれが表す物象

の状態の量の差をいう。以下

この表において同じ。）又は

表記された感量（質量計が反

応することができる質量の最

小の変化をいう。以下この表

において同じ。）がひょう量

の１０，０００分の１未満のものに

あっては、�から�までに掲

げる金額の２倍の金額）

� 非自動はかりで検出部が

電気式又は光電式のもので

あって、ひょう量が１トン

以下のもの 次に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に定

める金額

ａ ひょう量が３０キログラ

ム以下のもの １個につ

き１，０５０円

ｂ ひょう量が３０キログラ

ムを超え１００キログラム以

下のもの １個につき１，

２５０円

ｃ ひょう量が１００キログラ

ムを超え２５０キログラム以

下のもの １個につき１，

６５０円

ｄ ひょう量が２５０キログラ

ムを超え５００キログラム以

下のもの １個につき２，

０５０円
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ｅ ひょう量が５００キログラ

ムを超え１トン以下のも

の １個につき２，５００円

� 非自動はかりであって、

棒はかり又は光電式以外の

ばね式指示はかりのうち直

線目盛のみがあるもの 次

に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ａ ひょう量が１０キログラ

ム以下のもの １個につ

き１１０円

ｂ ひょう量が１０キログラ

ムを超えるもの １個に

つき２００円

� 非自動はかりであって�

又は�に掲げるもの以外の

もの 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金

額

ａ ひょう量が５キログラ

ム以下のもの １個につ

き１６０円

ｂ ひょう量が５キログラ

ムを超え２０キログラム以

下のもの １個につき２００

円

ｃ ひょう量が２０キログラ

ムを超え５０キログラム以

下のもの １個につき２７０

円

ｄ ひょう量が５０キログラ

ムを超え１００キログラム以

下のもの １個につき３６０

円

ｅ ひょう量が１００キログラ

ムを超え２５０キログラム以

下のもの １個につき５５０

円

ｆ ひょう量が２５０キログラ

ムを超え５００キログラム以

下のもの １個につき９６０

円

ｇ ひょう量が５００キログラ

ムを超え１トン以下のも

の １個につき１，６５０円

ｈ ひょう量が１トンを超

え２トン以下のもの １

個につき２，６００円

ｉ ひょう量が２トンを超

え５トン以下のもの １

個につき６，６００円

ｅ ひょう量が５００キログラ

ムを超え１トン以下のも

の １個につき２，３５０円

� 非自動はかりであって、

棒はかり又は光電式以外の

ばね式指示はかりのうち直

線目盛のみがあるもの 次

に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ａ ひょう量が１０キログラ

ム以下のもの １個につ

き１００円

ｂ ひょう量が１０キログラ

ムを超えるもの １個に

つき１９０円

� 非自動はかりであって�

又は�に掲げるもの以外の

もの 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金

額

ａ ひょう量が５キログラ

ム以下のもの １個につ

き１５０円

ｂ ひょう量が５キログラ

ムを超え２０キログラム以

下のもの １個につき１９０

円

ｃ ひょう量が２０キログラ

ムを超え５０キログラム以

下のもの １個につき２５０

円

ｄ ひょう量が５０キログラ

ムを超え１００キログラム以

下のもの １個につき３４０

円

ｅ ひょう量が１００キログラ

ムを超え２５０キログラム以

下のもの １個につき５２０

円

ｆ ひょう量が２５０キログラ

ムを超え５００キログラム以

下のもの １個につき９００

円

ｇ ひょう量が５００キログラ

ムを超え１トン以下のも

の １個につき１，５５０円

ｈ ひょう量が１トンを超

え２トン以下のもの １

個につき２，４５０円

ｉ ひょう量が２トンを超

え５トン以下のもの １

個につき６，１５０円
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ｊ ひょう量が５トンを超

え１０トン以下のもの １

個につき８，３００円

ｋ ひょう量が１０トンを超

え２０トン以下のもの １

個につき１２，１００円

ｌ ひょう量が２０トンを超

え３０トン以下のもの １

個につき１５，１００円

ｍ ひょう量が３０トンを超

え４０トン以下のもの １

個につき２０，０００円

ｎ ひょう量が４０トンを超

え５０トン以下のもの １

個につき２２，５００円

ｏ ひょう量が５０トンを超

えるもの １個につき３９，

６００円

� 分銅 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 省略

ｂ 表す質量が２００グラムを

超えるもの １個につき

２４０円

� 定量おもり又は定量増お

もり（以下この表において

「おもり」という。） 次

に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ａ・ｂ 省略

ｃ 質量が２０キログラムを

超えるもの １個につき

３１０円

ウ 体積計 次に掲げる体積計

の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� 水道メーター 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

ａ 口径が２５ミリメートル

以下のもの １個につき

９０円

ｂ 口径が２５ミリメートル

を超え４０ミリメートル以

下のもの １個につき１８０

円

ｃ 口径が４０ミリメートル

を超え１００ミリメートル以

下のもの １個につき１，

３００円

ｄ 口径が１００ミリメートル

を超えるもの １個につ

き１，７５０円

ｊ ひょう量が５トンを超

え１０トン以下のもの １

個につき７，７５０円

ｋ ひょう量が１０トンを超

え２０トン以下のもの １

個につき１１，４００円

ｌ ひょう量が２０トンを超

え３０トン以下のもの １

個につき１４，１５０円

ｍ ひょう量が３０トンを超

え４０トン以下のもの １

個につき１８，９００円

ｎ ひょう量が４０トンを超

え５０トン以下のもの １

個につき２１，３００円

ｏ ひょう量が５０トンを超

えるもの １個につき３７，

８００円

� 分銅 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 省略

ｂ 表す質量が２００グラムを

超えるもの １個につき

２２０円

� 定量おもり又は定量増お

もり（以下この表において

「おもり」という。） 次

に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ａ・ｂ 省略

ｃ 質量が２０キログラムを

超えるもの １個につき

２９０円

ウ 体積計 次に掲げる体積計

の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� 水道メーター 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

ａ 口径が２５ミリメートル

以下のもの １個につき

８０円

ｂ 口径が２５ミリメートル

を超え４０ミリメートル以

下のもの １個につき１７０

円

ｃ 口径が４０ミリメートル

を超え１００ミリメートル以

下のもの １個につき１，

２００円

ｄ 口径が１００ミリメートル

を超えるもの １個につ

き１，６５０円
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� 燃料油メーター 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ａ 使用最大流量が１リッ

トル毎分以下のもの １

個につき６３０円

ｂ 表示機構の最大指示量

が５０リットル以下のもの

（ａに掲げるものを除

く。） １個につき１，７００

円

ｃ ａ又はｂに掲げるもの

以外のもの １個につき

２，２００円

� 液化石油ガスメーター

１個につき６，８００円

� ガスメーター 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

ａ 使用最大流量が１６立方

メートル毎時以下のもの

１個につき１１０円

ｂ 使用最大流量が１６立方

メートル毎時を超え６５立

方メートル毎時以下のも

の １個につき２４０円

ｃ 使用最大流量が６５立方

メートル毎時を超え１６０立

方メートル毎時以下のも

の １個につき６４０円

ｄ 使用最大流量が１６０立方

メートル毎時を超え４００立

方メートル毎時以下のも

の １個につき１，０００円

ｅ 使用最大流量が４００立方

メートル毎時を超え１，０００

立方メートル毎時以下の

もの １個につき２，４５０円

ｆ 使用最大流量が１，０００立

方メートル毎時を超える

もの １個につき５，９００円

エ アネロイド型圧力計（アネ

ロイド型血圧計を除く。）

次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� 計ることのできる最大の

圧力が５０メガパスカル以下

のもの １個につき１００円

� 計ることのできる最大の

圧力が５０メガパスカルを超

え１００メガパスカル以下のも

の １個につき４８０円

� 燃料油メーター 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ａ 使用最大流量が１リッ

トル毎分以下のもの １

個につき５９０円

ｂ 表示機構の最大指示量

が５０リットル以下のもの

（ａに掲げるものを除

く。） １個につき１，５５０

円

ｃ ａ又はｂに掲げるもの

以外のもの １個につき

２，０５０円

� 液化石油ガスメーター

１個につき６，４００円

� ガスメーター 次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

ａ 使用最大流量が１６立方

メートル毎時以下のもの

１個につき１００円

ｂ 使用最大流量が１６立方

メートル毎時を超え６５立

方メートル毎時以下のも

の １個につき２２０円

ｃ 使用最大流量が６５立方

メートル毎時を超え１６０立

方メートル毎時以下のも

の １個につき５９０円

ｄ 使用最大流量が１６０立方

メートル毎時を超え４００立

方メートル毎時以下のも

の １個につき９６０円

ｅ 使用最大流量が４００立方

メートル毎時を超え１，０００

立方メートル毎時以下の

もの １個につき２，３００円

ｆ 使用最大流量が１，０００立

方メートル毎時を超える

もの １個につき５，５００円

エ アネロイド型圧力計（アネ

ロイド型血圧計を除く。）

次に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

� 計ることのできる最大の

圧力が５０メガパスカル以下

のもの １個につき９０円

� 計ることのできる最大の

圧力が５０メガパスカルを超

え１００メガパスカル以下のも

の １個につき４５０円
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� �に掲げる特定計量器以外の

特定計量器であって、次に掲げ

る質量計であるものに係る検定

次に掲げる質量計の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

（非自動はかりのうち最小の目

量又は表記された感量がひょう

量の１０，０００分の１未満のものに

あっては、２倍の金額）

ア 非自動はかり（ばね式指示

はかり及び検出部が電気式の

ものを除く。） 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定

める金額

� ひょう量が５キログラム

以下のもの １個につき１８０

円

� ひょう量が５キログラム

を超え２０キログラム以下の

もの １個につき２１０円

� ひょう量が２０キログラム

を超え５０キログラム以下の

もの １個につき２９０円

� ひょう量が５０キログラム

を超え１００キログラム以下の

もの １個につき３９０円

� ひょう量が１００キログラム

を超え２５０キログラム以下の

もの １個につき６００円

� ひょう量が２５０キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき１，０５０円

� ひょう量が５００キログラム

を超え１トン以下のもの

１個につき１，８５０円

� ひょう量が１トンを超え

２トン以下のもの １個に

つき３，１００円

	 ひょう量が２トンを超え

５トン以下のもの １個に

つき７，０００円


 ひょう量が５トンを超え

１０トン以下のもの １個に

つき８，９００円

� ひょう量が１０トンを超え

２０トン以下のもの １個に

つき１３，１００円

� ひょう量が２０トンを超え

３０トン以下のもの １個に

つき１６，１００円

 ひょう量が３０トンを超え

４０トン以下のもの １個に

つき２１，１００円

� �に掲げる特定計量器以外の

特定計量器であって、次に掲げ

る質量計であるものに係る検定

次に掲げる質量計の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

（非自動はかりのうち最小の目

量又は表記された感量がひょう

量の１０，０００分の１未満のものに

あっては、２倍の金額）

ア 非自動はかり（ばね式指示

はかり及び検出部が電気式の

ものを除く。） 次に掲げる

区分に応じ、それぞれ次に定

める金額

� ひょう量が５キログラム

以下のもの １個につき１７０

円

� ひょう量が５キログラム

を超え２０キログラム以下の

もの １個につき２００円

� ひょう量が２０キログラム

を超え５０キログラム以下の

もの １個につき２７０円

� ひょう量が５０キログラム

を超え１００キログラム以下の

もの １個につき３６０円

� ひょう量が１００キログラム

を超え２５０キログラム以下の

もの １個につき５６０円

� ひょう量が２５０キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき１，０００円

� ひょう量が５００キログラム

を超え１トン以下のもの

１個につき１，７００円

� ひょう量が１トンを超え

２トン以下のもの １個に

つき２，９００円

	 ひょう量が２トンを超え

５トン以下のもの １個に

つき６，６００円


 ひょう量が５トンを超え

１０トン以下のもの １個に

つき８，４００円

� ひょう量が１０トンを超え

２０トン以下のもの １個に

つき１２，４００円

� ひょう量が２０トンを超え

３０トン以下のもの １個に

つき１５，２００円

 ひょう量が３０トンを超え

４０トン以下のもの １個に

つき１９，９００円
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� ひょう量が４０トンを超え

５０トン以下のもの １個に

つき２３，６００円

� ひょう量が５０トンを超え

るもの １個につき４０，８００

円

イ 分銅 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 省略

� 表す質量が２００グラムを超

えるもの １個につき２５０円

ウ おもり 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める金

額

� 省略

� 質量が５キログラムを超

え２０キログラム以下のもの

１個につき１１０円

� 質量が２０キログラムを超

えるもの １個につき３２０円

� 計量法施行令附則第９条第１

項から第３項までに規定する特

定計量器の検定 次に掲げる特

定計量器の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア 非自動はかりであって、計

量法施行令附則別表第４第２

号ロに掲げるもの １個につ

き１，０５０円

イ 非自動はかりで計量法施行

令附則別表第４第２号イ�又

はハ�に掲げるもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

� ひょう量が２００キログラム

以下のもの １個につき５６０

円

� ひょう量が２００キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき９８０円

� ひょう量が５００キログラム

を超え１トン以下のもの

１個につき１，６００円

� ひょう量が１トンを超え

２トン以下のもの １個に

つき２，８５０円

� ひょう量が２トンを超え

５トン以下のもの １個に

つき６，７００円

� ひょう量が５トンを超え

１０トン以下のもの １個に

つき８，８００円

� ひょう量が４０トンを超え

５０トン以下のもの １個に

つき２２，４００円

� ひょう量が５０トンを超え

るもの １個につき３８，９００

円

イ 分銅 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 省略

� 表す質量が２００グラムを超

えるもの １個につき２３０円

ウ おもり 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める金

額

� 省略

� 質量が５キログラムを超

え２０キログラム以下のもの

１個につき１００円

� 質量が２０キログラムを超

えるもの １個につき３００円

� 計量法施行令附則第９条第１

項から第３項までに規定する特

定計量器の検定 次に掲げる特

定計量器の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

ア 非自動はかりであって、計

量法施行令附則別表第４第２

号ロに掲げるもの １個につ

き９８０円

イ 非自動はかりで計量法施行

令附則別表第４第２号イ�又

はハ�に掲げるもの 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

� ひょう量が２００キログラム

以下のもの １個につき５３０

円

� ひょう量が２００キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき９２０円

� ひょう量が５００キログラム

を超え１トン以下のもの

１個につき１，５００円

� ひょう量が１トンを超え

２トン以下のもの １個に

つき２，７００円

� ひょう量が２トンを超え

５トン以下のもの １個に

つき６，３００円

� ひょう量が５トンを超え

１０トン以下のもの １個に

つき８，２００円
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� ひょう量が１０トンを超え

２０トン以下のもの １個に

つき１２，６００円

� ひょう量が２０トンを超え

３０トン以下のもの １個に

つき１５，８００円

� ひょう量が３０トンを超え

４０トン以下のもの １個に

つき２０，４００円

� ひょう量が４０トンを超え

５０トン以下のもの １個に

つき２２，８００円

� ひょう量が５０トンを超え

るもの １個につき４０，２００

円

ウ 非自動はかりで計量法施行

令附則別表第４第２号イ�に

掲げるもの 次に掲げる区分

に応じ、それぞれ次に定める

金額

� ひょう量が１０キログラム

以下のもの １個につき１２０

円

� ひょう量が１０キログラム

を超えるもの １個につき

２２０円

エ 非自動はかりで計量法施行

令附則別表第４第２号ハ�に

掲げるもの １個につき９９０円

オ 体積計で計量法施行令附則

第９条第２項第２号又は附則

別表第４第３号に掲げる水道

メーター 次に掲げる水道メ

ーターの区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 口径が４０ミリメートル以

下のもの １個につき１８０円

� 口径が４０ミリメートルを

超え１００ミリメートル以下の

もの １個につき１，２００円

� 口径が１００ミリメートルを

超えるもの １個につき１，

６５０円

カ 体積計で計量法施行令附則

第９条第２項第３号に掲げる

燃料油メーター 次に掲げる

燃料油メーターの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 積算式ガソリン量器 次

に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ａ 表示機構の最大指示量

が５０リットル以下のもの

� ひょう量が１０トンを超え

２０トン以下のもの １個に

つき１１，９００円

� ひょう量が２０トンを超え

３０トン以下のもの １個に

つき１４，９００円

� ひょう量が３０トンを超え

４０トン以下のもの １個に

つき１９，３００円

� ひょう量が４０トンを超え

５０トン以下のもの １個に

つき２１，５００円

� ひょう量が５０トンを超え

るもの １個につき３８，３００

円

ウ 非自動はかりで計量法施行

令附則別表第４第２号イ�に

掲げるもの 次に掲げる区分

に応じ、それぞれ次に定める

金額

� ひょう量が１０キログラム

以下のもの １個につき１１０

円

� ひょう量が１０キログラム

を超えるもの １個につき

２００円

エ 非自動はかりで計量法施行

令附則別表第４第２号ハ�に

掲げるもの １個につき９３０円

オ 体積計で計量法施行令附則

第９条第２項第２号又は附則

別表第４第３号に掲げる水道

メーター 次に掲げる水道メ

ーターの区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 口径が４０ミリメートル以

下のもの １個につき１６０円

� 口径が４０ミリメートルを

超え１００ミリメートル以下の

もの １個につき１，１５０円

� 口径が１００ミリメートルを

超えるもの １個につき１，

５５０円

カ 体積計で計量法施行令附則

第９条第２項第３号に掲げる

燃料油メーター 次に掲げる

燃料油メーターの区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 積算式ガソリン量器 次

に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額

ａ 表示機構の最大指示量

が５０リットル以下のもの
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１個につき１，７５０円

ｂ 表示機構の最大指示量

が５０リットルを超えるも

の １個につき２，２５０円

� �に掲げるもの以外のも

の 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金

額

ａ 口径が３０ミリメートル

以下のもの １個につき

２，８００円

ｂ 口径が３０ミリメートル

を超えるもの １個につ

き３，６５０円

キ 体積計で計量法施行令附則

第９条第２項第４号に掲げる

液化石油ガスメーター １個

につき６，８００円

ク 体積計で計量法施行令附則

第９条第３項第２号若しくは

第３号又は附則別表第４第４

号に掲げるガスメーター 次

に掲げるガスメーターの区分

に応じ、それぞれ次に定める

金額

� �に掲げるもの以外のも

の 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金

額

ａ ガスの体積（計量室に

おける１周期の計量作用

により計ることができる

ガスの体積をいう。以下

この表において同じ。）

が４リットル以下のもの

１個につき１３０円

ｂ ガスの体積が４リット

ルを超え６リットル以下

のもの １個につき１９０円

ｃ ガスの体積が６リット

ルを超え３０リットル以下

のもの １個につき３６０円

ｄ ガスの体積が３０リット

ルを超えるもの １個に

つき６６０円

� 計量法施行令附則別表第

４第４号ロに掲げるもの

次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ａ 使用最大流量が５立方

メートル毎時以下のもの

１個につき４７０円

１個につき１，６００円

ｂ 表示機構の最大指示量

が５０リットルを超えるも

の １個につき２，１００円

� �に掲げるもの以外のも

の 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金

額

ａ 口径が３０ミリメートル

以下のもの １個につき

２，６００円

ｂ 口径が３０ミリメートル

を超えるもの １個につ

き３，４００円

キ 体積計で計量法施行令附則

第９条第２項第４号に掲げる

液化石油ガスメーター １個

につき６，３００円

ク 体積計で計量法施行令附則

第９条第３項第２号若しくは

第３号又は附則別表第４第４

号に掲げるガスメーター 次

に掲げるガスメーターの区分

に応じ、それぞれ次に定める

金額

� �に掲げるもの以外のも

の 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金

額

ａ ガスの体積（計量室に

おける１周期の計量作用

により計ることができる

ガスの体積をいう。以下

この表において同じ。）

が４リットル以下のもの

１個につき１２０円

ｂ ガスの体積が４リット

ルを超え６リットル以下

のもの １個につき１８０円

ｃ ガスの体積が６リット

ルを超え３０リットル以下

のもの １個につき３３０円

ｄ ガスの体積が３０リット

ルを超えるもの １個に

つき６１０円

� 計量法施行令附則別表第

４第４号ロに掲げるもの

次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ａ 使用最大流量が５立方

メートル毎時以下のもの

１個につき４４０円
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ｂ 使用最大流量が５立方

メートル毎時を超え２０立

方メートル毎時以下のも

の １個につき９３０円

ｃ 使用最大流量が２０立方

メートル毎時を超え１００立

方メートル毎時以下のも

の １個につき２，１００円

ｄ 使用最大流量が１００立方

メートル毎時を超え５００立

方メートル毎時以下のも

の １個につき３，９５０円

ｅ 使用最大流量が５００立方

メートル毎時を超え１，０００

立方メートル毎時以下の

もの １個につき５，４００円

ｆ 使用最大流量が１，０００立

方メートル毎時を超える

もの １０，３００円

ケ 計量法施行令附則第９条第

２項第５号に掲げるアネロイ

ド型圧力計 次に掲げるアネ

ロイド型圧力計の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 計ることができる最大の

圧力が５０メガパスカル以下

のもの １個につき１００円

� 計ることができる最大の

圧力が５０メガパスカルを超

え１００メガパスカル以下のも

の １個につき５００円

ｂ 使用最大流量が５立方

メートル毎時を超え２０立

方メートル毎時以下のも

の １個につき８７０円

ｃ 使用最大流量が２０立方

メートル毎時を超え１００立

方メートル毎時以下のも

の １個につき１，９５０円

ｄ 使用最大流量が１００立方

メートル毎時を超え５００立

方メートル毎時以下のも

の １個につき３，７００円

ｅ 使用最大流量が５００立方

メートル毎時を超え１，０００

立方メートル毎時以下の

もの １個につき５，１００円

ｆ 使用最大流量が１，０００立

方メートル毎時を超える

もの ９，６００円

ケ 計量法施行令附則第９条第

２項第５号に掲げるアネロイ

ド型圧力計 次に掲げるアネ

ロイド型圧力計の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 計ることができる最大の

圧力が５０メガパスカル以下

のもの １個につき９０円

� 計ることができる最大の

圧力が５０メガパスカルを超

え１００メガパスカル以下のも

の １個につき４７０円

２ 計量法施行

令第４１条第１

項の規定に基

づく計量法第

１７条第１項に

規定する指定

製造者の指定

の申請に対す

る審査

指定製

造者指

定申請

手数料

１７３，９００円 ２ 計量法施行

令第４１条第１

項の規定に基

づく計量法第

１７条第１項に

規定する指定

製造者の指定

の申請に対す

る審査

指定製

造者指

定申請

手数料

１６２，６００円

３ 計量法第１９

条第１項の規

定に基づく特

定計量器の定

期検査

特定計

量器定

期検査

手数料

� 非自動はかり 次に掲げる非

自動はかりの区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額（最小の目

量又は表記された感量がひょう

量の１０，０００分の１未満のものに

あっては、アからウまでに掲げ

る金額の２倍の金額）

ア 検出部が電気式のもの又は

光電式のものであって、ひょ

う量が１トン以下のもの 次

に掲げる区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

３ 計量法第１９

条第１項の規

定に基づく特

定計量器の定

期検査

特定計

量器定

期検査

手数料

� 非自動はかり 次に掲げる非

自動はかりの区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額（最小の目

量又は表記された感量がひょう

量の１０，０００分の１未満のものに

あっては、アからウまでに掲げ

る金額の２倍の金額）

ア 検出部が電気式のもの又は

光電式のものであって、ひょ

う量が１トン以下のもの 次

に掲げる区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額
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� ひょう量が１００キログラム

以下のもの １個につき１，

５００円

� ひょう量が１００キログラム

を超え２５０キログラム以下の

もの １個につき１，９００円

� ひょう量が２５０キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき２，３５０円

� ひょう量が５００キログラム

を超え１トン以下のもの

１個につき３，３００円

イ 棒はかり又は光電式以外の

ばね式指示はかりのうち直線

目盛のみがあるもの １個に

つき２６０円

ウ ア又はイに掲げるもの以外

のもの 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� ひょう量が１００キログラム

以下のもの １個につき５３０

円

� ひょう量が１００キログラム

を超え２５０キログラム以下の

もの １個につき９５０円

� ひょう量が２５０キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき１，６００円

� ひょう量が５００キログラム

を超え１トン以下のもの

１個につき２，２５０円

� ひょう量が１トンを超え

２トン以下のもの １個に

つき３，９５０円

� ひょう量が２トンを超え

５トン以下のもの １個に

つき７，４００円

� ひょう量が５トンを超え

１０トン以下のもの １個に

つき１１，４００円

� ひょう量が１０トンを超え

２０トン以下のもの １個に

つき１６，０００円

	 ひょう量が２０トンを超え

３０トン以下のもの １個に

つき２０，２００円


 ひょう量が３０トンを超え

４０トン以下のもの １個に

つき２２，８００円

� ひょう量が４０トンを超え

５０トン以下のもの １個に

つき３１，５００円

� ひょう量が１００キログラム

以下のもの １個につき１，

４００円

� ひょう量が１００キログラム

を超え２５０キログラム以下の

もの １個につき１，８００円

� ひょう量が２５０キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき２，２００円

� ひょう量が５００キログラム

を超え１トン以下のもの

１個につき３，１００円

イ 棒はかり又は光電式以外の

ばね式指示はかりのうち直線

目盛のみがあるもの １個に

つき２５０円

ウ ア又はイに掲げるもの以外

のもの 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� ひょう量が１００キログラム

以下のもの １個につき５００

円

� ひょう量が１００キログラム

を超え２５０キログラム以下の

もの １個につき９００円

� ひょう量が２５０キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき１，５００円

� ひょう量が５００キログラム

を超え１トン以下のもの

１個につき２，１００円

� ひょう量が１トンを超え

２トン以下のもの １個に

つき３，７００円

� ひょう量が２トンを超え

５トン以下のもの １個に

つき６，９００円

� ひょう量が５トンを超え

１０トン以下のもの １個に

つき１０，７００円

� ひょう量が１０トンを超え

２０トン以下のもの １個に

つき１５，０００円

	 ひょう量が２０トンを超え

３０トン以下のもの １個に

つき１９，１００円


 ひょう量が３０トンを超え

４０トン以下のもの １個に

つき２１，６００円

� ひょう量が４０トンを超え

５０トン以下のもの １個に

つき２９，８００円
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� ひょう量が５０トンを超え

るもの １個につき５４，１００

円

� 省略

� ひょう量が５０トンを超え

るもの １個につき５１，２００

円

� 省略

４ 計量法第７５

条第１項の規

定に基づく装

置検査

車両等

装置用

計量器

装置検

査手数

料

１個につき７４０円 ４ 計量法第７５

条第１項の規

定に基づく装

置検査

車両等

装置用

計量器

装置検

査手数

料

１個につき７００円

５ 計量法第９１

条第２項の規

定に基づく指

定製造事業者

の指定に係る

検査

指定製

造事業

者の指

定に係

る品質

管理の

方法の

検査手

数料

４５６，２００円 ５ 計量法第９１

条第２項の規

定に基づく指

定製造事業者

の指定に係る

検査

指定製

造事業

者の指

定に係

る品質

管理の

方法の

検査手

数料

４２６，３００円

６ 計 量 法 第

１０２条 第１項

の規定に基づ

く基準器検査

基準器

検査手

数料

� タクシーメーター装置検査用

基準器 １個につき１４，４００円

� 質量基準器 次に掲げる質量

基準器の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 基準手動天びんで感量が１

ミリグラムを超え又はひょう

量の２０，０００分の１を超えるも

の １個につき５，２００円

イ 基準台手動はかり 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

� ひょう量が１キログラム

以下のもの １個につき３，

６００円

� ひょう量が１キログラム

を超え１０キログラム以下の

もの １個につき５，７００円

� ひょう量が１０キログラム

を超え５０キログラム以下の

もの １個につき８，３００円

� ひょう量が５０キログラム

を超え２００キログラム以下の

もの １個につき１１，２００円

� ひょう量が２００キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき１５，０００円

� ひょう量が５００キログラム

を超える も の １５，０００円

に、５００キログラムまでを増

すごとに７，３００円を加えた金

額

６ 計 量 法 第

１０２条 第１項

の規定に基づ

く基準器検査

基準器

検査手

数料

� タクシーメーター装置検査用

基準器 １個につき１３，４００円

� 質量基準器 次に掲げる質量

基準器の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

ア 基準手動天びんで感量が１

ミリグラムを超え又はひょう

量の２０，０００分の１を超えるも

の １個につき４，９００円

イ 基準台手動はかり 次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

� ひょう量が１キログラム

以下のもの １個につき３，

３５０円

� ひょう量が１キログラム

を超え１０キログラム以下の

もの １個につき５，３００円

� ひょう量が１０キログラム

を超え５０キログラム以下の

もの １個につき７，８００円

� ひょう量が５０キログラム

を超え２００キログラム以下の

もの １個につき１０，５００円

� ひょう量が２００キログラム

を超え５００キログラム以下の

もの １個につき１４，０００円

� ひょう量が５００キログラム

を超える も の １４，０００円

に、５００キログラムまでを増

すごとに６，９００円を加えた金

額
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ウ 基準直示天びんで感量（感

量の表記のないものにあって

は、最小の目量）が１ミリグ

ラムを超え又はひょう量の

２０，０００分の１を超えるもの

１個につき８，５００円

エ 基準分銅 次に掲げる区分

に応じ、それぞれ次に定める

金額

� １級である旨の表記のあ

るもの 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 表す質量が２００グラム以

下のもの １個につき３，

４５０円

ｂ 表す質量が２００グラムを

超えるもの １個につき

８，５００円

� ２級である旨の表記のあ

るもの 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 表す質量が５キログラ

ム以下のもの １個につ

き６８０円

ｂ 表す質量が５キログラ

ムを超え５０キログラム以

下のもの １個につき８３０

円

ｃ 表す質量が５０キログラ

ムを超えるもの １個に

つき９，４００円

� ３級である旨の表記のあ

るもの 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 表す質量が５キログラ

ム以下のもの １個につ

き５１０円

ｂ 表す質量が５キログラ

ムを超え５０キログラム以

下のもの １個につき７００

円

ｃ 表す質量が５０キログラ

ムを超えるもの １個に

つき７，５００円

� 基準タンク 次に掲げる区分

に応じ、それぞれ次に定める金

額（２以上のゲージグラスを有

する基準タンクにあっては、ゲ

ージグラスが１増すごとに、次

に定める金額の５割の額を加え

た金額）

ウ 基準直示天びんで感量（感

量の表記のないものにあって

は、最小の目量）が１ミリグ

ラムを超え又はひょう量の

２０，０００分の１を超えるもの

１個につき７，９００円

エ 基準分銅 次に掲げる区分

に応じ、それぞれ次に定める

金額

� １級である旨の表記のあ

るもの 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 表す質量が２００グラム以

下のもの １個につき３，

２００円

ｂ 表す質量が２００グラムを

超えるもの １個につき

７，９００円

� ２級である旨の表記のあ

るもの 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 表す質量が５キログラ

ム以下のもの １個につ

き６４０円

ｂ 表す質量が５キログラ

ムを超え５０キログラム以

下のもの １個につき７８０

円

ｃ 表す質量が５０キログラ

ムを超えるもの １個に

つき８，８００円

� ３級である旨の表記のあ

るもの 次に掲げる区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 表す質量が５キログラ

ム以下のもの １個につ

き４８０円

ｂ 表す質量が５キログラ

ムを超え５０キログラム以

下のもの １個につき６５０

円

ｃ 表す質量が５０キログラ

ムを超えるもの １個に

つき７，１００円

� 基準タンク 次に掲げる区分

に応じ、それぞれ次に定める金

額（２以上のゲージグラスを有

する基準タンクにあっては、ゲ

ージグラスが１増すごとに、次

に定める金額の５割の額を加え

た金額）
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ア 全量が０．２５立方メートル以

下のもの １個につき１４，５００

円

イ 全量が０．２５立方メートルを

超え１立方メートル未満のも

の １個につき３６，４００円

ア 全量が０．２５立方メートル以

下のもの １個につき１３，６００

円

イ 全量が０．２５立方メートルを

超え１立方メートル未満のも

の １個につき３４，０００円

７ 計 量 法 第

１０７条の規 定

に基づく計量

証明事業登録

計量証

明事業

登録手

数料

５７，５００円 ７ 計 量 法 第

１０７条の規 定

に基づく計量

証明事業登録

計量証

明事業

登録手

数料

５３，８００円

８ 計 量 法 第

１１５条の規 定

に基づく計量

証明事業の登

録証の訂正又

は再交付

計量証

明事業

登録証

の訂正

又は再

交付手

数料

１，８５０円 ８ 計 量 法 第

１１５条の規 定

に基づく計量

証明事業の登

録証の訂正又

は再交付

計量証

明事業

登録証

の訂正

又は再

交付手

数料

１，７５０円

９ 計 量 法 第

１１５条の規 定

に基づく計量

証明事業登録

簿の謄本の交

付

計量証

明事業

登録簿

の謄本

交付手

数料

１枚につき８２０円 ９ 計 量 法 第

１１５条の規 定

に基づく計量

証明事業登録

簿の謄本の交

付

計量証

明事業

登録簿

の謄本

交付手

数料

１枚につき７６０円

１０ 計 量 法 第

１１５条の規 定

に基づく計量

証明事業登録

簿の閲覧の請

求

計量証

明事業

登録簿

の閲覧

手数料

１回につき４００円 １０ 計 量 法 第

１１５条の規 定

に基づく計量

証明事業登録

簿の閲覧の請

求

計量証

明事業

登録簿

の閲覧

手数料

１回につき３７０円

１１ 計 量 法 第

１１６条 第１項

の規定に基づ

く計量証明検

査

計量証

明検査

手数料

� 省略

� 騒音計 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア 使用最大周波数が８，０００ヘル

ツ以下のもの １個につき２３，

５００円

イ 使用最大周波数が８，０００ヘル

ツを超えるもの １個につき

３９，０００円

� 振動レベル計 １個につき３３，

６００円

� 濃度計 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア ジルコニア式酸素濃度計又

は磁気式酸素濃度計 １個に

つき９６，２００円

イ 溶液導電率式二酸化硫黄濃

度計 １個につき１２８，２００円

ウ 紫外線式二酸化硫黄濃度計

１個につき９５，７００円

１１ 計 量 法 第

１１６条 第１項

の規定に基づ

く計量証明検

査

計量証

明検査

手数料

� 省略

� 騒音計 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア 使用最大周波数が８，０００ヘル

ツ以下のもの １個につき２２，

７００円

イ 使用最大周波数が８，０００ヘル

ツを超えるもの １個につき

３７，３００円

� 振動レベル計 １個につき３２，

４００円

� 濃度計 次に掲げる区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

ア ジルコニア式酸素濃度計又

は磁気式酸素濃度計 １個に

つき９３，１００円

イ 溶液導電率式二酸化硫黄濃

度計 １個につき１２３，５００円

ウ 紫外線式二酸化硫黄濃度計

１個につき９２，７００円
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エ 紫外線式窒素酸化物濃度計

１個につき１０７，５００円

オ 非分散型赤外線式二酸化硫

黄濃度計 １個につき１０１，６０

０円

カ 非分散型赤外線式窒素酸化

物濃度計 １個につき１１７，６００

円

キ 非分散型赤外線式一酸化炭

素濃度計 １個につき１０２，５０

０円

ク 化学発光式窒素酸化物濃度

計 １個につき１０９，６００円

ケ ガラス電極式水素イオン濃

度指示計 １個につき２６，３００

円

備考 �
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

１・２ 省略

３ ウからクまでに掲げる

濃度計で４以上の表示機

構を有するものにあって

は、表示機構が３を超え

て１増すごとに、ウから

クまでに掲げる金額に２２，

５００円を加算するものとす

る。

エ 紫外線式窒素酸化物濃度計

１個につき１０３，７００円

オ 非分散型赤外線式二酸化硫

黄濃度計 １個につき９８，２００

円

カ 非分散型赤外線式窒素酸化

物濃度計 １個につき１１３，５００

円

キ 非分散型赤外線式一酸化炭

素濃度計 １個につき９９，１００

円

ク 化学発光式窒素酸化物濃度

計 １個につき１０５，７００円

ケ ガラス電極式水素イオン濃

度指示計 １個につき２５，３００

円

備考 �
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

１・２ 省略

３ ウからクまでに掲げる

濃度計で４以上の表示機

構を有するものにあって

は、表示機構が３を超え

て１増すごとに、ウから

クまでに掲げる金額に２２，

１００円を加算するものとす

る。

１２ 計量法施行

令第４１条第２

項の規定に基

づく計量法第

１２７条第１項

に規定する適

正計量管理事

業所の指定の

申請に対する

審査

適正計

量管理

事業所

指定申

請手数

料

２，７００円 １２ 計量法施行

令第４１条第２

項の規定に基

づく計量法第

１２７条第１項

に規定する適

正計量管理事

業所の指定の

申請に対する

審査

適正計

量管理

事業所

指定申

請手数

料

２，５５０円

１３ 計 量 法 第

１２７条第３項

の規定に基づ

く適正計量管

理事業所の指

定に係る検査

適正計

量管理

事業所

の指定

に係る

検査手

数料

７，９００円 １３ 計 量 法 第

１２７条第３項

の規定に基づ

く適正計量管

理事業所の指

定に係る検査

適正計

量管理

事業所

の指定

に係る

検査手

数料

７，４００円

備考 省略 備考 省略

４ 省略

５ 土木関係事務手数料

４ 省略

５ 土木関係事務手数料
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事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 建築基準法

（昭和２５年法

律第２０１号 ）

第６条第１項

（同法第８７条

第１項におい

て準用する場

合を含む。）

の規定に基づ

く建築物の建

築等の確認の

申請に対する

審査（構造計

算適合性判定

に係る部分の

審 査 を 除

く。）

建築物

確認申

請手数

料

次に掲げる当該建築物の建築、移

転、修繕若しくは模様替又は用途

の変更に係る部分の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

� 床面積の合計が３０平方メート

ル以内のもの ８，０００円

� 床面積の合計が３０平方メート

ルを超え１００平方メートル以内の

もの １５，０００円

� 床面積の合計が１００平方メート

ルを超え２００平方メートル以内の

もの ２１，０００円

� 床面積の合計が２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内の

もの ２９，０００円

� 床面積の合計が５００平方メート

ルを超え１，０００平方メートル以内

のもの ５０，０００円

� 床面積の合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方メートル以

内のもの ７１，０００円

� 床面積の合計が２，０００平方メー

トルを超え１０，０００平方メートル

以内のもの ２０８，０００円

� 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートルを超え５０，０００平方メート

ル以内のもの ３５２，０００円

	 床面積の合計が５０，０００平方メ

ートルを超えるもの ６８２，０００円

〔備考 省略 〕

８ 建築基準法

（昭和２５年法

律第２０１号 ）

第６条第１項

（同法第８７条

第１項におい

て準用する場

合を含む。）

の規定に基づ

く建築物の建

築等の確認の

申請に対する

審査（構造計

算適合性判定

に係る部分の

審 査 を 除

く。）

建築物

確認申

請手数

料

次に掲げる当該建築物の建築、移

転、修繕若しくは模様替又は用途

の変更に係る部分の区分に応じ、

それぞれ次に定める金額

� 床面積の合計が３０平方メート

ル以内のもの ５，０００円

� 床面積の合計が３０平方メート

ルを超え１００平方メートル以内の

もの ９，０００円

� 床面積の合計が１００平方メート

ルを超え２００平方メートル以内の

もの １４，０００円

� 床面積の合計が２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内の

もの １９，０００円

� 床面積の合計が５００平方メート

ルを超え１，０００平方メートル以内

のもの ３４，０００円

� 床面積の合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方メートル以

内のもの ４８，０００円

� 床面積の合計が２，０００平方メー

トルを超え１０，０００平方メートル

以内のもの １４０，０００円

� 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートルを超え５０，０００平方メート

ル以内のもの ２４０，０００円

	 床面積の合計が５０，０００平方メ

ートルを超えるもの ４６０，０００円

〔備考 省略 〕

８の２ 省略 ８の２ 省略

９ 建築基準法

第６条第１項

の規定による

建築物の建築

等の確認の申

請に係る計画

に同法第８７条

の２の昇降機

に係る部分が

含まれる場合

における同法

第６条第１項

の規定に基づ

く確認の申請

の当該部分に

対する審査、

同法第８７条の

建築設

備又は

工作物

確認申

請手数

料

次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� 一の建築設備を設置する場合

（�に掲げる場合を除く。）

１３，０００円（小荷物専用昇降機 に

ついては、６，０００円）

� 確認を受けた建築設備の計画

の変更をして一の建築設備を設

置する場合 ８，０００円（小荷物専

用昇降機 については、５，０００

円）

� 一の工作物を築造する場合（�

に掲げる場合を除く。） １１，００

０円

� 確認を受けた工作物の計画の

変更をして一の工作物を築造す

る場合 ６，０００円

９ 建築基準法

第６条第１項

の規定による

建築物の建築

等の確認の申

請に係る計画

に同法第８７条

の２の昇降機

に係る部分が

含まれる場合

における同法

第６条第１項

の規定に基づ

く確認の申請

の当該部分に

対する審査、

同法第８７条の

建築設

備又は

工作物

確認申

請手数

料

次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� 一の建築設備を設置する場合

（�に掲げる場合を除く。）

９，０００円（電動ダムウェーターに

ついては、４，０００円）

� 確認を受けた建築設備の計画

の変更をして一の建築設備を設

置する場合 ５，０００円（電動ダム

ウェーターについては、３，０００

円）

� 一の工作物を築造する場合（�

に掲げる場合を除く。） ８，０００

円

� 確認を受けた工作物の計画の

変更をして一の工作物を築造す

る場合 ４，０００円
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２において準

用する同法第

６条第１項の

規定に基づく

建築設備の確

認の申請に対

する審査又は

同法第８８条第

１項若しくは

第２項におい

て準用する同

法第６条第１

項の規定に基

づく工作物の

確認の申請に

対する審査

２において準

用する同法第

６条第１項の

規定に基づく

建築設備の確

認の申請に対

する審査又は

同法第８８条第

１項若しくは

第２項におい

て準用する同

法第６条第１

項の規定に基

づく工作物の

確認の申請に

対する審査

１０ 建築基準法

第７条第１項

の規定に基づ

く建築物の完

了の検査の申

請に対する審

査

建築物

完了検

査申請

手数料

次に掲げる当該建築物の建築、移

転又は修繕若しくは模様替に係る

部分の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� 床面積の合計が３０平方メート

ル以内のもの １４，０００円

� 床面積の合計が３０平方メート

ルを超え１００平方メートル以内の

もの １７，０００円

� 床面積の合計が１００平方メート

ルを超え２００平方メートル以内の

もの ２３，０００円

� 床面積の合計が２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内の

もの ３１，０００円

� 床面積の合計が５００平方メート

ルを超え１，０００平方メートル以内

のもの ５２，０００円

� 床面積の合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方メートル以

内のもの ７０，０００円

� 床面積の合計が２，０００平方メー

トルを超え１０，０００平方メートル

以内のもの １６６，０００円

� 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートルを超え５０，０００平方メート

ル以内のもの ２６７，０００円

	 床面積の合計が５０，０００平方メ

ートルを超えるもの ５２７，０００円

〔備考 省略 〕

１０ 建築基準法

第７条第１項

の規定に基づ

く建築物の完

了の検査の申

請に対する審

査

建築物

完了検

査申請

手数料

次に掲げる当該建築物の建築、移

転又は修繕若しくは模様替に係る

部分の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� 床面積の合計が３０平方メート

ル以内のもの １０，０００円

� 床面積の合計が３０平方メート

ルを超え１００平方メートル以内の

もの １２，０００円

� 床面積の合計が１００平方メート

ルを超え２００平方メートル以内の

もの １６，０００円

� 床面積の合計が２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内の

もの ２２，０００円

� 床面積の合計が５００平方メート

ルを超え１，０００平方メートル以内

のもの ３６，０００円

� 床面積の合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方メートル以

内のもの ５０，０００円

� 床面積の合計が２，０００平方メー

トルを超え１０，０００平方メートル

以内のもの １２０，０００円

� 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートルを超え５０，０００平方メート

ル以内のもの １９０，０００円

	 床面積の合計が５０，０００平方メ

ートルを超えるもの ３８０，０００円

〔備考 省略 〕

１１ 建築基準法

第７条第１項

の規定による

建築物の完了

の検査の申請

に係る建築物

に同法第８７条

建築設

備又は

工作物

完了検

査申請

手数料

次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� 一の建築設備を設置した場合 ２０，

０００円（小荷物専用昇降機 に

ついては、１２，０００円）

� 一の工作物を築造した場合 １３，

０００円

１１ 建築基準法

第７条第１項

の規定による

建築物の完了

の検査の申請

に係る建築物

に同法第８７条

建築設

備又は

工作物

完了検

査申請

手数料

次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� 一の建築設備を設置した場合 １３，

０００円（電動ダムウェーターに

ついては、８，０００円 ）

� 一の工作物を築造した場合 ９，０

００円
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の２の昇降機

に係る部分が

含まれる場合

における同法

第７条第１項

の規定に基づ

く完了の検査

の申請の当該

部分に対する

審査、同法第

８７条の２にお

いて準用する

同法第７条第

１項の規定に

基づく建築設

備の完了の検

査の申請に対

する審査又は

同法第８８条第

１項若しくは

第２項におい

て準用する同

法第７条第１

項の規定に基

づく工作物の

完了の検査の

申請に対する

審査

の２の昇降機

に係る部分が

含まれる場合

における同法

第７条第１項

の規定に基づ

く完了の検査

の申請の当該

部分に対する

審査、同法第

８７条の２にお

いて準用する

同法第７条第

１項の規定に

基づく建築設

備の完了の検

査の申請に対

する審査又は

同法第８８条第

１項若しくは

第２項におい

て準用する同

法第７条第１

項の規定に基

づく工作物の

完了の検査の

申請に対する

審査

１２ 建築基準法

第７条第１項

の規定に基づ

く建築物（同

法第７条の３

第１項の特定

工程に係る建

築 物 に 限

る。）の完了

の検査の申請

に対する審査

減額し

て定め

る建築

物完了

検査申

請手数

料

次に掲げる当該建築物の建築、移

転又は修繕若しくは模様替に係る

部分の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� 床面積の合計が３０平方メート

ル以内のもの １４，０００円

� 床面積の合計が３０平方メート

ルを超え１００平方メートル以内の

もの １７，０００円

� 床面積の合計が１００平方メート

ルを超え２００平方メートル以内の

もの ２２，０００円

� 床面積の合計が２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内の

もの ３０，０００円

� 床面積の合計が５００平方メート

ルを超え１，０００平方メートル以内

のもの ４９，０００円

� 床面積の合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方メートル以

内のもの ６６，０００円

� 床面積の合計が２，０００平方メー

トルを超え１０，０００平方メートル

以内のもの １６１，０００円

１２ 建築基準法

第７条第１項

の規定に基づ

く建築物（同

法第７条の３

第１項の特定

工程に係る建

築 物 に 限

る。）の完了

の検査の申請

に対する審査

減額し

て定め

る建築

物完了

検査申

請手数

料

次に掲げる当該建築物の建築、移

転又は修繕若しくは模様替に係る

部分の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� 床面積の合計が３０平方メート

ル以内のもの ９，０００円

� 床面積の合計が３０平方メート

ルを超え１００平方メートル以内の

もの １１，０００円

� 床面積の合計が１００平方メート

ルを超え２００平方メートル以内の

もの １５，０００円

� 床面積の合計が２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内の

もの ２１，０００円

� 床面積の合計が５００平方メート

ルを超え１，０００平方メートル以内

のもの ３５，０００円

� 床面積の合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方メートル以

内のもの ４７，０００円

� 床面積の合計が２，０００平方メー

トルを超え１０，０００平方メートル

以内のもの １１０，０００円
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� 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートルを超え５０，０００平方メート

ル以内のもの ２６２，０００円

� 床面積の合計が５０，０００平方メ

ートルを超えるもの ５２２，０００円

〔備考 省略 〕

� 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートルを超え５０，０００平方メート

ル以内のもの １８０，０００円

� 床面積の合計が５０，０００平方メ

ートルを超えるもの ３７０，０００円

〔備考 省略 〕

１３ 建築基準法

第７条第１項

の規定による

建築物の完了

の検査の当該

申請に係る建

築物（同法第

７条の３第１

項の特定工程

に係る建築物

に限る。）に

同法第８７条の

２の昇降機に

係る部分が含

まれる場合に

おける同法第

７条第１項の

規定に基づく

完了の検査の

申請の当該部

分に対する審

査

減額し

て定め

る昇降

機に関

する完

了検査

申請手

数料

一の昇降機を設置した場合 １９，０００

円（小荷物専用昇降機 について

は、１２，０００円）

１３ 建築基準法

第７条第１項

の規定による

建築物の完了

の検査の当該

申請に係る建

築物（同法第

７条の３第１

項の特定工程

に係る建築物

に限る。）に

同法第８７条の

２の昇降機に

係る部分が含

まれる場合に

おける同法第

７条第１項の

規定に基づく

完了の検査の

申請の当該部

分に対する審

査

減額し

て定め

る昇降

機に関

する完

了検査

申請手

数料

一の昇降機を設置した場合 １２，０００

円（電動ダムウェーターについて

は、８，０００円 ）

１４ 建築基準法

第７条の３第

１項の規定に

基づく中間の

検査の申請に

対する審査

建築物

中間検

査申請

手数料

次に掲げる中間検査を行う部分の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

� 床面積の合計が３０平方メート

ル以内のもの １５，０００円

� 床面積の合計が３０平方メート

ルを超え１００平方メートル以内の

もの １８，０００円

� 床面積の合計が１００平方メート

ルを超え２００平方メートル以内の

もの ２５，０００円

� 床面積の合計が２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内の

もの ３３，０００円

� 床面積の合計が５００平方メート

ルを超え１，０００平方メートル以内

のもの ５５，０００円

� 床面積の合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方メートル以

内のもの ７３，０００円

	 床面積の合計が２，０００平方メー

トルを超え１０，０００平方メートル

以内のもの １６５，０００円

１４ 建築基準法

第７条の３第

１項の規定に

基づく中間の

検査の申請に

対する審査

建築物

中間検

査申請

手数料

次に掲げる中間検査を行う部分の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

� 床面積の合計が３０平方メート

ル以内のもの ９，０００円

� 床面積の合計が３０平方メート

ルを超え１００平方メートル以内の

もの １１，０００円

� 床面積の合計が１００平方メート

ルを超え２００平方メートル以内の

もの １５，０００円

� 床面積の合計が２００平方メート

ルを超え５００平方メートル以内の

もの ２０，０００円

� 床面積の合計が５００平方メート

ルを超え１，０００平方メートル以内

のもの ３３，０００円

� 床面積の合計が１，０００平方メー

トルを超え２，０００平方メートル以

内のもの ４５，０００円

	 床面積の合計が２，０００平方メー

トルを超え１０，０００平方メートル

以内のもの １００，０００円
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� 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートルを超え５０，０００平方メート

ル以内のもの ２６７，０００円

� 床面積の合計が５０，０００平方メ

ートルを超えるもの ５４９，０００円

� 床面積の合計が１０，０００平方メ

ートルを超え５０，０００平方メート

ル以内のもの １６０，０００円

� 床面積の合計が５０，０００平方メ

ートルを超えるもの ３３０，０００円

１５ 建築基準法

第７条の３第

１項の規定に

よる建築物の

中間の検査の

申請に係る建

築物に同法第

８７条の２の昇

降機に係る部

分が含まれる

場合における

同法第７条の

３第１項の規

定に基づく中

間の検査の申

請の当該部分

に 対 す る 審

査、同法第８７

条の２におい

て準用する同

法第７条の３

第１項の規定

に基づく建築

設備の中間の

検査の申請に

対する審査又

は同法第８８条

第１項におい

て準用する同

法第７条の３

第１項の規定

に基づく工作

物の中間の検

査の申請に対

する審査

建築設

備又は

工作物

中間検

査申請

手数料

次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� 建築設備の中間検査を行う場

合 １８，０００円（小荷物専用昇降

機 については、１２，０００円）

� 工作物の中間検査を行う場合

１３，０００円

１５ 建築基準法

第７条の３第

１項の規定に

よる建築物の

中間の検査の

申請に係る建

築物に同法第

８７条の２の昇

降機に係る部

分が含まれる

場合における

同法第７条の

３第１項の規

定に基づく中

間の検査の申

請の当該部分

に 対 す る 審

査、同法第８７

条の２におい

て準用する同

法第７条の３

第１項の規定

に基づく建築

設備の中間の

検査の申請に

対する審査又

は同法第８８条

第１項におい

て準用する同

法第７条の３

第１項の規定

に基づく工作

物の中間の検

査の申請に対

する審査

建築設

備又は

工作物

中間検

査申請

手数料

次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

� 建築設備の中間検査を行う場

合 １２，０００円（電動ダムウェー

ターについては、８，０００円 ）

� 工作物の中間検査を行う場合

９，０００円

１６ 建築基準法

第７条の６第

１項第１号又

は第２号（同

法第８７条の２

又は第８８条第

１項若しくは

第２項におい

て準用する場

合を含む。）

の規定に基づ

く仮使用の認

定の申請に対

する審査

検査済

証の交

付を受

ける前

におけ

る建築

物等の

仮使用

認定申

請手数

料

１３５，０００円 １６ 建築基準法

第７条の６第

１項第１号又

は第２号（同

法第８７条の２

又は第８８条第

１項若しくは

第２項におい

て準用する場

合を含む。）

の規定に基づ

く仮使用の認

定の申請に対

する審査

検査済

証の交

付を受

ける前

におけ

る建築

物等の

仮使用

認定申

請手数

料

１２０，０００円
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１７ 建築基準法

第４３条第１項

ただし書の規

定に基づく建

築の許可の申

請に対する審

査

建築物

の敷地

と道路

との関

係の建

築許可

申請手

数料

３７，０００円 １７ 建築基準法

第４３条第１項

ただし書の規

定に基づく建

築の許可の申

請に対する審

査

建築物

の敷地

と道路

との関

係の建

築許可

申請手

数料

３３，０００円

１８ 建築基準法

第４４条第１項

第２号の規定

に基づく建築

の許可の申請

に対する審査

公衆便

所等の

道路内

におけ

る建築

許可申

請手数

料

３７，０００円 １８ 建築基準法

第４４条第１項

第２号の規定

に基づく建築

の許可の申請

に対する審査

公衆便

所等の

道路内

におけ

る建築

許可申

請手数

料

３３，０００円

１９ 建築基準法

第４４条第１項

第３号の規定

に基づく建築

の認定の申請

に対する審査

道路内

におけ

る建築

認定申

請手数

料

３１，０００円 １９ 建築基準法

第４４条第１項

第３号の規定

に基づく建築

の認定の申請

に対する審査

道路内

におけ

る建築

認定申

請手数

料

２８，０００円

２０ 建築基準法

第４４条第１項

第４号の規定

に基づく建築

の許可の申請

に対する審査

公共用

歩廊等

の道路

内にお

ける建

築許可

申請手

数料

１８１，０００円 ２０ 建築基準法

第４４条第１項

第４号の規定

に基づく建築

の許可の申請

に対する審査

公共用

歩廊等

の道路

内にお

ける建

築許可

申請手

数料

１６０，０００円

２１ 建築基準法

第４７条ただし

書の規定に基

づく建築の許

可の申請に対

する審査

壁面線

外にお

ける建

築許可

申請手

数料

１８１，０００円 ２１ 建築基準法

第４７条ただし

書の規定に基

づく建築の許

可の申請に対

する審査

壁面線

外にお

ける建

築許可

申請手

数料

１６０，０００円

２２ 建築基準法

第４８条第１項

ただし書、第

２項 た だ し

書、第３項た

だし書、第４

項ただし書、

第５項ただし

書、第６項た

だし書、第７

項ただし書、

第８項ただし

書、第９項た

だし書、第１０

項ただし書、

第１１項ただし

用途地

域等に

おける

建築等

許可申

請手数

料

１９９，０００円 ２２ 建築基準法

第４８条第１項

ただし書、第

２項 た だ し

書、第３項た

だし書、第４

項ただし書、

第５項ただし

書、第６項た

だし書、第７

項ただし書、

第８項ただし

書、第９項た

だし書、第１０

項ただし書、

第１１項ただし

用途地

域等に

おける

建築等

許可申

請手数

料

１８０，０００円
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書、第１２項た

だし書又は第

１３項ただし書

（同法第８７条

第２項若しく

は第３項又は

第８８条第２項

において準用

する場合を含

む。）の規定

に基づく建築

等の許可の申

請に対する審

査

書、第１２項た

だし書又は第

１３項ただし書

（同法第８７条

第２項若しく

は第３項又は

第８８条第２項

において準用

する場合を含

む。）の規定

に基づく建築

等の許可の申

請に対する審

査

２３ 建築基準法

第５１条ただし

書（同法第８７

条第２項若し

くは第３項又

は第８８条第２

項において準

用する場合を

含む。）の規

定に基づく特

殊建築物等の

敷地の位置の

許可の申請に

対する審査

特殊建

築物等

敷地許

可申請

手数料

１８１，０００円 ２３ 建築基準法

第５１条ただし

書（同法第８７

条第２項若し

くは第３項又

は第８８条第２

項において準

用する場合を

含む。）の規

定に基づく特

殊建築物等の

敷地の位置の

許可の申請に

対する審査

特殊建

築物等

敷地許

可申請

手数料

１６０，０００円

２４ 建築基準法

第５２条 第１０

項、第１１項又

は第１４項の規

定に基づく建

築物の容積率

に関する特例

の許可の申請

に対する審査

建築物

の延べ

面積の

特例許

可申請

手数料

１８１，０００円 ２４ 建築基準法

第５２条 第１０

項、第１１項又

は第１４項の規

定に基づく建

築物の容積率

に関する特例

の許可の申請

に対する審査

建築物

の延べ

面積の

特例許

可申請

手数料

１６０，０００円

２４の２ 建築基

準法第５３条第

４項の規定に

基づく建築物

の建蔽率 に

関する特例の

許可の申請に

対する審査

建築物

の建蔽

率の特

例許可

申請手

数料

１８１，０００円 ２４の２ 建築基

準法第５３条第

４項の規定に

基づく建築物

の建ぺい率に

関する特例の

許可の申請に

対する審査

建築物

の建ぺ

い率の

特例許

可申請

手数料

１６０，０００円

２５ 建築基準法

第５３条第５項

第３号の規定

に基づく建築

物の建蔽率

に関する制限

の適用除外に

建築物

の建蔽

率に関

する制

限の適

用除外

に係る

３７，０００円 ２５ 建築基準法

第５３条第５項

第３号の規定

に基づく建築

物の建ぺい率

に関する制限

の適用除外に

建築物

の建ぺ

い率に

関する

制限の

適用除

外に係

３３，０００円
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係る許可の申

請に対する審

査

許可申

請手数

料

係る許可の申

請に対する審

査

る許可

申請手

数料

２６ 建築基準法

第５３条の２第

１項第３号又

は第４号（同

法第５７条の５

第３項におい

て準用する場

合を含む。）

の規定に基づ

く建築物の敷

地面積の許可

の申請に対す

る審査

建築物

の敷地

面積の

許可申

請手数

料

１８１，０００円 ２６ 建築基準法

第５３条の２第

１項第３号又

は第４号（同

法第５７条の５

第３項におい

て準用する場

合を含む。）

の規定に基づ

く建築物の敷

地面積の許可

の申請に対す

る審査

建築物

の敷地

面積の

許可申

請手数

料

１６０，０００円

２７ 建築基準法

第５５条第２項

の規定に基づ

く建築物の高

さに関する特

例の認定の申

請に対する審

査

建築物

の高さ

の特例

認定申

請手数

料

３１，０００円 ２７ 建築基準法

第５５条第２項

の規定に基づ

く建築物の高

さに関する特

例の認定の申

請に対する審

査

建築物

の高さ

の特例

認定申

請手数

料

２８，０００円

２８ 建築基準法

第５５条第３項

各号の規定に

基づく建築物

の高さの許可

の申請に対す

る審査

建築物

の高さ

の許可

申請手

数料

１８１，０００円 ２８ 建築基準法

第５５条第３項

各号の規定に

基づく建築物

の高さの許可

の申請に対す

る審査

建築物

の高さ

の許可

申請手

数料

１６０，０００円

２９ 建築基準法

第５６条の２第

１項ただし書

の規定に基づ

く建築物の高

さの許可の申

請に対する審

査

日影に

よる建

築物の

高さの

特例許

可申請

手数料

１８１，０００円 ２９ 建築基準法

第５６条の２第

１項ただし書

の規定に基づ

く建築物の高

さの許可の申

請に対する審

査

日影に

よる建

築物の

高さの

特例許

可申請

手数料

１６０，０００円

３０ 建築基準法

第５７条第１項

の規定に基づ

く建築物の高

さに関する制

限の適用除外

に係る認定の

申請に対する

審査

高架の

工作物

内に設

ける建

築物の

高さに

関する

制限の

適用除

外に係

る認定

申請手

数料

３１，０００円 ３０ 建築基準法

第５７条第１項

の規定に基づ

く建築物の高

さに関する制

限の適用除外

に係る認定の

申請に対する

審査

高架の

工作物

内に設

ける建

築物の

高さに

関する

制限の

適用除

外に係

る認定

申請手

数料

２８，０００円
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３０の２ 建築基

準法第５７条の

２第１項の規

定に基づく建

築物の特例容

積率の限度の

指定の申請に

対する審査

特例容

積率適

用地区

におけ

る建築

物の特

例容積

率の限

度の指

定申請

手数料

� 建築物の敷地の数が２である

場合 ８８，０００円

� 建築物の敷地の数が３以上で

ある場合 ８８，０００円に２を超え

る建築物の敷地の数に３２，０００円

を乗じて得た額を加算した金額

３０の２ 建築基

準法第５７条の

２第１項の規

定に基づく建

築物の特例容

積率の限度の

指定の申請に

対する審査

特例容

積率適

用地区

におけ

る建築

物の特

例容積

率の限

度の指

定申請

手数料

� 建築物の敷地の数が２である

場合 ７８，０００円

� 建築物の敷地の数が３以上で

ある場合 ７８，０００円に２を超え

る建築物の敷地の数に２８，０００円

を乗じて得た額を加算した金額

３０の３ 建築基

準法第５７条の

３第１項の規

定に基づく建

築物の特例容

積率の限度の

指定の取消し

の申請に対す

る審査

特例容

積率適

用地区

におけ

る建築

物の特

例容積

率の限

度の指

定の取

消し申

請手数

料

７，０００円に現に存する建築物の敷地

の数に１４，０００円を乗じて得た額を

加算した金額

３０の３ 建築基

準法第５７条の

３第１項の規

定に基づく建

築物の特例容

積率の限度の

指定の取消し

の申請に対す

る審査

特例容

積率適

用地区

におけ

る建築

物の特

例容積

率の限

度の指

定の取

消し申

請手数

料

６，４００円に現に存する建築物の敷地

の数に１２，０００円を乗じて得た額を

加算した金額

３０の４ 建築基

準法第５７条の

４第１項ただ

し書の規定に

基づく建築物

の高さに関す

る特例の許可

の申請に対す

る審査

特例容

積率適

用地区

におけ

る建築

物の高

さの特

例許可

申請手

数料

１８１，０００円 ３０の４ 建築基

準法第５７条の

４第１項ただ

し書の規定に

基づく建築物

の高さに関す

る特例の許可

の申請に対す

る審査

特例容

積率適

用地区

におけ

る建築

物の高

さの特

例許可

申請手

数料

１６０，０００円

３１ 建築基準法

第５９条第１項

第３号の規定

に基づく建築

物の容積率、

建蔽率 、建

築面積又は壁

面の位置に関

する特例の許

可の申請に対

する審査

高度利

用地区

におけ

る建築

物の容

積率、

建 蔽

率、建

築面積

又は壁

面の位

置の特

例許可

申請手

数料

１８１，０００円 ３１ 建築基準法

第５９条第１項

第３号の規定

に基づく建築

物の容積率、

建ぺい率、建

築面積又は壁

面の位置に関

する特例の許

可の申請に対

する審査

高度利

用地区

におけ

る建築

物の容

積率、

建ぺい

率、建

築面積

又は壁

面の位

置の特

例許可

申請手

数料

１６０，０００円

３２ 建築基準法

第５９条第４項

の規定に基づ

高度利

用地区

におけ

１８１，０００円 ３２ 建築基準法

第５９条第４項

の規定に基づ

高度利

用地区

におけ

１６０，０００円
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く建築物の各

部分の高さの

許可の申請に

対する審査

る建築

物の各

部分の

高さの

許可申

請手数

料

く建築物の各

部分の高さの

許可の申請に

対する審査

る建築

物の各

部分の

高さの

許可申

請手数

料

３３ 建築基準法

第５９条の２第

１項の規定に

基づく建築物

の容積率又は

各部分の高さ

に関する特例

の許可の申請

に対する審査

敷地内

に広い

空地を

有する

建築物

の容積

率又は

各部分

の高さ

の特例

許可申

請手数

料

１８１，０００円 ３３ 建築基準法

第５９条の２第

１項の規定に

基づく建築物

の容積率又は

各部分の高さ

に関する特例

の許可の申請

に対する審査

敷地内

に広い

空地を

有する

建築物

の容積

率又は

各部分

の高さ

の特例

許可申

請手数

料

１６０，０００円

３３の２ 建築基

準法第６０条の

２第１項第３

号の規定に基

づく建築物の

容積率、建蔽

率 、建築面

積又は高さに

関する特例の

許可の申請に

対する審査

都市再

生特別

地区に

おける

建築物

の容積

率、建

蔽率、

建築面

積又は

高さの

特例許

可申請

手数料

１８１，０００円 ３３の２ 建築基

準法第６０条の

２第１項第３

号の規定に基

づく建築物の

容積率、建ぺ

い率、建築面

積又は高さに

関する特例の

許可の申請に

対する審査

都市再

生特別

地区に

おける

建築物

の容積

率、建

ぺい率

、建築

面積又

は高さ

の特例

許可申

請手数

料

１６０，０００円

３３の３ 建築基

準法第６７条の

３第３項第２

号の規定に基

づく建築物の

敷地面積又は

同条第５項第

２号の規定に

基づく建築物

の壁面の位置

に関する特例

の許可の申請

に対する審査

特定防

災街区

整備地

区にお

ける建

築物の

敷地面

積又は

建築物

の壁面

の位置

の特例

許可申

請手数

料

１８１，０００円 ３３の３ 建築基

準法第６７条の

３第３項第２

号の規定に基

づく建築物の

敷地面積又は

同条第５項第

２号の規定に

基づく建築物

の壁面の位置

に関する特例

の許可の申請

に対する審査

特定防

災街区

整備地

区にお

ける建

築物の

敷地面

積又は

建築物

の壁面

の位置

の特例

許可申

請手数

料

１６０，０００円

３３の４ 建築基

準法第６７条の

３第９項第２

特定防

災街区

整備地

１８１，０００円 ３３の４ 建築基

準法第６７条の

３第９項第２

特定防

災街区

整備地

１６０，０００円
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号の規定に基

づく建築物の

間口率、高さ

又は構造に関

する制限の適

用除外に係る

許可の申請に

対する審査

区にお

ける建

築物の

間口率

、高さ

又は構

造に関

する制

限の適

用除外

に係る

許可申

請手数

料

号の規定に基

づく建築物の

間口率、高さ

又は構造に関

する制限の適

用除外に係る

許可の申請に

対する審査

区にお

ける建

築物の

間口率

、高さ

又は構

造に関

する制

限の適

用除外

に係る

許可申

請手数

料

３３の５ 建築基

準法第６８条第

１項第２号の

規定に基づく

建 築 物 の 高

さ、同条第２

項第２号の規

定に基づく建

築物の壁面の

位置又は同条

第３項第２号

の規定に基づ

く建築物の敷

地面積に関す

る特例の許可

の申請に対す

る審査

景観地

区にお

ける建

築物の

高さ、

建築物

の壁面

の位置

又は建

築物の

敷地面

積の特

例許可

申請手

数料

１８１，０００円 ３３の５ 建築基

準法第６８条第

１項第２号の

規定に基づく

建 築 物 の 高

さ、同条第２

項第２号の規

定に基づく建

築物の壁面の

位置又は同条

第３項第２号

の規定に基づ

く建築物の敷

地面積に関す

る特例の許可

の申請に対す

る審査

景観地

区にお

ける建

築物の

高さ、

建築物

の壁面

の位置

又は建

築物の

敷地面

積の特

例許可

申請手

数料

１６０，０００円

３３の６ 建築基

準法第６８条第

５項の規定に

基づく建築物

の高さに関す

る制限の適用

除外に係る認

定の申請に対

する審査

景観地

区にお

ける建

築物の

高さに

関する

制限の

適用除

外に係

る認定

申請手

数料

３１，０００円 ３３の６ 建築基

準法第６８条第

５項の規定に

基づく建築物

の高さに関す

る制限の適用

除外に係る認

定の申請に対

する審査

景観地

区にお

ける建

築物の

高さに

関する

制限の

適用除

外に係

る認定

申請手

数料

２８，０００円

３４ 建築基準法

第６８条の３第

１項の規定に

基づく建築物

の容積率、同

条第２項の規

定に基づく建

築物の建蔽率

再開発

等促進

区等の

区域に

おける

建築物

の容積

率、建

３１，０００円 ３４ 建築基準法

第６８条の３第

１項の規定に

基づく建築物

の容積率、同

条第２項の規

定に基づく建

築物の建ぺい

再開発

等促進

区等の

区域に

おける

建築物

の容積

率、建

２８，０００円
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、同条第３

項の規定に基

づく建築物の

高さ又は同条

第７項の規定

に基づく建築

物の用途地域

等における建

築に関する制

限の適用除外

に係る認定の

申請に対する

審査

築物の

建蔽率

、建築

物の高

さ又は

建築物

の用途

地域等

におけ

る建築

に関す

る制限

の適用

除外に

係る認

定申請

手数料

率、同条第３

項の規定に基

づく建築物の

高さ又は同条

第７項の規定

に基づく建築

物の用途地域

等における建

築に関する制

限の適用除外

に係る認定の

申請に対する

審査

築物の

建ぺい

率、建

築物の

高さ又

は建築

物の用

途地域

等にお

ける建

築に関

する制

限の適

用除外

に係る

認定申

請手数

料

３５ 建築基準法

第６８条の３第

４項の規定に

基づく建築物

の各部分の高

さの許可の申

請に対する審

査

再開発

等促進

区等の

区域に

おける

建築物

の各部

分の高

さの許

可申請

手数料

１８１，０００円 ３５ 建築基準法

第６８条の３第

４項の規定に

基づく建築物

の各部分の高

さの許可の申

請に対する審

査

再開発

等促進

区等の

区域に

おける

建築物

の各部

分の高

さの許

可申請

手数料

１６０，０００円

３６ 建築基準法

第６８条の４の

規定に基づく

建築物の容積

率に関する制

限の適用除外

に係る認定の

申請に対する

審査

地区計

画等の

区域に

おける

公共施

設の整

備の状

況に応

じた建

築物の

容積率

に関す

る制限

の適用

除外に

係る認

定申請

手数料

３１，０００円 ３６ 建築基準法

第６８条の４の

規定に基づく

建築物の容積

率に関する制

限の適用除外

に係る認定の

申請に対する

審査

地区計

画等の

区域に

おける

公共施

設の整

備の状

況に応

じた建

築物の

容積率

に関す

る制限

の適用

除外に

係る認

定申請

手数料

２８，０００円

３６の２ 建築基

準法第６８条の

５の２の規定

に基づく建築

物の容積率に

関する特例の

特定建

築物地

区整備

計画等

の区域

におけ

３１，０００円 ３６の２ 建築基

準法第６８条の

５の２の規定

に基づく建築

物の容積率に

関する特例の

特定建

築物地

区整備

計画等

の区域

におけ

２８，０００円
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認定の申請に

対する審査

る建築

物の容

積率の

特例認

定申請

手数料

認定の申請に

対する審査

る建築

物の容

積率の

特例認

定申請

手数料

３７ 建築基準法

第６８条の５の

３第２項の規

定に基づく建

築物の各部分

の高さの許可

の申請に対す

る審査

地区計

画又は

沿道地

区計画

の区域

におけ

る建築

物の各

部分の

高さの

許可申

請手数

料

１８１，０００円 ３７ 建築基準法

第６８条の５の

３第２項の規

定に基づく建

築物の各部分

の高さの許可

の申請に対す

る審査

地区計

画又は

沿道地

区計画

の区域

におけ

る建築

物の各

部分の

高さの

許可申

請手数

料

１６０，０００円

３８ 建築基準法

第６８条の５の

５第１項の規

定に基づく建

築物の容積率

に関する制限

の適用除外に

係る認定の申

請に対する審

査

地区計

画等の

区域に

おける

建築物

の容積

率に関

する制

限の適

用除外

に係る

認定申

請手数

料

３１，０００円 ３８ 建築基準法

第６８条の５の

５第１項の規

定に基づく建

築物の容積率

に関する制限

の適用除外に

係る認定の申

請に対する審

査

地区計

画等の

区域に

おける

建築物

の容積

率に関

する制

限の適

用除外

に係る

認定申

請手数

料

２８，０００円

３９ 建築基準法

第６８条の５の

５第２項の規

定に基づく建

築物の各部分

の高さに関す

る制限の適用

除外に係る認

定の申請に対

する審査

地区計

画等の

区域に

おける

建築物

の各部

分の高

さに関

する制

限の適

用除外

に係る

認定申

請手数

料

３１，０００円 ３９ 建築基準法

第６８条の５の

５第２項の規

定に基づく建

築物の各部分

の高さに関す

る制限の適用

除外に係る認

定の申請に対

する審査

地区計

画等の

区域に

おける

建築物

の各部

分の高

さに関

する制

限の適

用除外

に係る

認定申

請手数

料

２８，０００円

３９の２ 建築基

準法第６８条の

５の６の規定

に基づく建築

地区計

画等の

区域に

おける

３１，０００円 ３９の２ 建築基

準法第６８条の

５の６の規定

に基づく建築

地区計

画等の

区域に

おける

２８，０００円
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物の建蔽率

に係る特例の

認定の申請に

対する審査

建築物

の建築

面積の

特例認

定申請

手数料

物の建ぺい率

に係る特例の

認定の申請に

対する審査

建築物

の建築

面積の

特例認

定申請

手数料

４０ 建築基準法

第６８条の７第

５項の規定に

基づく建築物

の容積率に関

する特例の許

可の申請に対

する審査

予定道

路に係

る建築

物の延

べ面積

の特例

許可申

請手数

料

１８１，０００円 ４０ 建築基準法

第６８条の７第

５項の規定に

基づく建築物

の容積率に関

する特例の許

可の申請に対

する審査

予定道

路に係

る建築

物の延

べ面積

の特例

許可申

請手数

料

１６０，０００円

４１ 建築基準法

第８５条第５項

の規定に基づ

く仮設建築物

の建築の許可

の申請に対す

る審査

仮設建

築物建

築許可

申請手

数料

１３５，０００円 ４１ 建築基準法

第８５条第５項

の規定に基づ

く仮設建築物

の建築の許可

の申請に対す

る審査

仮設建

築物建

築許可

申請手

数料

１２０，０００円

４２ 建築基準法

第８６条第１項

の規定に基づ

く建築物に関

する特例の認

定の申請に対

する審査

総合的

設計に

よる一

団地の

建築物

の特例

認定申

請手数

料

� 建築物の数が１又は２である

場合 ８８，０００円

� 建築物の数が３以上である場

合 ８８，０００円に２を超える建築

物の数に３２，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４２ 建築基準法

第８６条第１項

の規定に基づ

く建築物に関

する特例の認

定の申請に対

する審査

総合的

設計に

よる一

団地の

建築物

の特例

認定申

請手数

料

� 建築物の数が１又は２である

場合 ７８，０００円

� 建築物の数が３以上である場

合 ７８，０００円に２を超える建築

物の数に２８，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４３ 建築基準法

第８６条第２項

の規定に基づ

く複数建築物

に関する特例

の認定の申請

に対する審査

既存建

築物を

前提と

した総

合的設

計によ

る建築

物の特

例認定

申請手

数料

� 建築物（既存建築物を除く。

以下この項において同じ。）の

数が１である場合 ８８，０００円

� 建築物の数が２以上である場

合 ８８，０００円に１を超える建築

物の数に３２，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４３ 建築基準法

第８６条第２項

の規定に基づ

く複数建築物

に関する特例

の認定の申請

に対する審査

既存建

築物を

前提と

した総

合的設

計によ

る建築

物の特

例認定

申請手

数料

� 建築物（既存建築物を除く。

以下この項において同じ。）の

数が１である場合 ７８，０００円

� 建築物の数が２以上である場

合 ７８，０００円に１を超える建築

物の数に２８，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４３の２ 建築基

準法第８６条第

３項の規定に

基づく建築物

の容積率又は

各部分の高さ

に関する特例

の許可の申請

に対する審査

広い空

地を有

する総

合的設

計によ

る一団

地の建

築物の

容積率

� 建築物の数が１又は２である

場合 ２６９，０００円

� 建築物の数が３以上である場

合 ２６９，０００円に２を超える建築

物の数に３２，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４３の２ 建築基

準法第８６条第

３項の規定に

基づく建築物

の容積率又は

各部分の高さ

に関する特例

の許可の申請

に対する審査

広い空

地を有

する総

合的設

計によ

る一団

地の建

築物の

容積率

� 建築物の数が１又は２である

場合 ２３８，０００円

� 建築物の数が３以上である場

合 ２３８，０００円に２を超える建築

物の数に２８，０００円を乗じて得た

額を加算した金額
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又は各

部分の

高さの

特例許

可申請

手数料

又は各

部分の

高さの

特例許

可申請

手数料

４３の３ 建築基

準法第８６条第

４項の規定に

基づく複数建

築物の容積率

又は各部分の

高さに関する

特例の許可の

申請に対する

審査

広い空

地を有

する既

存建築

物を前

提とし

た総合

的設計

による

一団の

土地の

建築物

の容積

率又は

各部分

の高さ

の特例

許可申

請手数

料

� 建築物（既存建築物を除く。

以下この項において同じ。）の

数が１である場合 ２６９，０００円

� 建築物の数が２以上である場

合 ２６９，０００円に１を超える建築

物の数に３２，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４３の３ 建築基

準法第８６条第

４項の規定に

基づく複数建

築物の容積率

又は各部分の

高さに関する

特例の許可の

申請に対する

審査

広い空

地を有

する既

存建築

物を前

提とし

た総合

的設計

による

一団の

土地の

建築物

の容積

率又は

各部分

の高さ

の特例

許可申

請手数

料

� 建築物（既存建築物を除く。

以下この項において同じ。）の

数が１である場合 ２３８，０００円

� 建築物の数が２以上である場

合 ２３８，０００円に１を超える建築

物の数に２８，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４４ 建築基準法

第８６条の２第

１項の規定に

基づく一敷地

内認定建築物

以外の建築物

の建築の認定

の申請に対す

る審査

一敷地

内認定

建築物

以外の

建築物

の建築

認定申

請手数

料

� 建築物（一敷地内認定建築物

を除く。以下この項において同

じ。）の数が１である場合 ８８，

０００円

� 建築物の数が２以上である場

合 ８８，０００円に１を超える建築

物の数に３２，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４４ 建築基準法

第８６条の２第

１項の規定に

基づく一敷地

内認定建築物

以外の建築物

の建築の認定

の申請に対す

る審査

一敷地

内認定

建築物

以外の

建築物

の建築

認定申

請手数

料

� 建築物（一敷地内認定建築物

を除く。以下この項において同

じ。）の数が１である場合 ７８，

０００円

� 建築物の数が２以上である場

合 ７８，０００円に１を超える建築

物の数に２８，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４４の２ 建築基

準法第８６条の

２第２項の規

定に基づく一

敷地内認定建

築物以外の建

築物の容積率

又は各部分の

高さに関する

特例の許可の

申請に対する

審査

一敷地

内認定

建築物

以外の

建築物

の容積

率又は

各部分

の高さ

の特例

許可申

請手数

料

� 建築物（一敷地内認定建築物

を除く。以下この項において同

じ。）の数が１である場合 ２６

９，０００円

� 建築物の数が２以上である場

合 ２６９，０００円に１を超える建築

物の数に３２，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４４の２ 建築基

準法第８６条の

２第２項の規

定に基づく一

敷地内認定建

築物以外の建

築物の容積率

又は各部分の

高さに関する

特例の許可の

申請に対する

審査

一敷地

内認定

建築物

以外の

建築物

の容積

率又は

各部分

の高さ

の特例

許可申

請手数

料

� 建築物（一敷地内認定建築物

を除く。以下この項において同

じ。）の数が１である場合 ２３

８，０００円

� 建築物の数が２以上である場

合 ２３８，０００円に１を超える建築

物の数に２８，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４４の３ 建築基

準法第８６条の

２第３項の規

定に基づく一

一敷地

内許可

建築物

以外の

� 建築物（一敷地内許可建築物

を除く。以下この項において同

じ。）の数が１である場合 ２６

９，０００円

４４の３ 建築基

準法第８６条の

２第３項の規

定に基づく一

一敷地

内許可

建築物

以外の

� 建築物（一敷地内許可建築物

を除く。以下この項において同

じ。）の数が１である場合 ２３

８，０００円

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外１

４２



敷地内許可建

築物以外の建

築物の建築の

許可の申請に

対する審査

建築物

の建築

許可申

請手数

料

� 建築物の数が２以上である場

合 ２６９，０００円に１を超える建築

物の数に３２，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

敷地内許可建

築物以外の建

築物の建築の

許可の申請に

対する審査

建築物

の建築

許可申

請手数

料

� 建築物の数が２以上である場

合 ２３８，０００円に１を超える建築

物の数に２８，０００円を乗じて得た

額を加算した金額

４５ 建築基準法

第８６条の５第

１項の規定に

基づく建築物

の認定又は許

可の取消しの

申請に対する

審査

建築物

の認定

又は許

可の取

消し申

請手数

料

７，０００円に現に存する建築物の数に

１４，０００円を乗じて得た額を加算し

た金額

４５ 建築基準法

第８６条の５第

１項の規定に

基づく建築物

の認定又は許

可の取消しの

申請に対する

審査

建築物

の認定

又は許

可の取

消し申

請手数

料

６，４００円に現に存する建築物の数に

１２，０００円を乗じて得た額を加算し

た金額

４６ 建築基準法

第８６条の６第

２項の規定に

基づく建築物

の容積率、建

蔽率 、外壁

の後退距離又

は高さに関す

る制限の適用

除外に係る認

定の申請に対

する審査

一団地

の住宅

施設に

関する

都市計

画に基

づく建

築物の

容積率

、建蔽

率、外

壁の後

退距離

又は高

さに関

する制

限の適

用除外

に係る

認定申

請手数

料

３１，０００円 ４６ 建築基準法

第８６条の６第

２項の規定に

基づく建築物

の容積率、建

ぺい率、外壁

の後退距離又

は高さに関す

る制限の適用

除外に係る認

定の申請に対

する審査

一団地

の住宅

施設に

関する

都市計

画に基

づく建

築物の

容積率

、建ぺ

い率、

外壁の

後退距

離又は

高さに

関する

制限の

適用除

外に係

る認定

申請手

数料

２８，０００円

４６の２ 建築基

準法第８６条の

８第１項の規

定に基づく工

事の全体計画

の認定の申請

に対する審査

既存建

築物の

工事の

全体計

画認定

申請手

数料

３１，０００円 ４６の２ 建築基

準法第８６条の

８第１項の規

定に基づく工

事の全体計画

の認定の申請

に対する審査

既存建

築物の

工事の

全体計

画認定

申請手

数料

２８，０００円

４６の３ 建築基

準法第８６条の

８第３項の規

定に基づく工

事の全体計画

の変更の認定

の申請に対す

る審査

既存建

築物の

工事の

全体計

画変更

認定申

請手数

料

３１，０００円 ４６の３ 建築基

準法第８６条の

８第３項の規

定に基づく工

事の全体計画

の変更の認定

の申請に対す

る審査

既存建

築物の

工事の

全体計

画変更

認定申

請手数

料

２８，０００円
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４６の４ 建築基

準 法 施 行 令

（昭和２５年政

令第３３８号）

第１３１条の２

第２項の規定

に基づく建築

物の前面道路

又は同条第３

項の規定に基

づく建築物の

壁面線若しく

は壁面の位置

に関する特例

の認定の申請

に対する審査

建築物

の前面

道路又

は建築

物の壁

面線若

しくは

壁面の

位置の

特例認

定申請

手数料

３１，０００円 ４６の４ 建築基

準 法 施 行 令

（昭和２５年政

令第３３８号）

第１３１条の２

第２項の規定

に基づく建築

物の前面道路

又は同条第３

項の規定に基

づく建築物の

壁面線若しく

は壁面の位置

に関する特例

の認定の申請

に対する審査

建築物

の前面

道路又

は建築

物の壁

面線若

しくは

壁面の

位置の

特例認

定申請

手数料

２８，０００円

４７～４８ 省略 ４７～４８ 省略

４９ 建築士法第

２３条第１項又

は第３項の規

定に基づく建

築士事務所の

登録

建築士

事務所

登録手

数料

� 一級建築士事務所の登録 １８，

０００円

� 省略

４９ 建築士法第

２３条第１項又

は第３項の規

定に基づく建

築士事務所の

登録

建築士

事務所

登録手

数料

� 一級建築士事務所の登録 １７，

０００円

� 省略

５０ 採石法（昭

和２５年法律第

２９１号）第３２

条の規定に基

づく採石業者

の登録の申請

に対する審査

採石業

者登録

申請手

数料

１９，０００円 ５０ 採石法（昭

和２５年法律第

２９１号）第３２

条の規定に基

づく採石業者

の登録の申請

に対する審査

採石業

者登録

申請手

数料

１８，０００円

５１ 採石法第３２

条の４第１項

第６号ロの規

定に基づく業

務管理者試験

合格者と同等

以上の知識等

を有する旨の

認定の申請に

対する審査

業務管

理者試

験合格

者同等

認定申

請手数

料

６，９００円 ５１ 採石法第３２

条の４第１項

第６号ロの規

定に基づく業

務管理者試験

合格者と同等

以上の知識等

を有する旨の

認定の申請に

対する審査

業務管

理者試

験合格

者同等

認定申

請手数

料

６，７００円

５２ 省略 ５２ 省略

５３ 採石法第３３

条の規定に基

づく岩石の採

取計画の認可

の申請に対す

る審査

岩石採

取計画

認可申

請手数

料

５４，０００円 ５３ 採石法第３３

条の規定に基

づく岩石の採

取計画の認可

の申請に対す

る審査

岩石採

取計画

認可申

請手数

料

５２，０００円

５４ 採石法第３３

条の５第１項

の規定に基づ

く岩石の採取

岩石採

取計画

変更認

可申請

３５，０００円 ５４ 採石法第３３

条の５第１項

の規定に基づ

く岩石の採取

岩石採

取計画

変更認

可申請

３３，０００円
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計画の変更の

認可の申請に

対する審査

手数料 計画の変更の

認可の申請に

対する審査

手数料

５５～７１ 省略 ５５～７１ 省略

７２ 租税特別措

置 法 施 行 令

（昭和３２年政

令第４３号）第

１９条第１１項又

は第３８条の５

第９項に規定

する住宅用地

の譲渡に該当

するものであ

ることについ

ての認定の申

請に対する審

査

特定住

宅用地

認定申

請手数

料

４９，０００円 ７２ 租税特別措

置 法 施 行 令

（昭和３２年政

令第４３号）第

１９条第１１項又

は第３８条の５

第９項に規定

する住宅用地

の譲渡に該当

するものであ

ることについ

ての認定の申

請に対する審

査

特定住

宅用地

認定申

請手数

料

４７，０００円

７３ 租税特別措

置法施行令第

１９条第１２項第

４号又は第３８

条の５第１０項

第４号に規定

する譲渡予定

価額に関する

申出に対する

審査

譲渡予

定価額

審査手

数料

４５，０００円 ７３ 租税特別措

置法施行令第

１９条第１２項第

４号又は第３８

条の５第１０項

第４号に規定

する譲渡予定

価額に関する

申出に対する

審査

譲渡予

定価額

審査手

数料

４３，０００円

７４ 租税特別措

置法施行令第

２０条の２第１３

項又は第３８条

の４第２２項に

規定する要件

に該当する事

業であること

についての認

定の申請に対

する審査

特定の

民間再

開発事

業認定

申請手

数料

３３，０００円 ７４ 租税特別措

置法施行令第

２０条の２第１３

項又は第３８条

の４第２２項に

規定する要件

に該当する事

業であること

についての認

定の申請に対

する審査

特定の

民間再

開発事

業認定

申請手

数料

３１，０００円

７５ 租税特別措

置法施行令第

２５条の４第２

項

に

規定する要件

に該当する事

業であること

についての認

定の申請に対

する審査

特定民

間再開

発事業

認定申

請手数

料

３５，０００円 ７５ 租税特別措

置法施行令第

２５条の４第２

項又は第３９条

の７第９項に

規定する要件

に該当する事

業であること

についての認

定の申請に対

する審査

特定民

間再開

発事業

認定申

請手数

料

３２，０００円
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７６ 租税特別措

置法施行令第

２５条の４第１６

項

に

規定する事情

があることに

ついての認定

の申請に対す

る審査

地区外

転出事

情認定

申請手

数料

２５，０００円 ７６ 租税特別措

置法施行令第

２５条の４第１６

項又は第３９条

の７第１１項に

規定する事情

があることに

ついての認定

の申請に対す

る審査

地区外

転出事

情認定

申請手

数料

２４，０００円

７７～７９ 省略 ７７～７９ 省略

８０ 砂利採取法

（昭和４３年法

律第７４号）第

３条の規定に

基づく砂利採

取業者の登録

の申請に対す

る審査

砂利採

取業者

登録申

請手数

料

１４，０００円 ８０ 砂利採取法

（昭和４３年法

律第７４号）第

３条の規定に

基づく砂利採

取業者の登録

の申請に対す

る審査

砂利採

取業者

登録申

請手数

料

１３，０００円

８１ 砂利採取法

第６条第１項

第６号ロの規

定に基づく業

務主任者試験

合格者と同等

以上の知識等

を有する旨の

認定の申請に

対する審査

業務主

任者試

験合格

者同等

認定申

請手数

料

８，７００円 ８１ 砂利採取法

第６条第１項

第６号ロの規

定に基づく業

務主任者試験

合格者と同等

以上の知識等

を有する旨の

認定の申請に

対する審査

業務主

任者試

験合格

者同等

認定申

請手数

料

８，４００円

８２～９６ 省略 ８２～９６ 省略

９７ 浄化槽法第

２１条第３項の

規定に基づく

浄化槽工事業

に係る更新の

登録の申請に

対する審査

浄化槽

工事業

更新登

録申請

手数料

２８，０００円 ９７ 浄化槽法第

２１条第３項の

規定に基づく

浄化槽工事業

に係る更新の

登録の申請に

対する審査

浄化槽

工事業

更新登

録申請

手数料

２６，０００円

９８ 浄化槽法第

２３条第３項の

規定に基づく

浄化槽工事業

者登録簿の謄

本の交付

浄化槽

工事業

者登録

簿謄本

交付手

数料

用紙１枚につき７１０円 ９８ 浄化槽法第

２３条第３項の

規定に基づく

浄化槽工事業

者登録簿の謄

本の交付

浄化槽

工事業

者登録

簿謄本

交付手

数料

用紙１枚につき６８０円

９９ 浄化槽法第

２３条第３項の

規定に基づく

浄化槽工事業

者登録簿の閲

覧の請求の許

可

浄化槽

工事業

者登録

簿閲覧

手数料

４５０円 ９９ 浄化槽法第

２３条第３項の

規定に基づく

浄化槽工事業

者登録簿の閲

覧の請求の許

可

浄化槽

工事業

者登録

簿閲覧

手数料

４３０円
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（愛媛県県税賦課徴収条例の一部改正）

第２条 愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県立衛生環境研究所使用料条例の一部改正）

第３条 愛媛県立衛生環境研究所使用料条例（昭和２７年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１００ 省略 １００ 省略

１０１ 密集市 街

地における防

災街区の整備

の促進に関す

る法律（平成

９年法律第４９

号）第１１６条

第１項の規定

に基づく建築

物の敷地と道

路との関係の

特例の許可の

申請に対する

審査

予定道

路に係

る建築

物の敷

地と道

路との

関係の

特例許

可申請

手数料

１８１，０００円 １０１ 密集市 街

地における防

災街区の整備

の促進に関す

る法律（平成

９年法律第４９

号）第１１５条

第１項の規定

に基づく建築

物の敷地と道

路との関係の

特例の許可の

申請に対する

審査

予定道

路に係

る建築

物の敷

地と道

路との

関係の

特例許

可申請

手数料

１６０，０００円

１０１の２～１０２

省略

１０１の２～１０２

省略

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略

改 正 後 改 正 前

（手数料）

第８４条 次の各号に掲げる事務につき、当該各号に定める金額の手

数料を徴収する。ただし、国又は地方公共団体の機関の請求に対

して行う事務その他知事が手数料を徴収することを不適当と認め

る事務については、手数料を徴収しない。

� 省略

� 法第１４４条の２１第２項に規定する免税軽油使用者証の交付又

は再交付 ５００円

２・３ 省略

（手数料）

第８４条 次の各号に掲げる事務につき、当該各号に定める金額の手

数料を徴収する。ただし、国又は地方公共団体の機関の請求に対

して行う事務その他知事が手数料を徴収することを不適当と認め

る事務については、手数料を徴収しない。

� 省略

� 法第１４４条の２１第２項に規定する免税軽油使用者証の交付又

は再交付 ４００円

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（使用料の額）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所管理条例（昭和２７年愛媛県条例第

９号。以下「管理条例」という。）第２条第１項及び第２項の規

定による試験等の依頼については、次の各号の範囲内で知事の定

める使用料を納めなければならない。ただし、急速に施行を必要

とするものはその３倍額、特別の費用を要するものはその実費と

する。

�・� 省略

� 文書料 １枚につき ７００円

２ 省略

（使用料の額）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所管理条例（昭和２７年愛媛県条例第

９号。以下「管理条例」という。）第２条第１項及び第２項の規

定による試験等の依頼については、次の各号の範囲内で知事の定

める使用料を納めなければならない。ただし、急速に施行を必要

とするものはその３倍額、特別の費用を要するものはその実費と

する。

�・� 省略

� 文書料 １枚につき ６００円

２ 省略
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（愛媛県ふぐ取扱者条例の一部改正）

第４条 愛媛県ふぐ取扱者条例（昭和２７年愛媛県条例第６３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県港湾管理条例の一部改正）

第５条 愛媛県港湾管理条例（昭和２８年愛媛県条例第４７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料）

第１４条 取扱者の試験、免許又は免許証の再交付を受けようとする

者は、次の区分に従い、それぞれ当該各号に定める額の手数料を

納付しなければならない。

� 試験手数料 ９，５００円

�・� 省略

（手数料）

第１４条 取扱者の試験、免許又は免許証の再交付を受けようとする

者は、次の区分に従い、それぞれ当該各号に定める額の手数料を

納付しなければならない。

� 試験手数料 ８，８００円

�・� 省略

改 正 後 改 正 前

別表第３（第９条の２関係）

土 砂 採 取 料

別表第３（第９条の２関係）

土 砂 採 取 料

種 目 単 位 金額 摘 要 種 目 単 位 金額 摘 要

省略 省略

かき込砂利 １立方メートルにつき ４４円 かき込砂利 １立方メートルにつき ４３円

砂・砂利 １立方メートルにつき ５６円 砂・砂利 １立方メートルにつき ５５円

栗石・玉石 １立方メートルにつき ５６円 省略 栗石・玉石 １立方メートルにつき ５５円 省略

注 省略

別表第４（第１０条関係）

１ 係留施設占用料

注 省略

別表第４（第１０条関係）

１ 係留施設占用料

占用目的 単 位
金 額

占用目的 単 位
金 額

重要港湾 地方港湾 重要港湾 地方港湾

荷役機械その他の

工作物の設置

１平方メートル

１年につき
８４５．３円 ４２２．６円

荷役機械その他の

工作物の設置

１平方メートル

１年につき
８１３．２円 ４０６．６円

電柱類

の設置

鉄塔
１平方メートル

１年につき
７８２円 ３９０円 電柱類

の設置

鉄塔
１平方メートル

１年につき
７５３円 ３７６円

その他 １本１年につき ５２１円 ２９３円 その他 １本１年につき ５０２円 ２８２円

管類の埋設置
１メートル１年

につき
１２９円 ５９円 管類の埋設置

１メートル１年

につき
１２５円 ５７円

２ 野積場占用料 ２ 野積場占用料

占用目的 単 位
金 額

占用目的 単 位
金 額

重要港湾 地方港湾 重要港湾 地方港湾

上屋、倉庫その他

の工作物の設置

１平方メートル

１年につき
５６３．６円 ２８１．７円

上屋、倉庫その他

の工作物の設置

１平方メートル

１年につき
５４２．２円 ２７１円

電柱類

の設置

鉄塔
１平方メートル

１年につき
２７１円 １７３円 電柱類

の設置

鉄塔
１平方メートル

１年につき
２６１円 １６７円

その他 １本１年につき １７３円 １１９円 その他 １本１年につき １６７円 １１５円

管類の埋設置
１メートル１年

につき
５４円 ３２円 管類の埋設置

１メートル１年

につき
５２円 ３１円

３ その他の港湾施設占用料 ３ その他の港湾施設占用料

占用目的 単 位
金 額

占用目的 単 位
金 額

重要港湾 地方港湾 重要港湾 地方港湾
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上屋、倉庫その他

の工作物の設置

１平方メートル

１年につき
１，０５６．７円 ６３３．９円

上屋、倉庫その他

の工作物の設置

１平方メートル

１年につき
１，０１６．６円 ６０９．９円

荷役機械の設置
１平方メートル

１年につき
１，１７４．３円 ７６３円 荷役機械の設置

１平方メートル

１年につき
１，１２９．７円 ７３４．１円

電柱類

の設置

鉄塔
１平方メートル

１年につき
２７１円 １７３円 電柱類

の設置

鉄塔
１平方メートル

１年につき
２６１円 １６７円

その他 １本１年につき １７３円 １１９円 その他 １本１年につき １６７円 １１５円

管類の埋設置
１メートル１年

につき
５４円 ３２円 管類の埋設置

１メートル１年

につき
５２円 ３１円

貯炭場
１平方メートル

１年につき
５２８．３円 ３７５．６円 貯炭場

１平方メートル

１年につき
５０８．３円 ３６１．４円

貯木場

陸地
１平方メートル

１年につき
５２８．３円 ３７５．６円

貯木場

陸地
１平方メートル

１年につき
５０８．３円 ３６１．４円

海面
１平方メートル

１年につき
２７０円 ２１７円 海面

１平方メートル

１年につき
２５９．８円 ２０８．８円

注 省略

別表第５（第１０条関係）

１ 係留施設使用料

注 省略

別表第５（第１０条関係）

１ 係留施設使用料

種 別 区 分 単 位
金 額

種 別 区 分 単 位
金 額

重要港湾 地方港湾 重要港湾 地方港湾

省略 省略

桟橋入場

料

１３歳以上の

者

省略

桟橋入場

料

１３歳以上の

者

省略

１人１月に

つき

（月ぎめに

限る。）

７０４．４円 ７０４．４円

１人１月に

つき

（月ぎめに

限る。）

６７７．７円 ６７７．７円

省略 省略

省略 省略

プレジャ

ーボート

係留施設

使用料

１隻１月に

つき
３，２６９．８円 ３，２６９．８円

プレジャ

ーボート

係留施設

使用料

１隻１月に

つき
３，１４５．６円 ３，１４５．６円

可動橋使

用料

省略

可動橋使

用料

省略

不定期船

総トン数１

トン１回２４

時間までご

とにつき

４．７円

（４．４円）

４．７円

（４．４円）
不定期船

総トン数１

トン１回２４

時間までご

とにつき

４．６円

（４．３円）

４．６円

（４．３円）

省略 省略

貨物通過

料

１トンにつ

き

２３．３円

（２１．７円）

１７．４円

（１６．２円）

貨物通過

料

１トンにつ

き

２２．５円

（２０．９円）

１６．８円

（１５．６円）

２ その他の港湾施設使用料 ２ その他の港湾施設使用料

港湾施設 区 分 単 位
金 額

港湾施設 区 分 単 位
金 額

重要港湾 地方港湾 重要港湾 地方港湾

野 積 場

舗装

１平方メー

トル１日に

つき

３．８円 省略

野 積 場

舗装

１平方メー

トル１日に

つき

３．７円 省略
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未舗装

１平方メー

トル１日に

つき

２．９円 省略 未舗装

１平方メー

トル１日に

つき

２．８円 省略

上 屋

旅 客 上 屋

（専用利用

の場合に限

る。）

１平方メー

トル１月に

つき（月ぎ

めに限る。）

３９２．９円

上 屋

旅 客 上 屋

（専用利用

の場合に限

る。）

１平方メー

トル１月に

つき（月ぎ

めに限る。）

３７８円

１平方メー

トル１日に

つき

３３．６円

１平方メー

トル１日に

つき

３２．４円

荷さばき上

屋

１平方メー

トル１日に

つき

１３円
荷さばき上

屋

１平方メー

トル１日に

つき

１２．６円

省略 省略

軌道走行

式荷役機

械

ガントリー

クレーン

３０分までご

とにつき
２７，４７７．１円

軌道走行

式荷役機

械

ガントリー

クレーン

３０分までご

とにつき
２６，４３３円

移動式荷

役機械

ホイールク

レーン

３０分までご

とにつき
１０，８９９．１円

移動式荷

役機械

ホイールク

レーン

３０分までご

とにつき
１０，４８５円

ト ラ ン ス

ファークレ

ーン

１時間まで

ごとにつき
１０，４２２円

ト ラ ン ス

ファークレ

ーン

１時間まで

ごとにつき
１０，０２６円

フォークリ

フト

（最大荷重

が１０トンを

超えるもの）

１時間まで

ごとにつき
８，１７４．６円

フォークリ

フト

（最大荷重

が１０トンを

超えるもの）

１時間まで

ごとにつき
７，８６４円

フォークリ

フト

（最大荷重

が１０トン以

下のもの）

１時間まで

ごとにつき
４，３８３．５円

フォークリ

フト

（最大荷重

が１０トン以

下のもの）

１時間まで

ごとにつき
４，２１７円

照明設備

コンテナヤ

ード内照明

塔

１基１時間

までごとに

つき

３２６円 照明設備

コンテナヤ

ード内照明

塔

１基１時間

までごとに

つき

３１３．７円

電源設備

冷凍コンテ

ナ用電源設

備

１キロワッ

ト時までご

とにつき

４１．１円 電源設備

冷凍コンテ

ナ用電源設

備

１キロワッ

ト時までご

とにつき

３９．６円

船舶給水

施設

１回１立方

メートルま

でごとにつ

き

５９７．６円
船舶給水

施設

１回１立方

メートルま

でごとにつ

き

５７４．９円

管 理 棟

１平方メー

トル１月に

つき（月ぎ

めに限る。）

２，２７７．３円 管 理 棟

１平方メー

トル１月に

つき（月ぎ

めに限る。）

２，１９０．８円

専

用

利

省略 専

用

利

省略

駐車時間

が６時間 １台１回に ７４０円

駐車時間

が６時間 １台１回に ７２０円
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（愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例の一部改正）

第６条 愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

駐 車 場

用

以

外

の

場

合

を超え１２

時間以内

の場合

つき

駐 車 場

用

以

外

の

場

合

を超え１２

時間以内

の場合

つき

駐車時間

が１２時間

を超え２４

時間以内

の場合

１台１回に

つき
１，０７０円

駐車時間

が１２時間

を超え２４

時間以内

の場合

１台１回に

つき
１，０３０円

省略 省略

専用利用の

場合

１台１月に

つき（月ぎ

めに限る。）

５，３４３円
専用利用の

場合

１台１月に

つき（月ぎ

めに限る。）

５，１４０円

注 省略

別表第６（第１０条関係）

注 省略

別表第６（第１０条関係）

施 設 単 位 金 額 施 設 単 位 金 額

鉄骨貨物上屋
１平方メートル

１日につき
６．２円 鉄骨貨物上屋

１平方メートル

１日につき
６．０円

鉄筋コンクリート貨物上屋
１平方メートル

１日につき
９．２円 鉄筋コンクリート貨物上屋

１平方メートル

１日につき
８．９円

松山港今出地区水面貯木場
１平方メートル

１月につき
１６．５円 松山港今出地区水面貯木場

１平方メートル

１月につき
１５．９円

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係）

使用料

別表（第３条関係）

使用料

区 分 種 別 単 位 金 額 区 分 種 別 単 位 金 額

技術開発関係 機械金属用機器 １時間 ２，７００円 技術開発関係 機械金属用機器 １時間 ２，５９０円

電子用機器 １時間 １，０８０ 電子用機器 １時間 ９７０

化学用機器 １時間 １，９４０ 化学用機器 １時間 １，８３０

食品産業関係 食品加工用機器 １時間又は

１回

２，７００ 食品産業関係 食品加工用機器 １時間又は

１回

２，５９０

窯業関係 焼成窯 及び炉 １回 ９，３９０ 窯業関係 焼成がま及び炉 １回 ７，５６０

省略 省略

繊維産業関係 染織用機器 １時間 ７，０２０ 繊維産業関係 染織用機器 １時間 ６，９１０

紙産業関係 省略 紙産業関係 省略

研修室 １時間 ２，２７０ 研修室 １時間 ２，０１０

控室 １時間 ２７０ 控室 １時間 ２３０

会議室 １時間 ２７０ 会議室 １時間 ２３０

省略 省略

紙加工用機器 １時間 ８，３１０ 紙加工用機器 １時間 ７，８８０

省略 省略

研修用機器 １時間 ５４０ 研修用機器 １時間 ４３０
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（証明事務等に係る手数料条例の一部改正）

第７条 証明事務等に係る手数料条例（昭和３１年愛媛県条例第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料の額）

第２条 前条に規定する手数料（以下「手数料」という。）の額

は、１件につき７００円とする。

（手数料の額）

第２条 前条に規定する手数料（以下「手数料」という。）の額

は、１件につき６００円とする。

（愛媛県漁港管理条例の一部改正）

第８条 愛媛県漁港管理条例（昭和３３年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第１４条関係）

土 砂 採 取 料 等

別表第２（第１４条関係）

土 砂 採 取 料 等

区 分 種 目
単 位

料 金 摘 要 区 分 種 目
単 位

料 金 摘 要
期間 数 量 期間 数 量

円 円

土砂採取料 省略 土砂採取料 省略

かき込砂利 同 ４４ かき込砂利 同 ４３

砂・砂利 同 ５６ 砂・砂利 同 ５５

栗石・玉石 同 ５６ 省略 栗石・玉石 同 ５５ 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

（愛媛県立都市公園条例の一部改正）

第９条 愛媛県立都市公園条例（昭和３４年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

手数料 手数料

区 分 種 別 単 位 金 額 区 分 種 別 単 位 金 額

技術開発関係 試験

図案調製等

１件

１件

１０，９００円

３３，４８０

技術開発関係 試験

図案調製等

１件

１件

９，９３０円

３１，１００

食品産業関係 試験 １件 １５，３３０ 食品産業関係 試験 １件 １４，０４０

窯業関係 試験

はい土、ゆう薬顔料

等調整及び加工

図案調製

１件

１件

１件

３１，３２０

２９，４８０

３４，２３０

窯業関係 試験

はい土、ゆう薬顔料

等調整及び加工

図案調製

１件

１件

１件

２８，６２０

２６，６７０

３１，３２０

繊維産業関係 試験

染織整理等試作加工

図案調製

１件

１件

１件

３，７８０

３６，６１０

３２，５００

繊維産業関係 試験

染織整理等試作加工

図案調製

１件

１件

１件

３，３４０

３３，１５０

２９，４８０

紙産業関係 試験 １件 １１，８８０ 紙産業関係 試験 １件 １０，９００

共通 分析 １成分 ２１，１６０ 共通 分析 １成分 １９，２２０

謄本 １部又は１

枚

７００ 謄本 １部又は１

枚

６００
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（利用料金の額）

第１５条の１１ 省略

２ 前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる管理公園の附属設

備の利用料金の額は、当該各号に定める額とする。

�～� 省略

� シャワー、コインロッカーその他の附属設備 １回につき

５，３３０円の範囲内で指定管理者が定める額

３・４ 省略

別表１（第７条、第１５条の５、第１５条の７、第１５条の８、第１５条の

１１関係）

有料公園施設の利用料金

（利用料金の額）

第１５条の１１ 省略

２ 前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる管理公園の附属設

備の利用料金の額は、当該各号に定める額とする。

�～� 省略

� シャワー、コインロッカーその他の附属設備 １回につき

５，１４０円の範囲内で指定管理者が定める額

３・４ 省略

別表１（第７条、第１５条の５、第１５条の７、第１５条の８、第１５条の

１１関係）

有料公園施設の利用料金

都市公園名 種 類 単 位 金 額 都市公園名 種 類 単 位 金 額

道後公園 球戯場 １時間につき ３１０円 道後公園 球戯場 １時間につき ３００円

終日 １，６１０円 終日 １，５５０円

駐車場 １台３０分につき １６０円 駐車場 １台３０分につき １５０円

総合運動公園 陸上競技場 １日につき ４０，３２０円 総合運動公園 陸上競技場 １日につき ２９，７１０円

補助競技場 １日につき １４，７６０円 補助競技場 １日につき ７，５３０円

体育館 １日につき ４２，６６０円 体育館 １日につき ４１，１９０円

補助体育館 １日につき １２，６９０円 補助体育館 １日につき １２，２６０円

テニスコート １面１日につき ６，０００円 テニスコート １面１日につき ２，３１０円

球技場 １日につき １０，２６０円 球技場 １日につき ９，９００円

多目的広場 １日につき ３，８７０円 多目的広場 １日につき ３，７４０円

自由広場 １日につき ３，８８０円 自由広場 １日につき ３，７４０円

相撲場 １日につき ５，８２０円 相撲場 １日につき ５，６４０円

弓道場 １日につき １５，１５０円 弓道場 １日につき １４，６２０円

とべ動物園 入園料 ５００円 とべ動物園 入園料 ４６０円

１人１回につき １人１回につき

駐車場 １台１回につき １，２１０円 駐車場 １台１回につき １，１７０円

第１号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

南楽園 入園料

１人１回につき

３１０円 第１号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

南楽園 入園料

１人１回につき

３００円

ローラースケ

ート場

入場料

１人１回につき

４８０円 ローラースケ

ート場

入場料

１人１回につき

４６０円

イベント広場 １日につき ３，８８０円 イベント広場 １日につき ３，７４０円

オートキャン

プ場

１区画１回につき １０，０７０円 オートキャン

プ場

１区画１回につき ９，７２０円

第３号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

野球場 １日につき １５，１５０円 第３号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

野球場 １日につき １４，６２０円

テニスコート １面１日につき ２，３９０円 テニスコート １面１日につき ２，３１０円

多目的広場 １日につき ７，８００円 多目的広場 １日につき ７，５３０円

屋内運動場 １日につき ７，２９０円 屋内運動場 １日につき ７，０３０円

球技広場 １日につき ７，８００円 球技広場 １日につき ７，５３０円

キャンプ場 １人１回につき ３１０円 キャンプ場 １人１回につき ３００円

宇和海展望タ

ワー

１人１回につき ６４０円 宇和海展望タ

ワー

１人１回につき ６２０円

第４号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

ゴーカート場 レンタルゴーカート

１台１周につき

４８０円 第４号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

ゴーカート場 レンタルゴーカート

１台１周につき

４６０円

入場料

１人１回につき

６，３９０円 入場料

１人１回につき

６，１７０円
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（愛媛県農林水産研究所使用料条例の一部改正）

第１０条 愛媛県農林水産研究所使用料条例（昭和３８年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

テニスコート １面１日につき ２，３９０円 テニスコート １面１日につき ２，３１０円

第５号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

御荘プール １人１回につき ６４０円 第５号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

御荘プール １人１回につき ６２０円

第７号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

ジャンボスラ

イダー

１人１回につき ３１０円 第７号南予レ

クリエーショ

ン都市公園

ジャンボスラ

イダー

１人１回につき ３００円

スロープカー １人１回につき １６０円 スロープカー １人１回につき １５０円

注 省略

別表２（第１２条関係）

公園施設の設置等に係る使用料

１ 省略

２ 都市公園を占用し、又は都市公園において行為をする場合

注 省略

別表２（第１２条関係）

公園施設の設置等に係る使用料

１ 省略

２ 都市公園を占用し、又は都市公園において行為をする場合

区 分 単 位 金 額 備 考 区 分 単 位 金 額 備 考

省略 省略

行商その他これに類する

行為をする場合

１人

１日につき

５７０円 行商その他これに類する

行為をする場合

１人

１日につき

５４８円

業として写

真を撮影す

る場合

球戯場以外の

有料公園施設

の区域

写真機１台

１月につき

２２８円 業として写

真を撮影す

る場合

球戯場以外の

有料公園施設

の区域

写真機１台

１月につき

２１９円

その他の区域 写真機１台

１年につき

３４２円 省略 その他の区域 写真機１台

１年につき

３２９円 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（使用料の納付）

第１条 愛媛県農林水産研究所に分析、試験 若しくは

検査（以下「分析等」という。）を依頼しようとする者又は愛媛

県農林水産研究所の施設（以下「施設」という。）を使用しよう

とする者は、この条例の定めるところにより使用料を納めなけれ

ばならない。

別表（第２条関係）

１ 分析等に係る使用料

（使用料の納付）

第１条 愛媛県農林水産研究所に分析、試験、鑑定、測定若しくは

検査（以下「分析等」という。）を依頼しようとする者又は愛媛

県農林水産研究所の施設（以下「施設」という。）を使用しよう

とする者は、この条例の定めるところにより使用料を納めなけれ

ばならない。

別表（第２条関係）

１ 分析等に係る使用料

区 分 種 別 単 位 金 額 区 分 種 別 単 位 金 額

省略 省略

林業関係 木材の材質試験 １件につき ７，３００円 林業関係 木材の材質試験 １件につき ７，０００円

木材の強度試験 １件につき ２１，３００円 木材の強度試験 １件につき １９，３００円

水の化学分析 １件につき １８，８００円

土壌物理性測定 １件につき １８，６００円

土質試験 １件につき １２，０００円

土壌養分分析 １件につき １２，５００円

造林用苗木の品種分析 １件につき ３，２００円 造林用苗木の品種分析 １件につき ３，１００円

省略 省略

２ 省略 ２ 省略
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（愛媛県卸売市場条例の一部改正）

第１１条 愛媛県卸売市場条例（昭和４７年愛媛県条例第２５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（許可申請手数料）

第３６条 次の各号に掲げる許可を受けようとする者は、当該各号に

掲げる額の申請手数料を納付しなければならない。

� 法第１３条の５第１項又は第５５条の許可 ６，０００円

� 法第５８条第１項の許可 ６，０００円

（許可申請手数料）

第３６条 次の各号に掲げる許可を受けようとする者は、当該各号に

掲げる額の申請手数料を納付しなければならない。

� 法第１３条の５第１項又は第５５条の許可 ５，５８０円

� 法第５８条第１項の許可 ５，５８０円

（愛媛県心と体の健康センターにおける使用料及び手数料徴収条例の一部改正）

第１２条 愛媛県心と体の健康センターにおける使用料及び手数料徴収条例（昭和４７年愛媛県条例第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（使用料及び手数料の額）

第２条 省略

２ 手数料の額は、１件８１０円の範囲内で知事が定める。

（使用料及び手数料の額）

第２条 省略

２ 手数料の額は、１件７４０円の範囲内で知事が定める。

（興行場の構造設備の基準等に関する条例の一部改正）

第１３条 興行場の構造設備の基準等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料）

第２１条 省略

２ 前項に規定する手数料（以下「手数料」という。）の額は、次

のとおりとする。

� 省略

� 仮設興行場に係る営業許可申請手数料 １件につき ７，０００

円

３ 省略

（手数料）

第２１条 省略

２ 前項に規定する手数料（以下「手数料」という。）の額は、次

のとおりとする。

� 省略

� 仮設興行場に係る営業許可申請手数料 １件につき ６，３００

円

３ 省略

（愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例の一部改正）

第１４条 愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例（昭和６０年愛媛県条例第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（手数料）

第１８条 次の表の左欄に掲げる登録等を受けようとする者は、同表

の右欄に掲げる額の手数料（以下「手数料」という。）を当該登

録等の申請の際に納付しなければならない。

（手数料）

第１８条 次の表の左欄に掲げる登録等を受けようとする者は、当該

右欄に掲げる額の手数料（以下「手数料」という。）を当該登

録等の申請の際に納付しなければならない。

第３条第１項の規定による登録 １件につき ２６，８００円 第３条第１項の規定による登録 １件につき ２４，８００円

第３条第３項の規定による更新の登録 １件につき ２６，８００円 第３条第３項の規定による更新の登録 １件につき ２４，８００円

第７条第１項の規定による変更の登録 １件につき １６，８００円 第７条第１項の規定による変更の登録 １件につき １５，７３０円

第９条の規定による登録証の書換え

（変更の登録による場合を除く。）

１件につき １，５００円 第９条の規定による登録証の書換え

（変更の登録による場合を除く。）

１件につき １，３００円

第１０条第１項の規定による登録証の再

交付

１件につき ２，２００円 第１０条第１項の規定による登録証の再

交付

１件につき ２，０００円

２・３ 省略 ２・３ 省略
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（愛媛県の海を管理する条例の一部改正）

第１５条 愛媛県の海を管理する条例（平成７年愛媛県条例第５１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県美術館使用料条例の一部改正）

第１６条 愛媛県美術館使用料条例（平成１０年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係）

種 別 単 位 金 額 種 別 単 位 金 額

省略 省略

施設使

用料

展示室 １室１日につき ２８，９２０円

施設使

用料

展示室 １室１日につき ２８，６００円

講堂 １日につき ７，６９０円 講堂 １日につき ７，６１０円

研修室 １日につき ４，６００円 研修室 １日につき ４，５５０円

県民ギャラリ

ー

全室使用 １日につき ５３，４９０円 県民ギャラリ

ー

全室使用 １日につき ５２，８６０円

単室使用 １室１日につき １４，８４０円 単室使用 １室１日につき １４，６７０円

省略 省略

（食品衛生法施行条例の一部改正）

第１７条 食品衛生法施行条例（平成１２年愛媛県条例第１６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第７（第７条関係） 別表第７（第７条関係）

省略 省略

備考 法第５２条第１項の規定に基づき営業の許可を受けてい

る者が当該営業の許可の有効期間満了に際し引き続き同

一の営業の許可を受けようとする場合におけるこの表の

４の項から３７の項までに掲げる手数料の金額は、これら

の項の規定にかかわらず、これらの項に掲げる手数料の

金額の１００分の９０に相当する金額とする。

備考 法第５２条第１項の規定に基づき営業の許可を受けてい

る者が当該営業の許可の有効期間満了に際し引き続き同

一の営業の許可を受けようとする場合におけるこの表の

４の項から３７の項までに掲げる手数料の金額は、これら

の項の規定にかかわらず、これらの項に掲げる手数料の

金額の１００分の８０に相当する金額とする。

（愛媛県河川流水占用料等徴収条例の一部改正）

第１８条 愛媛県河川流水占用料等徴収条例（平成１２年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第１０条関係）

土 石 採 取 料

別表第２（第１０条関係）

土 石 採 取 料

種 目 単 位 料金 摘 要 種 目 単 位 料金 摘 要

省略 省略

かき込砂利 １立方メートル ４４円 かき込砂利 １立方メートル ４３円

砂・砂利 １立方メートル ５６円 砂・砂利 １立方メートル ５５円

栗石・玉石 １立方メートル ５６円 省略 栗石・玉石 １立方メートル ５５円 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略
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（愛媛県海岸占用料等徴収条例の一部改正）

第１９条 愛媛県海岸占用料等徴収条例（平成１２年愛媛県条例第２８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係）

流 水 占 用 料

別表第１（第２条関係）

流 水 占 用 料

種 目 金 額 種 目 金 額

省略 省略

鉱工業のため

の流水占用料

使用水量毎秒１リットルにつき

年額 ３，４９０円

鉱工業のため

の流水占用料

使用水量毎秒１リットルにつき

年額 ３，２２０円

その他の流水

占用料

使用水量毎秒１リットルにつき

年額 １１０円

その他の流水

占用料

使用水量毎秒１リットルにつき

年額 １００円

備考 省略

別表第３（第２条関係）

土石採取料その他の河川産出物採取料

備考 省略

別表第３（第２条関係）

土石採取料その他の河川産出物採取料

種 目 金 額 摘 要 種 目 金 額 摘 要

土砂
１立方メートルにつき

４４円
土砂

１立方メートルにつき

４３円

かき込砂利
１立方メートルにつき

５６円
かき込砂利

１立方メートルにつき

５５円

砂・砂利
１立方メートルにつき

６６円
砂・砂利

１立方メートルにつき

６５円

省略 省略

川

石

こう長３０センチメー

トル以上６０センチメ

ートル未満のもの

１立方メートルにつき

１，７００円
川

石

こう長３０センチメー

トル以上６０センチメ

ートル未満のもの

１立方メートルにつき

１，６６０円

こう長６０センチメー

トル以上のもの

１立方メートルにつき

３，３９０円

こう長６０センチメー

トル以上のもの

１立方メートルにつき

３，３１０円

省略 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表第２（第２条関係）

土 石 採 取 料

別表第２（第２条関係）

土 石 採 取 料

種 目 単 位 金 額 摘 要 種 目 単 位 金 額 摘 要

土砂 １立方メートル ４４円 土砂 １立方メートル ４３円

かき込砂利 １立方メートル ５６円 かき込砂利 １立方メートル ５５円

砂・砂利 １立方メートル ６６円 砂・砂利 １立方メートル ６５円

栗石・玉石 １立方メートル １１５円 省略 栗石・玉石 １立方メートル １１３円 省略

転

石

こう長３０センチメー

トル以上６０センチメ

ートル未満のもの

１立方メートル １，６９７円
転

石

こう長３０センチメー

トル以上６０センチメ

ートル未満のもの

１立方メートル １，６５５円

こう長６０センチメー

トル以上のもの
１立方メートル ３，３９６円

こう長６０センチメー

トル以上のもの
１立方メートル ３，３１２円

省略 省略

備考 省略 備考 省略
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（えひめこどもの城管理条例の一部改正）

第２０条 えひめこどもの城管理条例（平成１７年愛媛県条例第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第６条、第９条、第１３条関係） 別表第１（第６条、第９条、第１３条関係）

区 分 単 位 金 額 区 分 単 位 金 額

多目的ホール １時間につき ６，１８０円 多目的ホール １時間につき ５，８６０円

省略 省略

研修室 １時間につき ２，３５０円 研修室 １時間につき ２，２３０円

野外ステージ １時間につき ３，１１０円 野外ステージ １時間につき ２，９５０円

（愛媛県男女共同参画センター管理条例の一部改正）

第２１条 愛媛県男女共同参画センター管理条例（平成１７年愛媛県条例第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第４条、第６条、第９条、第１０条、第１３条関係） 別表（第４条、第６条、第９条、第１０条、第１３条関係）

区 分 単 位 金 額 区 分 単 位 金 額

多目的ホール １時間につき ６，３７０円 多目的ホール １時間につき ６，１５０円

研修室 １時間につき ２，６８０円 研修室 １時間につき ２，５９０円

視聴覚室 １時間につき １，４４０円 視聴覚室 １時間につき １，３９０円

円卓会議室 １時間につき １，１５０円 円卓会議室 １時間につき １，１１０円

第１会議室 １時間につき １，３１０円 第１会議室 １時間につき １，２７０円

第２会議室 １時間につき ８００円 第２会議室 １時間につき ７８０円

ワーキングルーム １時間につき １，３１０円 ワーキングルーム １時間につき １，２７０円

レクリエーション室 １時間につき ２，３２０円 レクリエーション室 １時間につき ２，２４０円

和室 １時間につき １，６１０円 和室 １時間につき １，５６０円

茶室 １時間につき ５２０円 茶室 １時間につき ５１０円

作業室 １時間につき ４２０円 作業室 １時間につき ４１０円

備考 省略 備考 省略

（愛媛国際貿易センター管理条例の一部改正）

第２２条 愛媛国際貿易センター管理条例（平成１７年愛媛県条例第５９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第７条、第８条、第１１条関係） 別表第１（第７条、第８条、第１１条関係）

区 分 単 位 金 額 区 分 単 位 金 額

大展示場 １日につき ９６３，９００円 大展示場 １日につき ９０８，７６０円

省略 省略

備考 省略 備考 省略

（テクノプラザ愛媛管理条例の一部改正）

第２３条 テクノプラザ愛媛管理条例（平成１７年愛媛県条例第６１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条、第６条、第８条、第９条、第１２条関係） 別表第１（第４条、第６条、第８条、第９条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額 区 分 単 位 金 額

テクノホール １時間につき ６，７８０円 テクノホール １時間につき ６，０９０円

省略 省略

会議室 １室１時間につき １，８９０円 会議室 １室１時間につき １，７２０円

備考 省略 備考 省略

（愛媛県生活文化センター管理条例の一部改正）

第２４条 愛媛県生活文化センター管理条例（平成１７年愛媛県条例第７０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第８条、第１２条関係） 別表（第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額 区 分 単 位 金 額

大広間 １日につき ３２，７１０円 大広間 １日につき ３１，７６０円

洋室 １室１日につき ２０，２９０円 洋室 １室１日につき １９，７００円

和室 １室１日につき ４，２３０円 和室 １室１日につき ４，１１０円

備考１ 第４条の開所時間以外の時間に利用する場合の利用料

金の額は、１時間（利用時間に１時間未満の端数がある

とき、又は利用時間が１時間に満たないときは、１時間

とする。）につき、次の表に定める額の範囲内の額を加

算した額とする。

備考１ 第４条の開所時間以外の時間に利用する場合の利用料

金の額は、１時間（利用時間に１時間未満の端数がある

とき、又は利用時間が１時間に満たないときは、１時間

とする。）につき、次の表に定める額の範囲内の額を加

算した額とする。

区 分 金 額 区 分 金 額

大広間 ３，７２０円 大広間 ３，６２０円

洋室 ２，２１０円 洋室 ２，１５０円

和室 ４２０円 和室 ４１０円

２ 省略 ２ 省略

（愛媛県県民文化会館管理条例の一部改正）

第２５条 愛媛県県民文化会館管理条例（平成１７年愛媛県条例第７１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第８条、第１２条関係） 別表（第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額 区 分 単 位 金 額

メインホール １日につき ５９６，１３０円 メインホール １日につき ５７８，７７０円

サブホール １日につき ２６１，７８０円 サブホール １日につき ２５４，１６０円

多目的ホール １日につき ８９４，２１０円 多目的ホール １日につき ８６８，１７０円

リハーサル室 １室１日につき １９，２００円 リハーサル室 １室１日につき １８，６５０円

楽屋 １室１日につき ２，４７０円 楽屋 １室１日につき ２，４００円

会議室 １室１日につき １８５，７３０円 会議室 １室１日につき １８０，３３０円

備考 第４条の開館時間以外の時間に利用する場合の利用料金

の額は、１時間（利用時間に１時間未満の端数があると

き、又は利用時間が１時間に満たないときは、１時間とす

る。）につき、次の表に定める額の範囲内の額を加算した

額とする。

備考 第４条の開館時間以外の時間に利用する場合の利用料金

の額は、１時間（利用時間に１時間未満の端数があると

き、又は利用時間が１時間に満たないときは、１時間とす

る。）につき、次の表に定める額の範囲内の額を加算した

額とする。
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区 分 金 額 区 分 金 額

メインホール ８７，６３０円 メインホール ８５，０８０円

サブホール ３８，４７０円 サブホール ３７，３５０円

多目的ホール １０７，２９０円 多目的ホール １０４，１７０円

リハーサル室 ２，８１０円 リハーサル室 ２，７３０円

楽屋 ３５０円 楽屋 ３４０円

会議室 ２６，７３０円 会議室 ２５，９６０円

（愛媛県武道館管理条例の一部改正）

第２６条 愛媛県武道館管理条例（平成１７年愛媛県条例第７２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第８条、第１２条関係） 別表（第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額 区 分 単 位 金 額

省略 省略

会議室 １室１時間につき ５，４００円 会議室 １室１時間につき １，５４０円

省略 省略

備考 省略 備考 省略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、第５条中愛媛県港湾管理条例別表第４から別表第６までの改正規定及び附則第

５項の規定は、同年５月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第４条の規定による改正後の愛媛県ふぐ取扱者条例第１４条第１号の規定、第６条の規定による改正後の愛媛県産業技術研究所の使用料

及び手数料条例別表の規定及び第１１条の規定による改正後の愛媛県卸売市場条例第３６条の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に徴収する手数料及び使用料について適用し、施行日前に徴収した手数料及び使用料については、なお従前の例による。

３ 第２条の規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例第８４条第１項第２号の規定、第３条の規定による改正後の愛媛県立衛生環境研究

所使用料条例第２条第１項第３号の規定、第５条の規定による改正後の愛媛県港湾管理条例別表第３の規定、第７条の規定による改正後

の証明事務等に係る手数料条例第２条の規定、第８条の規定による改正後の愛媛県漁港管理条例別表第２の規定、第９条の規定による改

正後の愛媛県立都市公園条例別表２の規定（同表第１号の表の規定を除く。）、第１０条の規定による改正後の愛媛県農林水産研究所使用

料条例別表１の表の規定、第１５条の規定による改正後の愛媛県の海を管理する条例別表第２の規定、第１６条の規定による改正後の愛媛県

美術館使用料条例別表の規定、第１８条の規定による改正後の愛媛県河川流水占用料等徴収条例別表第１及び別表第３の規定並びに第１９条

の規定による改正後の愛媛県海岸占用料等徴収条例別表第２の規定は、施行日以後の文書の交付、採取、分析、使用、占用等に係る手数

料、使用料、採取料又は占用料で施行日以後にその全額又は未徴収額について徴収するものについて適用し、施行日前の文書の交付、採

取、分析、使用、占用等に係る手数料、使用料、採取料又は占用料及び施行日以後の文書の交付、採取、分析、使用、占用等に係る手数

料、使用料、採取料又は占用料で施行日前にその全額について徴収したものについては、なお従前の例による。

４ 第９条の規定による改正後の愛媛県立都市公園条例第１５条の１１第２項第５号及び別表１の規定、第２０条の規定による改正後のえひめこ

どもの城管理条例別表第１の規定、第２１条の規定による改正後の愛媛県男女共同参画センター管理条例別表の規定、第２２条の規定による

改正後の愛媛国際貿易センター管理条例別表第１の規定、第２３条の規定による改正後のテクノプラザ愛媛管理条例別表第１の規定、第２４

条の規定による改正後の愛媛県生活文化センター管理条例別表の規定、第２５条の規定による改正後の愛媛県県民文化会館管理条例別表の

規定並びに第２６条の規定による改正後の愛媛県武道館管理条例別表の規定は、施行日以後の利用に係る料金で施行日以後に指定管理者が

その全額又は未収受額について収受するものについて適用し、施行日前の利用に係る料金及び施行日以後の利用に係る料金で施行日前に

指定管理者がその全額について収受したものについては、なお従前の例による。

５ 第５条の規定による改正後の愛媛県港湾管理条例別表第４から別表第６までの規定は、平成２９年５月１日以後の占用又は使用に係る占

用料又は使用料で同日以後に徴収するものについて適用し、同日前の占用又は使用に係る占用料又は使用料及び同日以後の占用又は使用

に係る占用料又は使用料で同日前に徴収したものについては、なお従前の例による。

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外１

６０



�愛媛県条例第６号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１・１の２ 省略 １・１の２ 省略

１の３ 農業協同組合法（昭和２２年法律第

１３２号。以下この項において「法」とい

う。）及び法の施行のための規則に基づく

事務のうち、次に掲げるもの（２以上の市

町村（特別区を含む。）の区域において病

院、診療所若しくは介護老人保健施設又は

医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４２条に

規定する業務を行う施設を開設する農業協

同組合及び農業協同組合連合会に係るもの

を除く。）

� 法第８９条第１項の規定に基づく組織変

更の認可に関する事務

� 法第８９条第３項において準用する医療

法第４５条第２項及び法第９０条第２項にお

いて準用する医療法第４２条の２第２項の

規定に基づく愛媛県医療審議会の意見聴

取に関する事務

� 法第９０条第１項の規定に基づく社会医

療法人の認定に関する事務

保健所を設置

する市

１の４ 農業協同組合法（以下この項におい

て「法」という。）及び法の施行のための

規則に基づく事務のうち、次に掲げるもの

（２以上の市町村（特別区を含む。）の区

域において病院、診療所若しくは介護老人

保健施設又は医療法第４２条に規定する業務

を行う施設を開設する農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るものに限る。）

� 法第８９条第１項の規定に基づく組織変

更の認可の申請の受付及び当該申請に係

る申請書の知事への送付に関する事務並

びに認可書の交付に関する事務

� 法第９０条第１項の規定に基づく社会医

療法人の認定の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務並びに認定書の交付に関する事務

保健所を設置

する市

１の５ 省略 １の３ 省略

２～１３ 省略 ２～１３ 省略

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外１

６１



１４ 医療法（ 以下こ

の項において「法」という。）及び法の施

行のための規則に基づく事務のうち、次に

掲げるもの（第１８号の２から第３８号まで及

び第４８号の２から第５２号までの事務につい

ては、２以上の市町村（特別区を含む。）

の区域において病院、診療所若しくは介護

老人保健施設又は法第４２条に規定する業務

を行う施設を開設する医療法人に係るもの

を除く。）

�～� 省略

� 省略

� 法第４２条の２第２項（法第４２条の３第

３項において準用する場合を含む。）、

第４５条第２項、第５５条第７項（法第５８条

の２第５項（法第５９条の２において準用

する場合を含む。）及び第６０条の３第５

項（法第６１条の３において準用する場合

を含む。）において準用する場合を含

む。）、第６４条第３項、第６４条の２第２

項（医療法施行令（昭和２３年政令第３２６

号。以下この項において「政令」とい

う。）第５条の５の６第２項において準

用する場合を含む。）及び第６６条第２項

の規定に基づく愛媛県医療審議会の意見

聴取に関する事務

�の２ 法第４２条の３第１項の規定に基づ

く実施計画の認定に関する事務

�の３ 法第４４条第１項の規定に基づく医

療法人の設立の認可に関する事務

�の４ 省略

� 法第４６条の５第１項ただし書の規定に

基づく理事の減員の認可に関する事務

�の２ 法第４６条の５第６項ただし書の規

定に基づく管理者の一部を理事に加えな

いことの認可に関する事務

�の３ 法第４６条の５の３第２項（法第４６

条の６の２第３項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく一時役員又は

理事長の職務を行うべき者の選任に関す

る事務

� 法第４６条の６第１項ただし書の規定に

基づく医師又は歯科医師でない理事のう

ちからの理事長の選出の認可に関する事

務

保健所を設置

する市

１４ 医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下こ

の項において「法」という。）及び法の施

行のための規則に基づく事務のうち、次に

掲げるもの（第１８号の２から第３８号まで及

び第４９号 から第５２号までの事務につい

ては、２以上の市町村（特別区を含む。）

の区域において病院、診療所若しくは介護

老人保健施設又は法第４２条に規定する業務

を行う施設を開設する医療法人に係るもの

を除く。）

�～� 省略

�の２ 省略

� 法第４４条第１項の規定に基づく医療法

人の設立の認可に関する事務

� 法第４２条の２第２項（法第４２条の３第

３項において準用する場合を含む。）、

第４５条第２項、第５５条第７項（法第５７条

第６項の２（法第５９条の２において準用

する場合を含む。）及び第６０条の３第５

項（法第６１条の３において準用する場合

を含む。）において準用する場合を含

む。）、第６４条第３項、第６４条の２第２

項（医療法施行令（昭和２３年政令第３２６

号。以下この項において「政令」とい

う。）第５条の５の６第２項において準

用する場合を含む。）及び第６６条第２項

の規定に基づく愛媛県医療審議会の意見

聴取に関する事務

�の２ 省略

� 法第４６条の２第１項ただし書の規定に

基づく理事の減員の認可に関する事務

� 法第４６条の３第１項ただし書の規定に

基づく医師又は歯科医師でない理事のう

ちからの理事長の選出の認可に関する事

務

�の２ 法第４６条の４第５項の規定に基づ

く仮理事の選任に関する事務

�の３ 法第４６条の４第６項の規定に基づ

く特別代理人の選任に関する事務

保健所を設置

する市
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� 法第４６条の８第４号 の規定

に基づく監事の報告の受理に関する事務

�及び� 削除

�・�の２ 省略

�の３ 法第５４条の９第３項の規定に基づ

く定款又は寄附行為の変更の認可に関す

る事務

�の４ 法第５４条の９第５項の規定に基づ

く定款又は寄附行為の変更の届出の受理

に関する事務

�～� 省略

� 法第５８条の２第４項（法第５９条の２に

おいて準用する場合を含む。）の規定に

基づく医療法人の合併の認可に関する事

務

�の２ 法第６０条の３第４項（法第６１条の

３において準用する場合を含む。）の規

定に基づく医療法人の分割の認可に関す

る事務

�～	 省略


 政令

第３条の３の規定に基づく診療所

の病床の設置の届出の受付及び当該届出

に係る届出書の知事への送付に関する事

務

�～� 省略

�の２ 政令第５条の５の４第１項の規定

に基づく実施計画の変更の認定に関する

事務

�の３ 政令第５条の５の４第３項の規定

に基づく実施計画の変更の届出の受理に

関する事務

�の４ 政令第５条の５の５の規定に基づ

く実施計画の実施状況を記載した書類等

の受理に関する事務

�の５ 政令第５条の５の６第１項の規定

に基づく実施計画の認定の取消しに関す

る事務

～� 省略

�の４ 法第４６条の４第７項第４号の規定

に基づく監事の報告の受理に関する事務

� 法第４７条第１項ただし書の規定に基づ

く管理者の一部を理事に加えないことの

認可に関する事務

� 法第５０条第１項の規定に基づく定款又

は寄附行為の変更の認可に関する事務

� 法第５０条第３項の規定に基づく定款又

は寄附行為の変更の届出の受理に関する

事務

�・�の２ 省略

�～� 省略

� 法第５７条第５項の２（法第５９条の２に

おいて準用する場合を含む。）の規定に

基づく医療法人の合併の認可に関する事

務

�～	 省略


 医療法施行令（昭和２３年政令第３２６

号。以下この項において「政令」とい

う。）第３条の３の規定に基づく診療所

の病床の設置の届出の受付及び当該届出

に係る届出書の知事への送付に関する事

務

�～� 省略

～� 省略

１４の２ 医療法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基

づく事務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町村（特別区を含む。）の区域におい

て病院、診療所若しくは介護老人保健施設

保健所を設置

する市

１４の２ 医療法（以下この項において「法」

という。）及び法の施行のための規則に基

づく事務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町村（特別区を含む。）の区域におい

て病院、診療所若しくは介護老人保健施設

保健所を設置

する市
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又は法第４２条に規定する業務を行う施設を

開設する医療法人に係るものに限る。）

� 省略

�の２ 法第４２条の３第１項の規定に基づ

く実施計画の認定の申請の受付及び当該

申請に係る申請書の知事への送付に関す

る事務並びに認定書の交付に関する事務

�の３ 省略

�の４ 省略

� 法第４６条の５第１項ただし書の規定に

基づく理事の減員の認可の申請の受付及

び当該申請に係る申請書の知事への送付

に関する事務並びに認可書の交付に関す

る事務

�の２ 法第４６条の５第６項ただし書の規

定に基づく管理者の一部を理事に加えな

いことの認可の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事

務並びに認可書の交付に関する事務

�の３ 法第４６条の５の３第２項（法第４６

条の６の２第３項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく一時役員又は

理事長の職務を行うべき者の選任の請求

の受付及び当該請求に係る請求書の知事

への送付に関する事務並びに選任書の交

付に関する事務

� 法第４６条の６第１項ただし書の規定に

基づく医師又は歯科医師でない理事のう

ちからの理事長の選出の認可の申請の受

付及び当該申請に係る申請書の知事への

送付に関する事務並びに認可書の交付に

関する事務

� 法第４６条の８第４号 の規定

に基づく監事の報告の受付及び当該報告

に係る報告書の知事への送付に関する事

務

�及び� 削除

又は法第４２条に規定する業務を行う施設を

開設する医療法人に係るものに限る。）

� 省略

�の２ 省略

�の３ 省略

� 法第４６条の２第１項ただし書の規定に

基づく理事の減員の認可の申請の受付及

び当該申請に係る申請書の知事への送付

に関する事務並びに認可書の交付に関す

る事務

� 法第４６条の３第１項ただし書の規定に

基づく医師又は歯科医師でない理事のう

ちからの理事長の選出の認可の申請の受

付及び当該申請に係る申請書の知事への

送付に関する事務並びに認可書の交付に

関する事務

�の２ 法第４６条の４第５項の規定に基づ

く仮理事の選任の請求の受付及び当該請

求に係る請求書の知事への送付に関する

事務並びに選任書の交付に関する事務

�の３ 法第４６条の４第６項の規定に基づ

く特別代理人の選任の請求の受付及び当

該請求に係る請求書の知事への送付に関

する事務並びに選任書の交付に関する事

務

�の４ 法第４６条の４第７項第４号の規定

に基づく監事の報告の受付及び当該報告

に係る報告書の知事への送付に関する事

務

� 法第４７条第１項ただし書の規定に基づ

く管理者の一部を理事に加えないことの

認可の申請の受付及び当該申請に係る申

請書の知事への送付に関する事務並びに

認可書の交付に関する事務

� 法第５０条第１項の規定に基づく定款又
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� 省略

�の２ 法第５４条の９第３項の規定に基づ

く定款又は寄附行為の変更の認可の申請

の受付及び当該申請に係る申請書の知事

への送付に関する事務並びに認可書の交

付に関する事務

�の３ 法第５４条の９第５項の規定に基づ

く定款又は寄附行為の変更の届出の受付

及び当該届出に係る届出書の知事への送

付に関する事務

�～� 省略

� 法第５８条の２第４項（法第５９条の２に

おいて準用する場合を含む。）の規定に

基づく医療法人の合併の認可の申請の受

付及び当該申請に係る申請書の知事への

送付に関する事務並びに認可書の交付に

関する事務

� 法第６０条の３第４項（法第６１条の３に

おいて準用する場合を含む。）の規定に

基づく医療法人の分割の認可の申請の受

付及び当該申請に係る申請書の知事への

送付に関する事務並びに認可書の交付に

関する事務

� 医療法施行令（以下この項において

「政令」という。）第５条の５の４第１

項の規定に基づく実施計画の変更の認定

の申請の受付及び当該申請に係る申請書

の知事への送付に関する事務並びに認定

書の交付に関する事務

� 政令第５条の５の４第３項の規定に基

づく実施計画の変更の届出の受付及び当

該届出に係る届出書の知事への送付に関

する事務

� 政令第５条の５の５の規定に基づく実

施計画の実施状況を記載した書類等の提

出の受付及び当該提出に係る書類等の知

事への送付に関する事務

	及び
 削除

� 政令

第５条の１２の規定に

基づく登記事項又は登記年月日の届出の

受付及び当該届出に係る届出書の知事へ

の送付に関する事務

� 省略

は寄附行為の変更の認可の申請の受付及

び当該申請に係る申請書の知事への送付

に関する事務並びに認可書の交付に関す

る事務

 法第５０条第３項の規定に基づく定款又

は寄附行為の変更の届出の受付及び当該

届出に係る届出書の知事への送付に関す

る事務

� 省略

�～� 省略

� 法第５７条第５項の２（法第５９条の２に

おいて準用する場合を含む。）の規定に

基づく医療法人の合併の認可の申請の受

付及び当該申請に係る申請書の知事への

送付に関する事務並びに認可書の交付に

関する事務

�から
まで 削除

� 医療法施行令（以下この項において

「政令」という。）第５条の１２の規定に

基づく登記事項又は登記年月日の届出の

受付及び当該届出に係る届出書の知事へ

の送付に関する事務

� 省略
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１４の３～２１ 省略 １４の３～２１ 省略

２２ 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４

号。以下この項において「法」という。）

に基づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

松山市及び新

居浜市

２２ 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４

号。以下この項において「法」という。）

に基づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

松山市及び新

居浜市

２３ 高圧ガス保安法に基づく事務のうち、同

法第６２条第１項の規定に基づく高圧ガスを

消費する者に対する立入検査に関する事務

各市町（松山

市及び新居浜

市を除く。）

２３ 高圧ガス保安法に基づく事務のうち、同

法第６２条第１項の規定に基づく高圧ガスを

消費する者に対する立入検査に関する事務

各市町（松山

市及び新居浜

市を除く。）

２４～２６の５ 省略 ２４～２６の５ 省略

２７ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号。以下この項において「法」という。）

に基づく事務のうち、個人施行者又は土地

区画整理組合が施行する土地区画整理事業

に関する次に掲げるもの（施行地区若しく

は施行区域が２以上の市町の区域にわたる

もの又は第１号から第９号まで及び第１１号

から第１５号までの事務については、施行面

積が１０ヘクタール以上のものに関するもの

を除く。）

� 法第４条第１項、第９条第３項及び第

１３６条第１項の規定に基づく個人施行の

認可に関する事務

� 法第１０条第１項、同条第３項において

準用する法第９条第３項及び法第１３６条

第１項の規定に基づく規準若しくは規約

又は事業計画の変更の認可に関する事務

�・� 省略

� 法第１４条第１項から第３項まで、第２０

条第１項から第３項まで及び第５項、第

２１条第３項及び第４項並びに第１３６条第

１項の規定に基づく組合の設立の認可に

関する事務

� 省略

� 法第３９条第１項、同条第２項において

準用する法第２０条第１項から第３項まで

及び第５項、法第３９条第４項及び第５項

並びに法第１３６条第１項の規定に基づく

組合の定款又は事業計画若しくは事業基

本方針の変更の認可に関する事務

	～
 省略

今治市、八幡

浜市、新居浜

市、大洲市、

東温市、久万

高原町、内子

町及び愛南町

（左欄第１０号

の事務にあっ

て は、今 治

市、八 幡 浜

市、新 居 浜

市、大洲市及

び東温市を除

く。）

２７ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号。以下この項において「法」という。）

に基づく事務のうち、個人施行者又は土地

区画整理組合が施行する土地区画整理事業

に関する次に掲げるもの（施行地区若しく

は施行区域が２以上の市町の区域にわたる

もの又は第１号から第９号まで及び第１１号

から第１５号までの事務については施行面積

が１０ヘクタール以上のものに関するもの

を除く。）

� 法第４条第１項、第９条第３項及び第

１３６条 の規定に基づく個人施行の

認可に関する事務

� 法第１０条第１項、同条第３項において

準用する法第９条第３項及び法第１３６条

の規定に基づく規準若しくは規約

又は事業計画の変更の認可に関する事務

�・� 省略

� 法第１４条第１項から第３項まで、第２０

条第１項から第３項まで及び第５項、第

２１条第３項及び第４項並びに第１３６条

の規定に基づく組合の設立の認可に

関する事務

� 省略

� 法第３９条第１項、同条第２項において

準用する法第２０条第１項から第３項まで

及び第５項、法第３９条第４項及び第５項

並びに法第１３６条 の規定に基づく

組合の定款又は事業計画若しくは事業基

本方針の変更の認可に関する事務

	～
 省略

今治市、八幡

浜市、新居浜

市、大洲市、

東温市、久万

高原町、内子

町及び愛南町

（左欄第１０号

の事務にあっ

て は、今 治

市、八 幡 浜

市、新 居 浜

市、大洲市及

び東温市を除

く。）

２８～４８ 省略 ２８～４８ 省略

４８の２ 液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律（昭和４２年法律第

１４９号。以下この項において「法」とい

う。）に基づく事務のうち、次に掲げるも

の（２以上の市町の区域にわたるものに関

するものを除く。）

�～� 省略

松山市及び新

居浜市

４８の２ 液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律（昭和４２年法律第

１４９号。以下この項において「法」とい

う。）に基づく事務のうち、次に掲げるも

の（２以上の市町の区域にわたるものに関

するものを除く。）

�～� 省略

松山市及び新

居浜市

４９ 省略 ４９ 省略
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附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第７号
愛媛県県税賦課徴収条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例等の一部を改正する条例

（愛媛県県税賦課徴収条例の一部改正）

第１条 愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

４９の２ 液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律（以下この項におい

て「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

� 液化石油ガスの保安の確保及び取引の

適正化に関する法律施行令（

以下この項において「政令」

という。）第１３条第７項の規定に基づく

法第８２条第１項に規定する液化石油ガス

器具等の販売の事業を行う者（以下この

項において「販売事業者」という。）に

対する報告の徴収に関する事務

�～� 省略

各町 ４９の２ 液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律（以下この項におい

て「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

� 液化石油ガスの保安の確保及び取引の

適正化に関する法律施行令（昭和４３年政

令第１４号。以下この項において「政令」

という。）第１３条第７項の規定に基づく

法第８２条第１項に規定する液化石油ガス

器具等の販売の事業を行う者（以下この

項において「販売事業者」という。）に

対する報告の徴収に関する事務

�～� 省略

各町

５０～５２の２ 省略 ５０～５２の２ 省略

５２の３ 都市再開発法（以下この項において

「法」という。）に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

�～� 省略

今治市、八幡

浜市、新居浜

市、大洲市、

久万高原町、

砥部町、内子

町及び愛南町

５２の３ 都市再開発法（以下この項において

「法」という。）に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

�～� 省略

今治市、八幡

浜市、新居浜

市、大洲市、

久万高原町、

砥部町、内子

町及び愛南町

５３～６２ 省略 ５３～６２ 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

（個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除）

第７条の４の２ 平成２２年度から平成４３年度までの各年度分の個人

の県民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場

合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から平成３３

年までの各年である場合に限る。）において、前条第１項の規定

の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第１項に規定す

るところにより控除すべき額を、当該納税義務者の第１３条及び第

１４条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとす

る。

２・３ 省略

４ 県民税の所得割の納税義務者が、居住年が平成２６年から平成３３

年までであつて、かつ、租税特別措置法第４１条第３項第２号に規

定する特定取得に該当する同条第１項に規定する住宅の取得等に

附 則

（個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除）

第７条の４の２ 平成２２年度から平成４１年度までの各年度分の個人

の県民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場

合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から平成３１

年までの各年である場合に限る。）において、前条第１項の規定

の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第１項に規定す

るところにより控除すべき額を、当該納税義務者の第１３条及び第

１４条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとす

る。

２・３ 省略

４ 県民税の所得割の納税義務者が、居住年が平成２６年から平成３１

年までであつて、かつ、租税特別措置法第４１条第３項第２号に規

定する特定取得に該当する同条第１項に規定する住宅の取得等に
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係る同項に規定する住宅借入金等の金額を有するときは、第１項

の規定の適用については、同項中「法附則第５条の４の２第１

項」とあるのは、「法附則第５条の４の２第４項の規定により読

み替えて適用される同条第１項」とする。

（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期間等の

特例）

第７条の４の３ 省略

２ 省略

３ 前項の場合において、当該納税義務者が平成２６年から平成３３年

までの居住年に係る租税特別措置法第４１条第１項に規定する住宅

借入金等（居住年が平成２６年である場合には、その同項に規定す

る居住日が平成２６年４月１日から同年１２月３１日までの期間内の日

であるものに限る。）の金額を有するときは、前項の規定により

読み替えて適用される前条第１項中「法附則第４５条第２項」とあ

るのは、「法附則第４５条第３項の規定により読み替えられた、同

条第２項」とする。

（自動車税の税率の特例）

第２３条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電気を動力源とす

る自動車で内燃機関を有しないものをいう。次項第１号において

同じ。）、天然ガス自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃

料として用いる自動車で地方税法施行規則で定めるものをいう。

同項第２号において同じ。）、メタノール自動車（専らメタノー

ルを内燃機関の燃料として用いる自動車で同省令で定めるものを

いう。次項において同じ。）、混合メタノール自動車（メタノー

ルとメタノール以外のものとの混合物で同省令で定めるものを内

燃機関の燃料として用いる自動車で同省令で定めるものをいう。

同項において同じ。）及びガソリンを内燃機関の燃料として用い

る電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で併せて電気その他

の同省令で定めるものを動力源として用いるものであつて、廃エ

ネルギーを回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法

（昭和４３年法律第９７号）第２条第１４項に規定する自動車排出ガス

の排出の抑制に資するもので同省令で定めるものをいう。次項第

３号 において同じ。）並びにバス（一般乗合用のもの

に限る。）及び被けん引自動車を除く。）に対する当該各号に定

める年度以後の年度分の自動車税に係る第４３条第１項及び第２項

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。

� ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用いる自

動車で平成１６年３月３１日までに最初の道路運送車両法第７条第

１項に規定する新規登録（以下この条において「新車新規登

録」という。）を受けたもの 新車新規登録を受けた日から起

算して１４年を経過した日の属する年度

� 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車その他の前号に掲

げる自動車以外の自動車で平成１８年３月３１日までに新車新規登

録を受けたもの 新車新規登録を受けた日から起算して１２年を

経過した日の属する年度

係る同項に規定する住宅借入金等の金額を有するときは、第１項

の規定の適用については、同項中「法附則第５条の４の２第１

項」とあるのは、「法附則第５条の４の２第４項の規定により読

み替えて適用される同条第１項」とする。

（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期間等の

特例）

第７条の４の３ 省略

２ 省略

３ 前項の場合において、当該納税義務者が平成２６年から平成３１年

までの居住年に係る租税特別措置法第４１条第１項に規定する住宅

借入金等（居住年が平成２６年である場合には、その同項に規定す

る居住日が平成２６年４月１日から同年１２月３１日までの期間内の日

であるものに限る。）の金額を有するときは、前項の規定により

読み替えて適用される前条第１項中「法附則第４５条第２項」とあ

るのは、「法附則第４５条第３項の規定により読み替えられた、同

条第２項」とする。

（自動車税の税率の特例）

第２３条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電気を動力源とす

る自動車で内燃機関を有しないものをいう。以下この条において

同じ。）、天然ガス自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃

料として用いる自動車で地方税法施行規則で定めるものをいう。

以下この条において同じ。）、メタノール自動車（専らメタノー

ルを内燃機関の燃料として用いる自動車で同省令で定めるものを

いう。次項において同じ。）、混合メタノール自動車（メタノー

ルとメタノール以外のものとの混合物で同省令で定めるものを内

燃機関の燃料として用いる自動車で同省令で定めるものをいう。

同項において同じ。）及びガソリンを内燃機関の燃料として用い

る電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で併せて電気その他

の同省令で定めるものを動力源として用いるものであつて、廃エ

ネルギーを回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法

（昭和４３年法律第９７号）第２条第１４項に規定する自動車排出ガス

の排出の抑制に資するもので同省令で定めるものをいう。次項及

び第３項第３号において同じ。）並びにバス（一般乗合用のもの

に限る。）及び被けん引自動車を除く。）に対する当該各号に定

める年度以後の年度分の自動車税に係る第４３条第１項及び第２項

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる 規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。

� ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用いる自

動車で平成１５年３月３１日までに最初の道路運送車両法第７条第

１項に規定する新規登録（以下この条において「新車新規登

録」という。）を受けたもの 新車新規登録を受けた日から起

算して１４年を経過した日の属する年度

� 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車その他の前号に掲

げる自動車以外の自動車で平成１７年３月３１日までに新車新規登

録を受けたもの 新車新規登録を受けた日から起算して１２年を

経過した日の属する年度

第１項第１号の表営業用の項 省略 第４３条第１項第１号の表営業用の項 省略

第１項第１号の表自家用の項 省略 第４３条第１項第１号の表自家用の項 省略

第１項第２号の表営業用の項 省略 第４３条第１項第２号の表営業用の項 省略

第１項第２号の表営業用けん引自動

車の項

省略 第４３条第１項第２号の表営業用けん

引自動車の項

省略
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第１項第２号の表自家用の項 省略 第４３条第１項第２号の表自家用の項 省略

第１項第２号の表自家用けん引自動

車の項

省略 第４３条第１項第２号の表自家用けん

引自動車の項

省略

第１項第３号の表営業用その他の項 省略 第４３条第１項第３号の表営業用その

他の項

省略

第１項第３号の表自家用の項 省略 第４３条第１項第３号の表自家用の項 省略

第１項第４号の表 省略 第４３条第１項第４号の表 省略

第１項第５号の表キャンピング車の

項

省略 第４３条第１項第５号の表キャンピン

グ車の項

省略

第１項第５号の表宣伝車の項 省略 第４３条第１項第５号の表宣伝車の項 省略

第１項第５号の表霊きゆう車の項 省略 第４３条第１項第５号の表霊きゆう車

の項

省略

第１項第５号の表その他の項 省略 第４３条第１項第５号の表その他の項 省略

第２項の表営業用の項 省略 第４３条第２項の表営業用の項 省略

第２項の表自家用の項 省略 第４３条第２項の表自家用の項 省略

２ 次に掲げる自動車（電気自動車、天然ガス自動車、メタノール

自動車、混合メタノール自動車及びガソリンを内燃機関の燃料と

して用いる電力併用自動車並びにバス（一般乗合用のものに限

る。）及び被けん引自動車を除く。）に対する平成２６年度分の自

動車税に係る第４３条第１項及び第２項の規定の適用については、

前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

� ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用いる自

動車で平成１３年３月３１日までに新車新規登録を受けたもの

� 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車その他の前号に掲

げる自動車以外の自動車で平成１５年３月３１日までに新車新規登

録を受けたもの

第４３条第１項第１号の表営業用の項 ７，５００円 ８，２００円

８，５００円 ９，３００円

９，５００円 １０，４００円

１３，８００円 １５，１００円

１５，７００円 １７，２００円

１７，９００円 １９，６００円

２０，５００円 ２２，５００円

２３，６００円 ２５，９００円

２７，２００円 ２９，９００円

４０，７００円 ４４，７００円

第４３条第１項第１号の表自家用の項 ２９，５００円 ３２，４００円

３４，５００円 ３７，９００円

３９，５００円 ４３，４００円

４５，０００円 ４９，５００円

５１，０００円 ５６，１００円

５８，０００円 ６３，８００円

６６，５００円 ７３，１００円

７６，５００円 ８４，１００円

８８，０００円 ９６，８００円
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１１１，０００円 １２２，１００円

第４３条第１項第２号の表営業用の項 ６，５００円 ７，１００円

９，０００円 ９，９００円

１２，０００円 １３，２００円

１５，０００円 １６，５００円

１８，５００円 ２０，３００円

２２，０００円 ２４，２００円

２５，５００円 ２８，０００円

２９，５００円 ３２，４００円

４，７００円 ５，１００円

第４３条第１項第２号の表営業用けん

引自動車の項

１５，１００円 １６，６００円

７，５００円 ８，２００円

第４３条第１項第２号の表自家用の項 ８，０００円 ８，８００円

１１，５００円 １２，６００円

１６，０００円 １７，６００円

２０，５００円 ２２，５００円

２５，５００円 ２８，０００円

３０，０００円 ３３，０００円

３５，０００円 ３８，５００円

４０，５００円 ４４，５００円

６，３００円 ６，９００円

第４３条第１項第２号の表自家用けん

引自動車の項

２０，６００円 ２２，６００円

１０，２００円 １１，２００円

第４３条第１項第３号の表営業用その

他の項

２６，５００円 ２９，１００円

３２，０００円 ３５，２００円

３８，０００円 ４１，８００円

４４，０００円 ４８，４００円

５０，５００円 ５５，５００円

５７，０００円 ６２，７００円

６４，０００円 ７０，４００円

第４３条第１項第３号の表自家用の項 ３３，０００円 ３６，３００円

４１，０００円 ４５，１００円

４９，０００円 ５３，９００円

５７，０００円 ６２，７００円

６５，５００円 ７２，０００円

７４，０００円 ８１，４００円

８３，０００円 ９１，３００円

第４３条第１項第４号の表 ４，５００円 ４，９００円

６，０００円 ６，６００円

第４３条第１項第５号の表キャンピン

グ車の項

２３，６００円 ２５，９００円

２７，６００円 ３０，３００円

３１，６００円 ３４，７００円

３６，０００円 ３９，６００円

４０，８００円 ４４，８００円
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４６，４００円 ５１，０００円

５３，２００円 ５８，５００円

６１，２００円 ６７，３００円

７０，４００円 ７７，４００円

８８，８００円 ９７，６００円

第４３条第１項第５号の表宣伝車の項 ２０，６００円 ２２，６００円

７，６００円 ８，３００円

第４３条第１項第５号の表霊きゆう車 １１，０００円 １２，１００円

の項 ４，２００円 ４，６００円

第４３条第１項第５号の表その他の項 ９，７００円 １０，６００円

１３，２００円 １４，５００円

第４３条第２項の表営業用の項 ３，７００円 ４，１００円

４，７００円 ５，２００円

６，３００円 ６，９００円

第４３条第２項の表自家用の項 ５，２００円 ５，７００円

６，３００円 ６，９００円

８，０００円 ８，８００円

３ 次に掲げる自動車に対する第４３条第１項及び第２項の規定の適

用については、当該自動車が平成２４年４月１日から平成２５年３月

３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあつては平成２５年度

分の自動車税に限り、当該自動車が平成２５年４月１日から平成２６

年３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあつては平成

２６年度分の自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

� 電気自動車

� 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第４１条の規定により

平成２１年１０月１日（同法第４０条第３号に規定する車両総重量が

３．５トンを超え１２トン以下のものにあつては、平成２２年１０月１

日）以降に適用されるべきものとして定められた自動車排出ガ

スに係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準

（第４号及び第５項第５号において「排出ガス保安基準」とい

う。）で地方税法施行規則で定めるもの（以下この号及び同項

第２号において「平成２１年天然ガス車基準」という。）に適合

し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成２１年天然ガス車基準に定

める窒素酸化物の値の１０分の９を超えないもので同省令で定め

るもの

� 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車のうち、動力源

として用いる電気を外部から充電する機能を備えているもので

地方税法施行規則で定めるものをいう。第５項第３号において

同じ。）

� エネルギーの使用の合理化等に関する法律第８０条第１号イに

規定するエネルギー消費効率（以下この条において「エネルギ

ー消費効率」という。）が同法第７８条第１項の規定により定め

られるエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準となる

べき事項を勘案して地方税法施行規則で定めるエネルギー消費

効率（第５項第４号及び第７項において「基準エネルギー消費

効率」という。）であつて平成２７年度以降の各年度において適

用されるべきものとして定められたもの（以下この条において
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「平成２７年度基準エネルギー消費効率」という。）に１００分の

１１０を乗じて得た数値以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出

量が道路運送車両法第４１条の規定により平成１７年１０月１日以降

に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基準に定

める窒素酸化物の値で同省令で定めるもの（以下この条におい

て「平成１７年窒素酸化物排出許容限度」という。）の４分の１

を超えないもので同省令で定めるもの

第４３条第１項第１号の表営業用の項 ７，５００円 ４，０００円

８，５００円 ４，５００円

９，５００円 ５，０００円

１３，８００円 ７，０００円

１５，７００円 ８，０００円

１７，９００円 ９，０００円

２０，５００円 １０，５００円

２３，６００円 １２，０００円

２７，２００円 １４，０００円

４０，７００円 ２０，５００円

第４３条第１項第１号の表自家用の項 ２９，５００円 １５，０００円

３４，５００円 １７，５００円

３９，５００円 ２０，０００円

４５，０００円 ２２，５００円

５１，０００円 ２５，５００円

５８，０００円 ２９，０００円

６６，５００円 ３３，５００円

７６，５００円 ３８，５００円

８８，０００円 ４４，０００円

１１１，０００円 ５５，５００円

第４３条第１項第２号の表営業用の項 ６，５００円 ３，５００円

９，０００円 ４，５００円

１２，０００円 ６，０００円

１５，０００円 ７，５００円

１８，５００円 ９，５００円

２２，０００円 １１，０００円

２５，５００円 １３，０００円

２９，５００円 １５，０００円

４，７００円 ２，４００円

第４３条第１項第２号の表営業用けん １５，１００円 ８，０００円

引自動車の項 ７，５００円 ４，０００円

第４３条第１項第２号の表自家用の項 ８，０００円 ４，０００円

１１，５００円 ６，０００円

１６，０００円 ８，０００円

２０，５００円 １０，５００円

２５，５００円 １３，０００円

３０，０００円 １５，０００円

３５，０００円 １７，５００円
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４０，５００円 ２０，５００円

６，３００円 ３，２００円

第４３条第１項第２号の表自家用けん ２０，６００円 １０，５００円

引自動車の項 １０，２００円 ５，５００円

第４３条第１項第３号の表営業用一般

乗合用の項

１２，０００円 ６，０００円

１４，５００円 ７，５００円

１７，５００円 ９，０００円

２０，０００円 １０，０００円

２２，５００円 １１，５００円

２５，５００円 １３，０００円

２９，０００円 １４，５００円

第４３条第１項第３号の表営業用その

他の項

２６，５００円 １３，５００円

３２，０００円 １６，０００円

３８，０００円 １９，０００円

４４，０００円 ２２，０００円

５０，５００円 ２５，５００円

５７，０００円 ２８，５００円

６４，０００円 ３２，０００円

第４３条第１項第３号の表自家用の項 ３３，０００円 １６，５００円

４１，０００円 ２０，５００円

４９，０００円 ２４，５００円

５７，０００円 ２８，５００円

６５，５００円 ３３，０００円

７４，０００円 ３７，０００円

８３，０００円 ４１，５００円

第４３条第１項第４号の表 ４，５００円 ２，５００円

６，０００円 ３，０００円

第４３条第１項第５号の表キャンピン

グ車の項

２３，６００円 １２，０００円

２７，６００円 １４，０００円

３１，６００円 １６，０００円

３６，０００円 １８，０００円

４０，８００円 ２０，５００円

４６，４００円 ２３，５００円

５３，２００円 ２７，０００円

６１，２００円 ３１，０００円

７０，４００円 ３５，５００円

８８，８００円 ４４，５００円

第４３条第１項第５号の表宣伝車の項 ２０，６００円 １０，５００円

７，６００円 ４，０００円

第４３条第１項第５号の表霊きゆう車

の項

１１，０００円 ５，５００円

４，２００円 ２，５００円

第４３条第１項第５号の表その他の項 ９，７００円 ５，０００円

１３，２００円 ７，０００円

第４３条第２項の表営業用の項 ３，７００円 １，８００円
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４，７００円 ２，３００円

６，３００円 ３，２００円

第４３条第２項の表自家用の項 ５，２００円 ２，６００円

６，３００円 ３，２００円

８，０００円 ４，０００円

４ エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率以上

の自動車のうち窒素酸化物の排出量が平成１７年窒素酸化物排出許

容限度の４分の１を超えないもので地方税法施行規則で定めるも

の（前項の規定の適用を受ける自動車を除く。）に対する第４３条

第１項及び第２項の規定の適用については、当該自動車が平成２４

年４月１日から平成２５年３月３１日までの間に新車新規登録を受け

た場合にあつては平成２５年度分の自動車税に限り、当該自動車が

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間に新車新規登録

を受けた場合にあつては平成２６年度分の自動車税に限り、次の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。

第４３条第１項第１号の表営業用の項 ７，５００円 ６，０００円

８，５００円 ６，５００円

９，５００円 ７，５００円

１３，８００円 １０，５００円

１５，７００円 １２，０００円

１７，９００円 １３，５００円

２０，５００円 １５，５００円

２３，６００円 １８，０００円

２７，２００円 ２０，５００円

４０，７００円 ３１，０００円

第４３条第１項第１号の表自家用の項 ２９，５００円 ２２，５００円

３４，５００円 ２６，０００円

３９，５００円 ３０，０００円

４５，０００円 ３４，０００円

５１，０００円 ３８，５００円

５８，０００円 ４３，５００円

６６，５００円 ５０，０００円

７６，５００円 ５７，５００円

８８，０００円 ６６，０００円

１１１，０００円 ８３，５００円

第４３条第１項第２号の表営業用の項 ６，５００円 ５，０００円

９，０００円 ７，０００円

１２，０００円 ９，０００円

１５，０００円 １１，５００円

１８，５００円 １４，０００円

２２，０００円 １６，５００円

２５，５００円 １９，５００円

２９，５００円 ２２，５００円

４，７００円 ３，５００円
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第４３条第１項第２号の表営業用けん

引自動車の項

１５，１００円 １１，５００円

７，５００円 ６，０００円

第４３条第１項第２号の表自家用の項 ８，０００円 ６，０００円

１１，５００円 ９，０００円

１６，０００円 １２，０００円

２０，５００円 １５，５００円

２５，５００円 １９，５００円

３０，０００円 ２２，５００円

３５，０００円 ２６，５００円

４０，５００円 ３０，５００円

６，３００円 ４，７００円

第４３条第１項第２号の表自家用けん

引自動車の項

２０，６００円 １５，５００円

１０，２００円 ８，０００円

第４３条第１項第３号の表営業用一般

乗合用の項

１２，０００円 ９，０００円

１４，５００円 １１，０００円

１７，５００円 １３，５００円

２０，０００円 １５，０００円

２２，５００円 １７，０００円

２５，５００円 １９，５００円

２９，０００円 ２２，０００円

第４３条第１項第３号の表営業用その

他の項

２６，５００円 ２０，０００円

３２，０００円 ２４，０００円

３８，０００円 ２８，５００円

４４，０００円 ３３，０００円

５０，５００円 ３８，０００円

５７，０００円 ４３，０００円

６４，０００円 ４８，０００円

第４３条第１項第３号の表自家用の項 ３３，０００円 ２５，０００円

４１，０００円 ３１，０００円

４９，０００円 ３７，０００円

５７，０００円 ４３，０００円

６５，５００円 ４９，５００円

７４，０００円 ５５，５００円

８３，０００円 ６２，５００円

第４３条第１項第４号の表 ４，５００円 ３，５００円

６，０００円 ４，５００円

第４３条第１項第５号の表キャンピン

グ車の項

２３，６００円 １８，０００円

２７，６００円 ２１，０００円

３１，６００円 ２４，０００円

３６，０００円 ２７，０００円

４０，８００円 ３１，０００円

４６，４００円 ３５，０００円

５３，２００円 ４０，０００円

６１，２００円 ４６，０００円
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７０，４００円 ５３，０００円

８８，８００円 ６７，０００円

第４３条第１項第５号の表宣伝車の項 ２０，６００円 １５，５００円

７，６００円 ６，０００円

第４３条第１項第５号の表霊きゆう車 １１，０００円 ８，５００円

の項 ４，２００円 ３，５００円

第４３条第１項第５号の表その他の項 ９，７００円 ７，５００円

１３，２００円 １０，０００円

第４３条第２項の表営業用の項 ３，７００円 ２，８００円

４，７００円 ３，５００円

６，３００円 ５，０００円

第４３条第２項の表自家用の項 ５，２００円 ４，０００円

６，３００円 ５，０００円

８，０００円 ６，０００円

２ 次に掲げる自動車に対する第４３条第１項及び第２項の規定の適

用については、当該自動車が平成２８年４月１日から平成２９年３月

３１日までの間に新車新規登録を受けた場合には、平成２９年度分

の自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

� 省略

� 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第４１条の規定により

平成２１年１０月１日（同法第４０条第３号に規定する車両総重量が

３．５トンを超え１２トン以下のものにあつては、平成２２年１０月１

日）以降に適用されるべきものとして定められた自動車排出ガ

スに係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準

（第４号及び第５号において「排出ガス保安基準」という。）

で地方税法施行規則で定めるもの（以下この号において「平成

２１年天然ガス車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物

の排出量が平成２１年天然ガス車基準に定める窒素酸化物の値の

１０分の９を超えないもので同省令 で定めるもの

� 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車のうち、動力源

として用いる電気を外部から充電する機能を備えているもので

地方税法施行規則で定めるものをいう。）

� エネルギーの使用の合理化等に関する法律第８０条第１号イに

規定するエネルギー消費効率（以下この号及び次項において

「エネルギー消費効率」という。）が同法第７８条第１項の規定

により定められるエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の

基準となるべき事項を勘案して地方税法施行規則で定めるエネ

ルギー消費効率（次項において「基準エネルギー消費効率」と

いう。）であつて平成３２年度以降の各年度において適用される

べきものとして定められたものに１００分の１１０を乗じて得た数値

以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第

４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきもの

として定められた排出ガス保安基準に定める窒素酸化物の値で

同省令で定めるもの（次項において「平成１７年窒素酸化物排出

許容限度」という。）の４分の１を超えないもので同省令で定

めるもの

� 省略

５ 次に掲げる自動車に対する第４３条第１項及び第２項の規定の適

用については、当該自動車が平成２６年４月１日から平成２７年３月

３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあつては平成２７年度

分の自動車税に限り、当該自動車が平成２７年４月１日から平成２８

年３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあつては平成

２８年度分の自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる 規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。

� 省略

� 天然ガス自動車のうち、平成２１年天然ガス車基準

平成２１年１０月１日（同法第４０条第３号に規定する車両総重量が

３．５トンを超え１２トン以下のものにあつては、平成２２年１０月１

日）以降に適用されるべきものとして定められた自動車排出ガ

スに係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準

（第４号及び第５号において「排出ガス保安基準」という。）

で地方税法施行規則で定めるもの（以下この号において「平成

２１年天然ガス車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物

の排出量が平成２１年天然ガス車基準に定める窒素酸化物の値の

１０分の９を超えないもので地方税法施行規則で定めるもの

� 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車のうち、動力源

として用いる電気を外部から充電する機能を備えているもので

地方税法施行規則で定めるものをいう。）

� エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に

１００分の１２０を乗じて得た数値以上かつ平成３２年度基準エネルギ

ー消費効率（基準エネルギー消費効率であつて平成３２年度以降

の各年度において適用されるべきものとして定められたものを

いう。）以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量が平成１７年

窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超えないもので地方税法

施行規則で定めるもの

� 省略
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第１項第１号の表営業用の項 省略 第４３条第１項第１号の表営業用の項 省略

第１項第１号の表自家用の項 省略 第４３条第１項第１号の表自家用の項 省略

第１項第２号の表営業用の項 省略 第４３条第１項第２号の表営業用の項 省略

第１項第２号の表営業用けん引自動

車の項

省略 第４３条第１項第２号の表営業用けん

引自動車の項

省略

第１項第２号の表自家用の項 省略 第４３条第１項第２号の表自家用の項 省略

第１項第２号の表自家用けん引自動

車の項

省略 第４３条第１項第２号の表自家用けん

引自動車の項

省略

第１項第３号の表営業用一般乗合用

の項

省略 第４３条第１項第３号の表営業用一般

乗合用の項

省略

第１項第３号の表営業用その他の項 省略 第４３条第１項第３号の表営業用その

他の項

省略

第１項第３号の表自家用の項 省略 第４３条第１項第３号の表自家用の項 省略

第１項第４号の表 省略 第４３条第１項第４号の表 省略

第１項第５号の表キャンピング車の 省略 第４３条第１項第５号の表キャンピン

グ車の項

省略

項

第１項第５号の表宣伝車の項 省略 第４３条第１項第５号の表宣伝車の項 省略

第１項第５号の表霊きゆう車の項 省略 第４３条第１項第５号の表霊きゆう車

の項

省略

第１項第５号の表その他の項 省略 第４３条第１項第５号の表その他の項 省略

第２項の表営業用の項 省略 第４３条第２項の表営業用の項 省略

第２項の表自家用の項 省略 第４３条第２項の表自家用の項 省略

３ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率であつて平成２７

年度以降の各年度において適用されるべきものとして定められた

ものに１００分の１２０を乗じて得た数値以上の自動車のうち窒素酸化

物の排出量が平成１７年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超え

ないもので地方税法施行規則で定めるもの（前項の規定の適用を

受ける自動車を除く。）に対する第４３条第１項及び第２項の規定

の適用については、当該自動車が平成２８年４月１日から平成２９年

３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合には、平成２９年度

分

の自動車税に限り、次の 表の左欄に掲げる同条

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。

６ エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に

１００分 の１１０

を乗じて得た数値以上の自動車のうち窒素酸化

物の排出量が平成１７年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超え

ないもので地方税法施行規則で定めるもの（前項の規定の適用を

受ける自動車を除く。）に対する第４３条第１項及び第２項の規定

の適用については、当該自動車が平成２６年４月１日から平成２７年

３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあつては平成２７

年度分の自動車税に限り、当該自動車が平成２７年４月１日から平

成２８年３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合にあつては

平成２８年度分の自動車税に限り、第３項の表の左欄に掲げる

規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。

第１項第１号の表営業用の項 ７，５００円 ４，０００円

８，５００円 ４，５００円

９，５００円 ５，０００円

１３，８００円 ７，０００円

１５，７００円 ８，０００円

１７，９００円 ９，０００円

２０，５００円 １０，５００円

２３，６００円 １２，０００円

２７，２００円 １４，０００円

４０，７００円 ２０，５００円
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第１項第１号の表自家用の項 ２９，５００円 １５，０００円

３４，５００円 １７，５００円

３９，５００円 ２０，０００円

４５，０００円 ２２，５００円

５１，０００円 ２５，５００円

５８，０００円 ２９，０００円

６６，５００円 ３３，５００円

７６，５００円 ３８，５００円

８８，０００円 ４４，０００円

１１１，０００円 ５５，５００円

第１項第２号の表営業用の項 ６，５００円 ３，５００円

９，０００円 ４，５００円

１２，０００円 ６，０００円

１５，０００円 ７，５００円

１８，５００円 ９，５００円

２２，０００円 １１，０００円

２５，５００円 １３，０００円

２９，５００円 １５，０００円

４，７００円 ２，４００円

第１項第２号の表営業用けん引自動

車の項

１５，１００円 ８，０００円

７，５００円 ４，０００円

第１項第２号の表自家用の項 ８，０００円 ４，０００円

１１，５００円 ６，０００円

１６，０００円 ８，０００円

２０，５００円 １０，５００円

２５，５００円 １３，０００円

３０，０００円 １５，０００円

３５，０００円 １７，５００円

４０，５００円 ２０，５００円

６，３００円 ３，２００円

第１項第２号の表自家用けん引自動

車の項

２０，６００円 １０，５００円

１０，２００円 ５，５００円

第１項第３号の表営業用一般乗合用

の項

１２，０００円 ６，０００円

１４，５００円 ７，５００円

１７，５００円 ９，０００円

２０，０００円 １０，０００円

２２，５００円 １１，５００円

２５，５００円 １３，０００円

２９，０００円 １４，５００円

第１項第３号の表営業用その他の項 ２６，５００円 １３，５００円

３２，０００円 １６，０００円

３８，０００円 １９，０００円

４４，０００円 ２２，０００円

５０，５００円 ２５，５００円
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５７，０００円 ２８，５００円

６４，０００円 ３２，０００円

第１項第３号の表自家用の項 ３３，０００円 １６，５００円

４１，０００円 ２０，５００円

４９，０００円 ２４，５００円

５７，０００円 ２８，５００円

６５，５００円 ３３，０００円

７４，０００円 ３７，０００円

８３，０００円 ４１，５００円

第１項第４号の表 ４，５００円 ２，５００円

６，０００円 ３，０００円

第１項第５号の表キャンピング車の

項

２３，６００円 １２，０００円

２７，６００円 １４，０００円

３１，６００円 １６，０００円

３６，０００円 １８，０００円

４０，８００円 ２０，５００円

４６，４００円 ２３，５００円

５３，２００円 ２７，０００円

６１，２００円 ３１，０００円

７０，４００円 ３５，５００円

８８，８００円 ４４，５００円

第１項第５号の表宣伝車の項 ２０，６００円 １０，５００円

７，６００円 ４，０００円

第１項第５号の表霊きゆう車の項 １１，０００円 ５，５００円

４，２００円 ２，５００円

第１項第５号の表その他の項 ９，７００円 ５，０００円

１３，２００円 ７，０００円

第２項の表営業用の項 ３，７００円 １，８００円

４，７００円 ２，３００円

６，３００円 ３，２００円

第２項の表自家用の項 ５，２００円 ２，６００円

６，３００円 ３，２００円

８，０００円 ４，０００円

７ 第３項（第４号に係る部分に限る。）及び第４項の規定は、平

成２７年度基準エネルギー消費効率を算定する方法として地方税法

施行規則で定める方法によりエネルギー消費効率を算定していな

い自動車であつて、平成２２年度基準エネルギー消費効率（基準エ

ネルギー消費効率であつて平成２２年度以降の各年度において適用

されるべきものとして定められたものをいう。）を算定する方法

として同省令で定める方法によりエネルギー消費効率を算定して

いるものについて準用する。この場合において、第３項第４号中

「平成２７年度以降」とあるのは「平成２２年度以降」と、「平成２７

年度基準エネルギー消費効率」とあるのは「平成２２年度基準エネ

ルギー消費効率」と、「１００分の１１０」とあるのは「１００分の１３８」

と、第４項中「平成２７年度基準エネルギー消費効率」とあるのは

「平成２２年度基準エネルギー消費効率に１００分の１２５を乗じて得た

数値」と読み替えるものとする。
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第２条 愛媛県県税賦課徴収条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

第２２条の７ 省略

（自動車税の環境性能割の税率の特例）

第２２条の８ 営業用の自動車に対する第４２条の３第１項及び第２項

（これらの規定を同条第４項において準用する場合を含む。）並

びに同条第３項の規定の適用については、当分の間、次の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。

附 則

第２２条の７ 省略

第１項（第４項において準用する

場合を含む。）

１００分の１ １００分の０．５

第２項（第４項において準用する

場合を含む。）

１００分の２ １００分の１

第３項 １００分の３ １００分の２

（自動車税の種別割の税率の特例）

第２３条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電気を動力源とす

る自動車で内燃機関を有しないものをいう

。）、天然ガス自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃

料として用いる自動車で地方税法施行規則で定めるものをいう

。）、メタノール自動車（専らメタノー

ルを内燃機関の燃料として用いる自動車で同省令で定めるものを

いう。）、混合メタノール自動車（メタノールとメタノール以外

のものとの混合物で同省令で定めるものを内燃機関の燃料として

用いる自動車で同省令で定めるものをいう。）及びガソリンを内

燃機関の燃料として用いる電力併用自動車（内燃機関を有する自

動車で併せて電気その他の同省令で定めるものを動力源として用

いるものであつて、廃エネルギーを回収する機能を備えているこ

とにより大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第２条第１４項に

規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので同省令で定

めるものをいう 。）並びに第４３条第１

項第３号に規定する一般乗合用バス及び被けん引自動車を除

く。）に対する当該各号に定める年度以後の年度分の自動車税の

種別割に係る同項及び同条第２項の規定の適用については、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

� ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用いる自

動車で平成１６年３月３１日までに最初の第４２条の２第３項

に規定する新規登録（以下この条において「初回新規登

録」という。）を受けたもの 初回新規登録を受けた日から起

算して１４年を経過した日の属する年度

� 第４２条の３第１項第２号に規定する軽油自動車その他の前号

に掲げる自動車以外の自動車で平成１８年３月３１日までに初回新

規登録を受けたもの 初回新規登録を受けた日から起算して１２

年を経過した日の属する年度

省略

（自動車税の種別割の税率の特例）

第２３条 次の各号に掲げる自動車（電気自動車（電気を動力源とす

る自動車で内燃機関を有しないものをいう。次項第１号において

同じ。）、天然ガス自動車（専ら可燃性天然ガスを内燃機関の燃

料として用いる自動車で地方税法施行規則で定めるものをいう。

同項第２号において同じ。）、メタノール自動車（専らメタノー

ルを内燃機関の燃料として用いる自動車で同省令で定めるものを

いう。）、混合メタノール自動車（メタノールとメタノール以外

のものとの混合物で同省令で定めるものを内燃機関の燃料として

用いる自動車で同省令で定めるものをいう。）及びガソリンを内

燃機関の燃料として用いる電力併用自動車（内燃機関を有する自

動車で併せて電気その他の同省令で定めるものを動力源として用

いるものであつて、廃エネルギーを回収する機能を備えているこ

とにより大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第２条第１４項に

規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するもので同省令で定

めるものをいう。次項第３号において同じ。）並びにバス（一般

乗合用のものに限る。） 及び被けん引自動車を除

く。）に対する当該各号に定める年度以後の年度分の自動車税に

係る第４３条第１項及び第２項 の規定の適用については、次の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

� ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用いる自

動車で平成１６年３月３１日までに最初の道路運送車両法第７条第

１項に規定する新規登録（以下この条において「新車新規登

録」という。）を受けたもの 新車新規登録を受けた日から起

算して１４年を経過した日の属する年度

� 軽油を内燃機関の燃料として用いる自動車 その他の前号

に掲げる自動車以外の自動車で平成１８年３月３１日までに新車新

規登録を受けたもの 新車新規登録を受けた日から起算して１２

年を経過した日の属する年度

省略
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２ 次に掲げる自動車に対する第４３条第１項及び第２項の規定の適

用については、当該自動車が平成２８年４月１日から平成２９年３月

３１日までの間に新車新規登録を受けた場合には、平成２９年度分の

自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

� 電気自動車

� 天然ガス自動車のうち、道路運送車両法第４１条の規定により

平成２１年１０月１日（同法第４０条第３号に規定する車両総重量が

３．５トンを超え１２トン以下のものにあつては、平成２２年１０月１

日）以降に適用されるべきものとして定められた自動車排出ガ

スに係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準

（第４号及び第５号において「排出ガス保安基準」という。）

で地方税法施行規則で定めるもの（以下この号において「平成

２１年天然ガス車基準」という。）に適合し、かつ、窒素酸化物

の排出量が平成２１年天然ガス車基準に定める窒素酸化物の値の

１０分の９を超えないもので同省令で定めるもの

� 充電機能付電力併用自動車（電力併用自動車のうち、動力源

として用いる電気を外部から充電する機能を備えているもので

地方税法施行規則で定めるものをいう。）

� エネルギーの使用の合理化等に関する法律第８０条第１号イに

規定するエネルギー消費効率（以下この号及び次項において

「エネルギー消費効率」という。）が同法第７８条第１項の規定

により定められるエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の

基準となるべき事項を勘案して地方税法施行規則で定めるエネ

ルギー消費効率（次項において「基準エネルギー消費効率」と

いう。）であつて平成３２年度以降の各年度において適用される

べきものとして定められたものに１００分の１１０を乗じて得た数値

以上の自動車のうち、窒素酸化物の排出量が道路運送車両法第

４１条の規定により平成１７年１０月１日以降に適用されるべきもの

として定められた排出ガス保安基準に定める窒素酸化物の値で

同省令で定めるもの（次項において「平成１７年窒素酸化物排出

許容限度」という。）の４分の１を超えないもので同省令で定

めるもの

� 軽油を内燃機関の燃料として用いる乗用車（第３号に掲げる

自動車に該当するものを除く。）のうち、道路運送車両法第４１

条の規定により平成２１年１０月１日以降に適用されるべきものと

して定められた排出ガス保安基準で地方税法施行規則で定める

ものに適合するもの

第１項第１号の表営業用の項 ７，５００円 ２，０００円

８，５００円 ２，５００円

９，５００円 ２，５００円

１３，８００円 ３，５００円

１５，７００円 ４，０００円

１７，９００円 ４，５００円

２０，５００円 ５，５００円

２３，６００円 ６，０００円

２７，２００円 ７，０００円

４０，７００円 １０，５００円

第１項第１号の表自家用の項 ２９，５００円 ７，５００円

３４，５００円 ９，０００円
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３９，５００円 １０，０００円

４５，０００円 １１，５００円

５１，０００円 １３，０００円

５８，０００円 １４，５００円

６６，５００円 １７，０００円

７６，５００円 １９，５００円

８８，０００円 ２２，０００円

１１１，０００円 ２８，０００円

第１項第２号の表営業用の項 ６，５００円 ２，０００円

９，０００円 ２，５００円

１２，０００円 ３，０００円

１５，０００円 ４，０００円

１８，５００円 ５，０００円

２２，０００円 ５，５００円

２５，５００円 ６，５００円

２９，５００円 ７，５００円

４，７００円 １，２００円

第１項第２号の表営業用けん引自動

車の項

１５，１００円 ４，０００円

７，５００円 ２，０００円

第１項第２号の表自家用の項 ８，０００円 ２，０００円

１１，５００円 ３，０００円

１６，０００円 ４，０００円

２０，５００円 ５，５００円

２５，５００円 ６，５００円

３０，０００円 ７，５００円

３５，０００円 ９，０００円

４０，５００円 １０，５００円

６，３００円 １，６００円

第１項第２号の表自家用けん引自動

車の項

２０，６００円 ５，５００円

１０，２００円 ３，０００円

第１項第３号の表営業用一般乗合用

の項

１２，０００円 ３，０００円

１４，５００円 ４，０００円

１７，５００円 ４，５００円

２０，０００円 ５，０００円

２２，５００円 ６，０００円

２５，５００円 ６，５００円

２９，０００円 ７，５００円

第１項第３号の表営業用その他の項 ２６，５００円 ７，０００円

３２，０００円 ８，０００円

３８，０００円 ９，５００円

４４，０００円 １１，０００円

５０，５００円 １３，０００円

５７，０００円 １４，５００円

６４，０００円 １６，０００円
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第１項第３号の表自家用の項 ３３，０００円 ８，５００円

４１，０００円 １０，５００円

４９，０００円 １２，５００円

５７，０００円 １４，５００円

６５，５００円 １６，５００円

７４，０００円 １８，５００円

８３，０００円 ２１，０００円

第１項第４号の表 ４，５００円 １，５００円

６，０００円 １，５００円

第１項第５号の表キャンピング車の ２３，６００円 ６，０００円

項 ２７，６００円 ７，０００円

３１，６００円 ８，０００円

３６，０００円 ９，０００円

４０，８００円 １０，５００円

４６，４００円 １２，０００円

５３，２００円 １３，５００円

６１，２００円 １５，５００円

７０，４００円 １８，０００円

８８，８００円 ２２，５００円

第１項第５号の表宣伝車の項 ２０，６００円 ５，５００円

７，６００円 ２，０００円

第１項第５号の表霊きゆう車の項 １１，０００円 ３，０００円

４，２００円 １，５００円

第１項第５号の表その他の項 ９，７００円 ２，５００円

１３，２００円 ３，５００円

第２項の表営業用の項 ３，７００円 １，０００円

４，７００円 １，２００円

６，３００円 １，６００円

第２項の表自家用の項 ５，２００円 １，３００円

６，３００円 １，６００円

８，０００円 ２，０００円

３ エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率であつて平成２７

年度以降の各年度において適用されるべきものとして定められた

ものに１００分の１２０を乗じて得た数値以上の自動車のうち窒素酸化

物の排出量が平成１７年窒素酸化物排出許容限度の４分の１を超え

ないもので地方税法施行規則で定めるもの（前項の規定の適用を

受ける自動車を除く。）に対する第４３条第１項及び第２項の規定

の適用については、当該自動車が平成２８年４月１日から平成２９年

３月３１日までの間に新車新規登録を受けた場合には、平成２９年度

分の自動車税に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第１項第１号の表営業用の項 ７，５００円 ４，０００円

８，５００円 ４，５００円

９，５００円 ５，０００円

１３，８００円 ７，０００円
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１５，７００円 ８，０００円

１７，９００円 ９，０００円

２０，５００円 １０，５００円

２３，６００円 １２，０００円

２７，２００円 １４，０００円

４０，７００円 ２０，５００円

第１項第１号の表自家用の項 ２９，５００円 １５，０００円

３４，５００円 １７，５００円

３９，５００円 ２０，０００円

４５，０００円 ２２，５００円

５１，０００円 ２５，５００円

５８，０００円 ２９，０００円

６６，５００円 ３３，５００円

７６，５００円 ３８，５００円

８８，０００円 ４４，０００円

１１１，０００円 ５５，５００円

第１項第２号の表営業用の項 ６，５００円 ３，５００円

９，０００円 ４，５００円

１２，０００円 ６，０００円

１５，０００円 ７，５００円

１８，５００円 ９，５００円

２２，０００円 １１，０００円

２５，５００円 １３，０００円

２９，５００円 １５，０００円

４，７００円 ２，４００円

第１項第２号の表営業用けん引自動

車の項

１５，１００円 ８，０００円

７，５００円 ４，０００円

第１項第２号の表自家用の項 ８，０００円 ４，０００円

１１，５００円 ６，０００円

１６，０００円 ８，０００円

２０，５００円 １０，５００円

２５，５００円 １３，０００円

３０，０００円 １５，０００円

３５，０００円 １７，５００円

４０，５００円 ２０，５００円

６，３００円 ３，２００円

第１項第２号の表自家用けん引自動

車の項

２０，６００円 １０，５００円

１０，２００円 ５，５００円

第１項第３号の表営業用一般乗合用

の項

１２，０００円 ６，０００円

１４，５００円 ７，５００円

１７，５００円 ９，０００円

２０，０００円 １０，０００円

２２，５００円 １１，５００円

２５，５００円 １３，０００円
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（愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正）

第３条 愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２４年愛媛県条例第７２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２９，０００円 １４，５００円

第１項第３号の表営業用その他の項 ２６，５００円 １３，５００円

３２，０００円 １６，０００円

３８，０００円 １９，０００円

４４，０００円 ２２，０００円

５０，５００円 ２５，５００円

５７，０００円 ２８，５００円

６４，０００円 ３２，０００円

第１項第３号の表自家用の項 ３３，０００円 １６，５００円

４１，０００円 ２０，５００円

４９，０００円 ２４，５００円

５７，０００円 ２８，５００円

６５，５００円 ３３，０００円

７４，０００円 ３７，０００円

８３，０００円 ４１，５００円

第１項第４号の表 ４，５００円 ２，５００円

６，０００円 ３，０００円

第１項第５号の表キャンピング車の

項

２３，６００円 １２，０００円

２７，６００円 １４，０００円

３１，６００円 １６，０００円

３６，０００円 １８，０００円

４０，８００円 ２０，５００円

４６，４００円 ２３，５００円

５３，２００円 ２７，０００円

６１，２００円 ３１，０００円

７０，４００円 ３５，５００円

８８，８００円 ４４，５００円

第１項第５号の表宣伝車の項 ２０，６００円 １０，５００円

７，６００円 ４，０００円

第１項第５号の表霊きゆう車の項 １１，０００円 ５，５００円

４，２００円 ２，５００円

第１項第５号の表その他の項 ９，７００円 ５，０００円

１３，２００円 ７，０００円

第２項の表営業用の項 ３，７００円 １，８００円

４，７００円 ２，３００円

６，３００円 ３，２００円

第２項の表自家用の項 ５，２００円 ２，６００円

６，３００円 ３，２００円

８，０００円 ４，０００円
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改 正 後 改 正 前

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、第２条

並びに附則第４項及び第５項の規定は、平成３１年１０月１日から施

行する。

（経過措置）

４ 第２条の規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例第１８条の

７の規定は、平成３１年１０月１日以後に事業者が行う課税資産の譲

渡等（平成２７年１０月１日以後に行った課税資産の譲渡等について

は、特定資産の譲渡等（消費税法第２条第１項第８号の２に規定

する特定資産の譲渡等をいう。）に該当するものを除く。以下同

じ。）及び特定課税仕入れ（同法第５条第１項に規定する特定課

税仕入れをいう。以下同じ。）並びに平成３１年１０月１日以後に保

税地域から引き取られる課税貨物に係る地方消費税について適用

し、この条例の施行の日から同年９月３０日までの間に事業者が行

った課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れ並びにこの条例の施行

の日から同月３０日までの間に保税地域から引き取った課税貨物に

係る地方消費税については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、第２条

並びに附則第４項及び第５項の規定は、平成２９年４月１日から施

行する。

（経過措置）

４ 第２条の規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例第１８条の

７の規定は、平成２９年４月１日以後に事業者が行う課税資産の譲

渡等（平成２７年１０月１日以後に行った課税資産の譲渡等について

は、特定資産の譲渡等（消費税法第２条第１項第８号の２に規定

する特定資産の譲渡等をいう。）に該当するものを除く。以下同

じ。）及び特定課税仕入れ（同法第５条第１項に規定する特定課

税仕入れをいう。以下同じ。）並びに平成２９年４月１日以後に保

税地域から引き取られる課税貨物に係る地方消費税について適用

し、この条例の施行の日から同年３月３１日までの間に事業者が行

った課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れ並びにこの条例の施行

の日から同月３１日までの間に保税地域から引き取った課税貨物に

係る地方消費税については、なお従前の例による。

（愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正）

第４条 愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２８年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

愛媛県県税賦課徴収条例附則第２２条の７の次に２条を加える改正規定及び同条例附則第２３条の改正規定を削る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３１年１０月１日から施行する。

（自動車税に関する経過措置）

６ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中自動車税の種別

割に関する部分は、平成３１年度分の施行日以後に納税義務が発生

した者に課する自動車税の種別割及び平成３２年度以後の年度分の

自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分までの施行日前

に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前

の例による。

（愛媛県特定非営利活動法人に係る県税の特別措置に関する条例

の一部改正に伴う経過措置）

１０ 附則第８項の規定による改正後の愛媛県特定非営利活動法人に

係る県税の特別措置に関する条例第４条第２項の規定は、平成３１

年度分の施行日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の

種別割及び平成３２年度以後の年度分の自動車税の種別割について

適用し、平成３１年度分までの施行日前に納税義務が発生した者に

課する自動車税については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

（自動車税に関する経過措置）

６ 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中自動車税の種別

割に関する部分は、平成２９年度分の施行日以後に納税義務が発生

した者に課する自動車税の種別割及び平成３２年度以後の年度分の

自動車税の種別割について適用し、平成２８年度分までの施行日前

に納税義務が発生した者に課する自動車税については、なお従前

の例による。

（愛媛県特定非営利活動法人に係る県税の特別措置に関する条例

の一部改正に伴う経過措置）

１０ 附則第８項の規定による改正後の愛媛県特定非営利活動法人に

係る県税の特別措置に関する条例第４条第２項の規定は、平成２９

年度分の施行日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税の

種別割及び平成３２年度以後の年度分の自動車税の種別割について

適用し、平成２８年度分までの施行日前に納税義務が発生した者に

課する自動車税については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

� 第１条中愛媛県県税賦課徴収条例附則第２３条の改正規定及び次項の規定 平成２９年４月１日

� 第２条並びに附則第３項及び第４項の規定 平成３１年１０月１日

（自動車税に関する経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例附則第２３条の規定は、平成２９年度以後の年度分の自動車税について適用し、平成

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外１

８６



２８年度分までの自動車税については、なお従前の例による。

３ 第２条の規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）附則第２２条の８の規定は、附則第１項第２号に掲げ

る規定の施行の日以後に取得された自動車に対して課する自動車税の環境性能割について適用する。

４ 新条例附則第２３条の規定は、平成３１年度分の附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日以後に納税義務が発生した者に課する自動車税

の種別割及び平成３２年度以後の年度分の自動車税の種別割について適用し、平成３１年度分までの同日前に納税義務が発生した者に課する

自動車税については、なお従前の例による。

��������������
�愛媛県条例第８号
愛媛県個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県個人情報保護条例の一部を改正する条例

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利用停止の請求）

第３９条 第２８条第１項又は第２９条第３項の規定により開示を受けた

自己に関する個人情報が次の各号のいずれかに該当すると認める

者は、実施機関に対し、当該各号に定める措置を請求することが

できる。

� 第８条の規定に違反して収集されたとき、第９条若しくは第

１０条の規定に違反して利用されているとき、番号法第２０条の規

定に違反して収集され、若しくは保管されているとき、又は番

号法第２９条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイル

（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルをい

う。）に記録されているとき 当該個人情報の利用の停止又は

消去

�・� 省略

２・３ 省略

（利用停止の請求）

第３９条 第２８条第１項又は第２９条第３項の規定により開示を受けた

自己に関する個人情報が次の各号のいずれかに該当すると認める

者は、実施機関に対し、当該各号に定める措置を請求することが

できる。

� 第８条の規定に違反して収集されたとき、第９条若しくは第

１０条の規定に違反して利用されているとき、番号法第２０条の規

定に違反して収集され、若しくは保管されているとき、又は番

号法第２８条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイル

（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルをい

う。）に記録されているとき 当該個人情報の利用の停止又は

消去

�・� 省略

２・３ 省略

附 則

この条例は、平成２９年５月３０日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第９号
特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

特定非営利活動促進法施行条例（平成１０年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業報告書等の提出）

第９条 法第２９条 （法第５２条第１項（法第６２条において準用

する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定による書類の提出は、毎事業年度初めの３月以内に

知事に提出して行わなければならない。

（役員報酬規程等の提出）

第２２条 省略

（事業報告書等の提出）

第９条 法第２９条第１項（法第５２条第１項（法第６２条において準用

する場合を含む。）の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定による書類の提出は、毎事業年度初めの３月以内に

知事に提出して行わなければならない。

（役員報酬規程等の提出）

第２２条 省略
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２ その主たる事務所が県内に所在する認定特定非営利活動法人又

は特例認定特定非営利活動法人は、法第５５条（法第６２条において

準用する場合を含む。）の規定により提出する書類に規則で定め

る部数の副本を添えなければならない。

３ 法第５６条（法第６２条において準用する場合を含む。）の閲覧及

び謄写の用に供するため、認定特定非営利活動法人又は特例認定

特定非営利活動法人は、その認定又は特例認定を受けた後遅滞な

く、規則で定める部数の法第４４条第２項第２号及び第３号（これ

らの規定を法第５８条第２項において準用する場合を含む。）に掲

げる書類を知事に提出しなければならない。

（市町が処理する事務）

第２６条 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、次に

掲げる事務（２以上の市町の区域内に事務所を設置する特定非営

利活動法人に係るものを除く。）は、今治市、宇和島市、八幡浜

市、新居浜市、西条市、大洲市、伊予市、四国中央市、西予市、

東温市、上島町、久万高原町、松前町、砥部町、内子町、伊方

町、松野町、鬼北町及び愛南町が処理することとする。

� 省略

� 法第１０条第２項（法第２５条第５項及び第３４条第５項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく公告及び公表並びに縦

覧に関する事務

�～� 省略

� 法第２９条 の規定に基づく事業報告書等の受理に関する

事務

�～� 省略

２ その主たる事務所が県内に所在する認定特定非営利活動法人又

は仮認定特定非営利活動法人 は、法第５５条（法第６２条において

準用する場合を含む。）の規定により提出する書類に規則で定め

る部数の副本を添えなければならない。

３ 法第５６条（法第６２条において準用する場合を含む。）の閲覧及

び謄写の用に供するため、認定特定非営利活動法人又は仮認定特

定非営利活動法人 は、その認定又は仮認定 を受けた後遅滞な

く、規則で定める部数の法第４４条第２項第２号及び第３号（これ

らの規定を法第５８条第２項において準用する場合を含む。）に掲

げる書類を知事に提出しなければならない。

（市町が処理する事務）

第２６条 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、次に

掲げる事務（２以上の市町の区域内に事務所を設置する特定非営

利活動法人に係るものを除く。）は、今治市、宇和島市、八幡浜

市、新居浜市、西条市、大洲市、伊予市、四国中央市、西予市、

東温市、上島町、久万高原町、松前町、砥部町、内子町、伊方

町、松野町、鬼北町及び愛南町が処理することとする。

� 省略

� 法第１０条第２項（法第２５条第５項及び第３４条第５項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく公告及び公表並びに縦

覧に関する事務

�～� 省略

� 法第２９条第１項の規定に基づく事業報告書等の受理に関する

事務

�～� 省略

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第１０号
愛媛県国民健康保険運営協議会条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県国民健康保険運営協議会条例

（設置）

第１条 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第３１号。以下「法」という。）

附則第９条の規定に基づき、愛媛県国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 協議会は、知事の諮問に応じ、次に掲げる事項を審議するものとする。

� 法第４条の規定による改正後の国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７５条の７第１項の規定による国民健康保険事業費納付金

の徴収

� 法附則第７条の規定による都道府県国民健康保険運営方針の作成

� 前２号に掲げるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する重要事項

（組織）

第３条 協議会は、次の各号に掲げる委員をもって組織し、その定数は、当該各号に定める数とする。

� 国民健康保険の被保険者を代表する委員 ３人

� 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６４条に規定する保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ３人

� 公益を代表する委員 ３人

� 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７条第３項に規定する被用者保険等保険者を代表する委員 ２人

２ 委員は、知事が任命する。

３ 委員の任期は、任命の日から平成３０年３月３１日までとする。

（会長）
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第４条 協議会に会長を置く。

２ 会長は、公益を代表する委員のうちから、委員の互選により定める。

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。

（会議）

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（庶務）

第６条 協議会の庶務は、保健福祉部において処理する。

（雑則）

第７条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から平成２９年３月３１日までの間における第３条第１項第４号の規定の適用については、同号中「高齢者の医療の確

保に関する法律」とあるのは、「法第１０条の規定による改正後の高齢者の医療の確保に関する法律」とする。

（この条例の失効）

３ この条例は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。

��������������
�愛媛県条例第１１号
愛媛県看護職員修学資金貸与条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県看護職員修学資金貸与条例の一部を改正する条例

愛媛県看護職員修学資金貸与条例（昭和３７年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（返還の債務の当然免除）

第６条 貸費生であつた者は、次の各号のいずれかに該当するに至

つたときは、修学資金の返還の債務の免除を受けることができ

る。

� 第２条第１号に掲げる者に貸与する修学資金（以下「看護職

員養成施設修学資金」という。）の貸費生であつた者が、看護

職員養成施設卒業後（引き続き他の種類の看護職員養成施設に

入学した者にあつては、当該看護職員養成施設卒業後）１年以

内に看護職員の免許を取得し、直ちに県内のアからクまでに掲

げる施設等（クに掲げる施設にあつては、県内のアからオまで

又はキに掲げる施設で看護職員として業務に従事した期間が３

年以上ある場合に限る。）又はケ若しくはコに掲げる施設（以

下「２００床未満の病院等」という。）で看護職員となり、か

つ、引き続き２００床未満の病院等で看護職員として業務に従事

した期間（第９条又は第１０条の規定により返還の債務の履行が

猶予されたときは、当該猶予期間に引き続く期間を加えた期

間）が５年に達したとき。

ア～エ 省略

オ 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２２条第１項の規定

に基づき設置された母子健康包括支援センター（助産師とし

て業務に従事する場合に限る。）

（返還の債務の当然免除）

第６条 貸費生であつた者は、次の各号のいずれかに該当するに至

つたときは、修学資金の返還の債務の免除を受けることができ

る。

� 第２条第１号に掲げる者に貸与する修学資金（以下「看護職

員養成施設修学資金」という。）の貸費生であつた者が、看護

職員養成施設卒業後（引き続き他の種類の看護職員養成施設に

入学した者にあつては、当該看護職員養成施設卒業後）１年以

内に看護職員の免許を取得し、直ちに県内のアからクまでに掲

げる施設等（クに掲げる施設にあつては、県内のアからオまで

又はキに掲げる施設で看護職員として業務に従事した期間が３

年以上ある場合に限る。）又はケ若しくはコに掲げる施設（以

下「２００床未満の病院等」という。）で看護職員となり、か

つ、引き続き２００床未満の病院等で看護職員として業務に従事

した期間（第９条又は第１０条の規定により返還の債務の履行が

猶予されたときは、当該猶予期間に引き続く期間を加えた期

間）が５年に達したとき。

ア～エ 省略

オ 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２２条に規定する母

子健康センター （助産師とし

て業務に従事する場合に限る。）
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カ～コ 省略

�・� 省略

カ～コ 省略

�・� 省略

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第１２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一部を改正する条例

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例（平成１８年愛媛県条例第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（市町が処理する事務）

第７条 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、次に

掲げる事務（法の施行のための規則に基づく事務を含む。）は、

市町が処理することとする。

� 省略

� 法第５６条第２項後段の規定に基づく

医療受給者証の提出の受付

及び当該医療受給者証の知事への送付に関する事務

� 法第５６条第４項の規定に基づく医療受給者証の返還に関する

事務

� 省略

� 省略

� 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「省令」とい

う。）第３５条第２項ただし書の規定に基づく事実の確認（所得

の状況に係るものに限る。）に関する事務

� 省令第４５条第２項ただし書の規定に基づく事実の確認（所得

の状況に係るものに限る。）に関する事務

� 省令

第４８条第３項の規

定に基づく医療受給者証の返還の受付及び当該医療受給者証の

知事への送付に関する事務

	 省略

（市町が処理する事務）

第７条 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、次に

掲げる事務（法の施行のための規則に基づく事務を含む。）は、

市町が処理することとする。

� 省略

� 法第５６条 の規定に基づく支給認定の変更の認定の

申請及び医療受給者証の提出の受付並びに当該申請に係る申請

書及び当該医療受給者証の知事への送付に関する事務並びに当

該医療受給者証の交付に関する事務

� 省略

� 省略

� 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第４８条第３項の規

定に基づく医療受給者証の返還の受付及び当該医療受給者証の

知事への送付に関する事務

� 省略

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第１３号
愛媛県ふぐ取扱者条例及び愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県ふぐ取扱者条例及び愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する条例

（愛媛県ふぐ取扱者条例の一部改正）

第１条 愛媛県ふぐ取扱者条例（昭和２７年愛媛県条例第６３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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愛媛県ふぐの取扱いに関する条例

（この条例の目的）

第１条 この条例は、ふぐの取扱いに従事する者の資質の向上を図

るため、当該者及びふぐ取扱業者に対し公衆衛生上必要な規制を

行い、もつてふぐによる食中毒を防止することを目的とする。

（定義）

第２条 省略

２ この条例で「ふぐ取扱業者」とは、前項に規定する業務を営む

者をいう。

（取扱者でない者のふぐ取扱いの禁止）

第８条 取扱者でない者は、第２条第１項に規定する業務に従事し

てはならない。

第１０条 省略

（ふぐの取扱所の届出）

第１０条の２ 第２条第１項に規定する業務を営もうとする者は、ふ

ぐの取扱所ごとに、次に掲げる事項を知事に届け出なければなら

ない。

� 氏名又は名称

� 住所又は主たる事務所の所在地

� ふぐの取扱所の名称及び所在地

� 主たる取扱者の氏名及び免許番号

� 営業の種類

２ ふぐ取扱業者は、前項各号に掲げる事項に変更を生じたとき

は、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。

（届出済証）

第１０条の３ 知事は、前条の規定による届出（同条第２項の規定に

よる届出にあつては、同条第１項第１号又は第３号に掲げる事項

に係るものに限る。）を受理したときは、その届出をした者にふ

ぐ取扱所届出済証（以下「届出済証」という。）を交付する。

２ ふぐ取扱業者は、ふぐの取扱所の見やすい場所に当該ふぐの取

扱所に係る届出済証を掲示しておかなければならない。

３ ふぐ取扱業者は、届出済証を紛失し、又は毀損したときは、速

やかに知事に届け出て届出済証の再交付を受けなければならな

い。

（廃業等の届出）

第１０条の４ ふぐ取扱業者が次の各号のいずれかに該当することと

なつた場合においては、当該各号に定める者は、届出済証を添え

てその旨を知事に届け出なければならない。

� 死亡した場合 その相続人

� 法人が合併により消滅した場合 その法人を代表する役員で

あつた者

� 法人が破産手続開始の決定により解散した場合 その破産管

財人

� 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散し

た場合 その清算人

� 第２条第１項に規定する業務を廃止した場合 ふぐ取扱業者

であつた個人又はふぐ取扱業者であつた法人を代表する役員

（保健所を設置する市が処理する事務）

第１５条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１

愛媛県ふぐ取扱者条例

（この条例の目的）

第１条 この条例は、ふぐの取扱いに従事する者の資質の向上を図

るため、これ に対し公衆衛生上必要な規制を

行い、もつてふぐによる食中毒を防止することを目的とする。

（定義）

第２条 省略

（取扱者でない者のふぐ取扱いの禁止）

第８条 取扱者でない者は、第２条 に規定する業務に従事し

てはならない。

第１０条 省略

（保健所を設置する市が処理する事務）

第１５条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１

改 正 後 改 正 前
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項の規定に基づき、次に掲げる事務（この条例の施行のための規

則に基づく事務を含む。）は、保健所を設置する市が処理するこ

ととする。

�～� 省略

�の２ 第１０条の２第１項の規定に基づくふぐの取扱所の届出の

受付及び当該届出に係る届出書の知事への送付に関する事務

�の３ 第１０条の２第２項の規定に基づく氏名等の変更の届出の

受付及び当該届出に係る届出書の知事への送付に関する事務

�の４ 第１０条の３第１項の届出済証の交付に関する事務

�の５ 第１０条の３第３項の規定に基づく届出済証の紛失又は毀

損の届出の受付及び当該届出に係る届出書の知事への送付に関

する事務並びに同項の届出済証の交付に関する事務

�の６ 第１０条の４の規定に基づく廃業等の届出の受付及び当該

届出に係る届出書の知事への送付に関する事務

�～� 省略

（愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第７条関係） 別表（第７条関係）

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 愛媛県ふぐの取扱いに関する

条例（昭和２７年愛媛県条例第６３

号）

第７条第１項及び第

２項並びに第１０条の

３第１項及び第３項

省略 ３ 愛媛県ふぐ取扱者条例

（昭和２７年愛媛県条例第６３

号）

第７条第１項及び第

２項並びに第１０条の

３第１項

省略

４ 愛媛県みつばち転飼条例（昭

和３１年愛媛県条例第２１号）

第４条及び第６条 第４

条

４ 省略 ５ 省略

５ 省略 ６ 省略

６ 省略 ７ 省略

７ 省略 ８ 省略

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２９年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に第１条の規定による改正後の愛媛県ふぐの取扱いに関する条例（以下「新条例」という。）第２条第１項に規

定する業務を営んでいる者については、この条例の施行の日から１年を経過する日（その日以前に新条例第１０条の２第１項各号に掲げる

事項を記載した届出書を提出した場合にあっては、その提出した日）までの間は、新条例第１０条の２、第１０条の３第２項及び第３項並び

に第１０条の４の規定は、適用しない。

３ 前項の場合において、新条例第２条第１項に規定する業務を営んでいる者が食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第５２条第１項の規定

による許可を受けているときは、前項中「１年を経過する日」とあるのは、「食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第５２条第１項の規定

による許可の有効期間が経過する日」とする。

項の規定に基づき、次に掲げる事務（この条例の施行のための規

則に基づく事務を含む。）は、保健所を設置する市が処理するこ

ととする。

�～� 省略

�～� 省略
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�愛媛県条例第１４号
愛媛県特例児童扶養資金貸付金の償還の一部免除に関する条例を廃止する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県特例児童扶養資金貸付金の償還の一部免除に関する条例を廃止する条例

愛媛県特例児童扶養資金貸付金の償還の一部免除に関する条例（平成１７年愛媛県条例第２８号）は、廃止する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第１５号
愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例

愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５１号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（従業者の員数）

第６８条 指定放課後等デイサービスの事業を行う者（以下「指定放

課後等デイサービス事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定放課後等デイサービス事業所」という。）に有すべ

き従業者及びその員数は、次のとおりとする。

� 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者（児童福祉

法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「基準省令」とい

う。）第６６条第１項第１号に規定する障害福祉サービス経験者

をいう。以下同じ。） 指定放課後等デイサービスの単位（指

定放課後等デイサービスであって、その提供が同時に１又は複

数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。以下この条

において同じ。）ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当

該指定放課後等デイサービスの提供に当たる児童指導員、保育

士又は障害福祉サービス経験者の合計数は、ア又はイに掲げる

指定放課後等デイサービスの単位の区分に応じ、それぞれア又

はイに定める数とすること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 前項に掲げる従業者のほか、日常生活を営むのに必要な機能訓

練を行う指定放課後等デイサービス事業所には、機能訓練担当職

員を置かなければならない。この場合において、当該機能訓練担

当職員が指定放課後等デイサービスの単位ごとにその提供を行う

時間帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサービスの提供に当た

るときは、当該機能訓練担当職員の数を児童指導員、保育士又は

障害福祉サービス経験者の合計数に含めることができる。

３ 省略

４ 第１項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験

者のうち１人以上は、常勤でなければならない。

５ 第１項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験

者のうち半数以上は、児童指導員又は保育士でなければならな

い。

（従業者の員数）

第６８条 指定放課後等デイサービスの事業を行う者（以下「指定放

課後等デイサービス事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定放課後等デイサービス事業所」という。）に有すべ

き従業者及びその員数は、次のとおりとする。

� 指導員又は保育士

法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「基準省令」とい

う。）第６６条第１項第１号に規定する障害福祉サービス経験者

をいう。以下同じ。） 指定放課後等デイサービスの単位（指

定放課後等デイサービスであって、その提供が同時に１又は複

数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。以下この条

において同じ。）ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当

該指定放課後等デイサービスの提供に当たる指導員又は保育士

の合計数が 、ア又はイに掲げる

指定放課後等デイサービスの単位の区分に応じ、それぞれア又

はイに定める数とすること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 前項に掲げる従業者のほか、日常生活を営むのに必要な機能訓

練を行う指定放課後等デイサービス事業所には、機能訓練担当職

員を置かなければならない。この場合において、当該機能訓練担

当職員が指定放課後等デイサービスの単位ごとにその提供を行う

時間帯を通じて専ら当該指定放課後等デイサービスの提供に当た

るときは、当該機能訓練担当職員の数を指導員又は保育士

障害福祉サービス経験者の合計数に含めることができる。

３ 省略

４ 第１項第１号の指導員又は保育士

のうち１人以上は、常勤でなければならない。

改 正 後 改 正 前
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６ 省略

第７２条 省略

（情報の提供等）

第７２条の２ 指定放課後等デイサービス事業者は、指定放課後等デ

イサービスを利用しようとする障害児がこれを適切かつ円滑に利

用することができるよう、当該指定放課後等デイサービス事業者

が実施する事業の内容に関する情報の提供を行わなければならな

い。

２ 指定放課後等デイサービス事業者は、当該指定放課後等デイサ

ービス事業者について、虚偽の又は誇大な広告をしてはならな

い。

３ 指定放課後等デイサービス事業者は、第７３条において準用する

第２７条第３項の規定により、その提供する指定放課後等デイサー

ビスの質の評価及び改善を行うに当たっては、規則で定める事項

について、自ら評価を行うとともに、当該指定放課後等デイサー

ビス事業者を利用する障害児の保護者による評価を受けて、その

改善を図らなければならない。

４ 指定放課後等デイサービス事業者は、おおむね１年に１回以

上、前項の評価及び改善の内容をインターネットの利用その他の

方法により公表しなければならない。

（準用）

第７３条 第１３条から第２３条まで、第２５条から第３１条まで、第３３条、

第３５条から第４１条まで、第４３条から第４７条まで、第４９条、第５１

条、第５２条、第５３条第１項及び第５４条から第５６条までの規定は、

指定放課後等デイサービスの事業について準用する。この場合に

おいて、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条第２項」とあ

るのは「いう。第７３条において準用する第３８条第６号」と、第２３

条第２項中「次条」とあるのは「第７２条」と、第２７条第１項及び

第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「放課後等デイサービ

ス計画」と読み替えるものとする。

（従業者の員数）

第７３条の２ 放課後等デイサービスに係る基準該当通所支援（以下

「基準該当放課後等デイサービス」という。）の事業を行う者

（以下「基準該当放課後等デイサービス事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「基準該当放課後等デイサービス事業

所」という。）に有すべき従業者及びその員数は、次のとおりと

する。

� 児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者 基準該当

放課後等デイサービスの単位（基準該当放課後等デイサービス

であって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体

的に行われるものをいう。以下この号において同じ。）ごとに

その提供を行う時間帯を通じて専ら当該基準該当放課後等デイ

サービスの提供に当たる児童指導員、保育士又は障害福祉サー

ビス経験者の合計数は、ア又はイに掲げる基準該当放課後等デ

イサービスの単位の区分に応じ、それぞれア又はイに定める数

とすること。

ア・イ 省略

� 省略

２ 前項第１号の児童指導員、保育士又は障害福祉サービス経験者

のうち半数以上は、児童指導員又は保育士でなければならない。

（準用）

第７３条の４ 第８条、第１３条から第２３条まで、第２６条第２項、第２７

条から第３１条まで、第３３条、第３５条から第４１条まで、第４３条から

５ 省略

第７２条 省略

（準用）

第７３条 第１３条から第２３条まで、第２５条から第３１条まで、第３３条、

第３５条から第４１条まで、第４３条から第４７条まで、第４９条から第

５２条まで 、第５３条第１項及び第５４条から第５６条までの規定は、

指定放課後等デイサービスの事業について準用する。この場合に

おいて、第１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条第２項」とあ

るのは「いう。第７３条において準用する第３８条第６号」と、第２３

条第２項中「次条」とあるのは「第７２条」と、第２７条第１項及び

第２８条中「児童発達支援計画」とあるのは「放課後等デイサービ

ス計画」と読み替えるものとする。

（従業者の員数）

第７３条の２ 放課後等デイサービスに係る基準該当通所支援（以下

「基準該当放課後等デイサービス」という。）の事業を行う者

（以下「基準該当放課後等デイサービス事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「基準該当放課後等デイサービス事業

所」という。）に有すべき従業者及びその員数は、次のとおりと

する。

� 指導員又は保育士 基準該当

放課後等デイサービスの単位（基準該当放課後等デイサービス

であって、その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体

的に行われるものをいう。以下この号において同じ。）ごとに

その提供を行う時間帯を通じて専ら当該基準該当放課後等デイ

サービスの提供に当たる指導員又は保育士の合計数が

、ア又はイに掲げる基準該当放課後等デ

イサービスの単位の区分に応じ、それぞれア又はイに定める数

とすること。

ア・イ 省略

� 省略

（準用）

第７３条の４ 第８条、第１３条から第２３条まで、第２６条第２項、第２７

条から第３１条まで、第３３条、第３５条から第４１条まで、第４３条から
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第４７条まで、第４９条、第５１条、第５２条、第５３条第１項、第５４条か

ら第５６条まで、第５６条の６から第５６条の８まで、第６７条、第７２条

（第１項を除く。）及び第７２条の２の規定は、基準該当放課後等

デイサービスの事業について準用する。

（利用定員に関する特例）

第８４条 省略

２～４ 省略

５ 離島その他の地域であって基準省令

第８２条第５項の厚生労働大臣が定めるもののうち、将来

的にも利用者の確保の見込みがないものとして知事が認めるもの

において事業を行う多機能型事業所（この条例に規定する事業の

みを行う多機能型事業所を除く。）については、第２項中「２０

人」とあるのは、「１０人」とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の指定を受けている改正前の愛媛県指定通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「旧条例」という。）第６８条第１項に規定する指定放課後等デイサー

ビス事業者については、改正後の愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」とい

う。）第６８条第１項、第２項、第４項及び第５項の規定にかかわらず、平成３０年３月３１日までの間は、なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現に旧条例第７３条の２に規定する基準該当放課後等デイサービスに関する基準を満たしている同条に規定する基準

該当放課後等デイサービス事業者については、新条例第７３条の２の規定にかかわらず、平成３０年３月３１日までの間は、なお従前の例によ

る。

��������������
�愛媛県条例第１６号
愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例及び愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例及び愛媛県障害福祉サービス事業の設備及

び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

（愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第１条 愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５３号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（就労の機会の提供）

第１７９条 省略

２ 省略

３ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、就労の機会の提供に当たって

は、利用者の就労に必要な知識及び能力の向上に努めるととも

に、その希望を踏まえたものとしなければならない。

（賃金及び工賃）

第１８０条 省略

２ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入か

ら生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額

が利用者に支払う賃金の総額以上となるようにしなければならな

第４７条まで、第４９条から第５２条まで 、第５３条第１項、第５４条か

ら第５６条まで、第５６条の６から第５６条の８まで、第６７条及び第７２

条（第１項を除く。） の規定は、基準該当放課後等

デイサービスの事業について準用する。

（利用定員に関する特例）

第８４条 省略

２～４ 省略

５ 離島その他の地域であって児童福祉法に基づく指定通所支援の

事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令

第１５号）第８２条第５項の厚生労働大臣が定めるもののうち、将来

的にも利用者の確保の見込みがないものとして知事が認めるもの

において事業を行う多機能型事業所（この条例に規定する事業の

みを行う多機能型事業所を除く。）については、第２項中「２０

人」とあるのは、「１０人」とする。

（就労の機会の提供）

第１７９条 省略

２ 省略

（賃金及び工賃）

第１８０条 省略

改 正 後 改 正 前
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い。

３ 省略

４ 省略

５ 第３項の規定により雇用契約を締結していない利用者に支払わ

れる１月当たりの工賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならな

い。

６ 賃金及び第３項に規定する工賃の支払に要する額は、原則とし

て、自立支援給付をもって充ててはならない。ただし、災害その

他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。

第１８４条 省略

（運営規程）

第１８４条の２ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、指定就労継続支援

Ａ型事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に

関する運営規程を定めておかなければならない。

� 事業の目的及び運営の方針

� 従業者の職種、員数及び職務の内容

� 営業日及び営業時間

� 利用定員

� 指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るものを除

く。）並びに支給決定障害者から受領する費用の種類及びその

額

� 指定就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るものに限

る。）、賃金及び第１８０条第３項に規定する工賃並びに利用者

の労働時間及び作業時間

� 通常の事業の実施地域

� サービスの利用に当たっての留意事項

	 緊急時等における対応方法


 非常災害対策

� 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障

害の種類

� 虐待の防止のための措置に関する事項

 その他運営に関する重要事項

（準用）

第１８５条 第１０条 か ら 第１８条 ま で、第２０条、第２１条、第２３条、第２４

条、第２９条、第３７条から第４２条まで、第５９条から第６２条まで、第

６８条、第７０条から第７２条まで、第７５条から第７７条まで、第８８条か

ら第９０条まで、第９２条から第９４条まで、第１４６条及び第１４７条

１７１条の規定は、指定就労継続支援Ａ型の事業について準用す

る。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは

「第１８４条 の２ 」と、第２１条 第２項 中「次 条

第１項」とあるのは「第１８５条において準用する第１４６条第１項」

と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第１８５条にお

いて 準 用 す る 第１４６条 第２項」と、第５９条 第１項 中「次 条 第１

項」とあるのは「第１８５条において準用する次条第１項」と、

「療養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、第６０

条中「療養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、

第６１条中「前条」とあるのは「第１８５条において準用する前条」

と

、第９４条中「前条」とあるのは「第１８５条において準

用する前条」と読み替えるものとする。

２ 省略

３ 省略

４ 第２項の規定により雇用契約を締結していない利用者に支払わ

れる１月当たりの工賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならな

い。

第１８４条 省略

（準用）

第１８５条 第１０条 か ら 第１８条 ま で、第２０条、第２１条、第２３条、第２４

条、第２９条、第３７条から第４２条まで、第５９条から第６２条まで、第

６８条、第７０条から第７２条まで、第７５条から第７７条まで、第８８条か

ら第９０条まで、第９２条から第９４条まで、第１４６条、第１４７条及び第

１７１条の規定は、指定就労継続支援Ａ型の事業について準用す

る。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは

「第１８５条において準用する第９１条」と、第２１条第２項中「次条

第１項」とあるのは「第１８５条において準用する第１４６条第１項」

と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第１８５条にお

いて 準 用 す る 第１４６条 第２項」と、第５９条 第１項 中「次 条 第１

項」とあるのは「第１８５条において準用する次条第１項」と、

「療養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、第６０

条中「療養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、

第６１条中「前条」とあるのは「第１８５条において準用する前条」

と、第９１条中「第９４条」とあるのは「第１８５条において準用する

第９４条」と、第９４条中「前条」とあるのは「第１８５条において準

用する前条」と読み替えるものとする。
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（愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第２条 愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５５号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第７１条 省略

（運営規程）

第７１条の２ 就労継続支援Ａ型事業者は、就労継続支援Ａ型事業所

ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営

規程を定めておかなければならない。

� 事業の目的及び運営の方針

� 職員の職種、員数及び職務の内容

� 営業日及び営業時間

� 利用定員

� 就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るものを除く。）並

びに利用者から受領する費用の種類及びその額

� 就労継続支援Ａ型の内容（生産活動に係るものに限る。）、

賃金及び第７９条第３項に規定する工賃並びに利用者の労働時間

及び作業時間

� 通常の事業の実施地域

� サービスの利用に当たっての留意事項

	 緊急時等における対応方法


 非常災害対策

� 事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障

害の種類

� 虐待の防止のための措置に関する事項

 その他運営に関する重要事項

（就労の機会の提供）

第７８条 省略

２ 省略

３ 就労継続支援Ａ型事業者は、就労の機会の提供に当たっては、

利用者の就労に必要な知識及び能力の向上に努めるとともに、そ

の希望を踏まえたものとしなければならない。

（賃金及び工賃）

第７９条 省略

２ 就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入から生

産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額が利

用者に支払う賃金の総額以上となるようにしなければならない。

３ 省略

４ 省略

５ 第３項の規定により雇用契約を締結していない利用者に支払わ

れる１月当たりの工賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならな

い。

（準用）

第８４条 第８条、第９条、第１３条から第１９条まで、第２４条から第２６

条まで、第２８条から第３２条まで、第３４条 、第４１条、第４５

条から第４９条まで及び第５３条の規定は、就労継続支援Ａ型の事業

について準用する。この場合において、第１６条第１項中「次条第

１項に規定する療養介護計画」とあるのは「第８４条において準用

する次条第１項に規定する就労継続支援Ａ型計画」と、第１７条中

「療養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、第１８

条中「前条」とあるのは「第８４条において準用する前条」と読み

替えるものとする。

第７１条 省略

（就労の機会の提供）

第７８条 省略

２ 省略

（賃金及び工賃）

第７９条 省略

２ 省略

３ 省略

４ 第２項の規定により雇用契約を締結していない利用者に支払わ

れる１月当たりの工賃の平均額は、３，０００円を下回ってはならな

い。

（準用）

第８４条 第８条、第９条、第１３条から第１９条まで、第２４条から第２６

条まで、第２８条から第３２条まで、第３４条、第３６条、第４１条、第４５

条から第４９条まで及び第５３条の規定は、就労継続支援Ａ型の事業

について準用する。この場合において、第１６条第１項中「次条第

１項に規定する療養介護計画」とあるのは「第８４条において準用

する次条第１項に規定する就労継続支援Ａ型計画」と、第１７条中

「療養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、第１８

条中「前条」とあるのは「第８４条において準用する前条」と読み

替えるものとする。
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附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第１７号
愛媛県核燃料サイクル地域振興基金条例を廃止する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県核燃料サイクル地域振興基金条例を廃止する条例

愛媛県核燃料サイクル地域振興基金条例（平成２２年愛媛県条例第１９号）は、廃止する。

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第１８号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する等の条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する等の条例

（愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市町 事 務 市町

１～３７ 省略 １～３７ 省略

３７の２ 工場立地法（昭和３４年法律第２４号。以下この

項において「法」という。）及び工場立地の調査等

に関する法律の一部を改正する法律（昭和４８年法律

第１０８号）に基づく事務のうち、次に掲げるもの

� 法第６条第１項の規定に基づく特定工場の新設

の届出の受理に関する事務

� 法第７条第１項の規定に基づく政令の改廃によ

り新たに法第６条第１項の適用を受けることとな

る特定工場に係る変更等の届出の受理に関する事

務

� 法第８条第１項の規定に基づく届出事項の変更

の届出の受理に関する事務

� 法第９条第１項の規定に基づく特定工場の設置

場所に関し必要な事項の勧告に関する事務

� 法第９条第２項の規定に基づく法第６条第１項

第５号及び第６号の事項に関し必要な事項の勧告

に関する事務

� 法第１０条第１項の規定に基づく勧告に係る事項

の変更の命令に関する事務

� 法第１１条第２項の規定に基づく期間の短縮に関

する事務

� 法第１２条の規定に基づく氏名等の変更の届出の

受理に関する事務

	 法第１３条第３項の規定に基づく地位の承継の届

出の受理に関する事務

上島

町、

松前

町、

内子

町、

松野

町及

び鬼

北町
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（工場立地法第４条の２第１項の規定に基づく準則を定める条例の廃止）

第２条 工場立地法第４条の２第１項の規定に基づく準則を定める条例（平成１８年愛媛県条例第２２号）は、廃止する。

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第１９号
愛媛県窯業技術センター整備基金条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県窯業技術センター整備基金条例

（設置）

第１条 愛媛県産業技術研究所の窯業技術センターの整備に要する経費の財源に充てるため、窯業技術センター整備基金（以下「基金」と

いう。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の経費の財源に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

２ この条例は、平成３２年３月３１日限り、その効力を失う。

��������������
�愛媛県条例第２０号
家畜保健衛生所条例及び愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

家畜保健衛生所条例及び愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

（家畜保健衛生所条例の一部改正）

第１条 家畜保健衛生所条例（昭和２５年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第１条関係）

家畜保健衛生所の名称、位置及び管轄区域

別表第１（第１条関係）

家畜保健衛生所の名称、位置及び管轄区域

名 称 位 置 管轄区域 名 称 位 置 管轄区域

省略 省略

� 工場立地の調査等に関する法律の一部を改正す

る法律附則第３条第１項の規定に基づく特定工場

に係る変更等の届出の受理に関する事務

３８～６２ 省略 ３８～６２ 省略
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愛媛県中予家畜保健衛生所 東温市 省略 愛媛県中予家畜保健衛生所 伊予郡松前町 省略

省略 省略

（愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係）

名 称 目的 位 置 所轄区域 名 称 目的 位 置 所轄区域

省略 省略

愛媛県中予家畜保健衛生所 同 東温市 省略 愛媛県中予家畜保健衛生所 同 伊予郡松前町 省略

省略 省略

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第２１号
愛媛県とべ動物園魅力向上基金条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県とべ動物園魅力向上基金条例

（設置）

第１条 動物の確保、施設の整備その他の総合運動公園のとべ動物園の魅力の向上を図るための事業の実施に要する経費の財源に充てるた

め、とべ動物園魅力向上基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第２２号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

別表（第２条、第３条、第７条関係）

１～４ 省略

５ 土木関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１０１の

６ 省略

１～１０１の

６ 省略

１０１の７

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

（平成２４

年法律第

８４号）第

５３条第１

項の規定

に基づく

低炭素建

築物新築

等計画の

認定の申

請に対す

る審査

低炭素

建築物

新築等

計画認

定申請

手数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 低炭素建築物新築等計画が建築基準

法第６条第１項に規定する建築基準関

係規定に適合するかどうかの審査を申

し出ない者 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア 都市の低炭素化の促進に関する法

律第５４条第１項に掲げる基準の適合

性に関し、

住宅の品質確保

の促進等に関する法律第５条第１項

に規定する登録住宅性能評価機関若

しくは建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（平成２７年法律

第５３号）第１５条第１項に規定する登

録建築物エネルギー消費性能判定機

関の技術的審査を受けている場合又

は住宅の品質確保の促進等に関する

法律第６条第１項に規定する設計住

宅性能評価書の交付を受けている場

合 次に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

�～� 省略

イ その他の場合 次に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

�・� 省略

� 複合建築物 次に掲げる申請の

対象とする範囲の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ａ 省略

ｂ 複合建築物全体又は住戸及び

複合建築物全体 次に掲げる額

を合算した金額

�・� 省略

� 非住宅部分について、次に

掲げる審査の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額

� �に掲げる審査以外の審

査 床面積の合計につい

て、次に掲げる面積の区分

に応じ、それぞれ次に定め

る額

１０１の７

都市の低

炭素化の

促進に関

する法律

（平成２４

年法律第

８４号）第

５３条第１

項の規定

に基づく

低炭素建

築物新築

等計画の

認定の申

請に対す

る審査

低炭素

建築物

新築等

計画認

定申請

手数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 低炭素建築物新築等計画が建築基準

法第６条第１項に規定する建築基準関

係規定に適合するかどうかの審査を申

し出ない者 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

ア 都市の低炭素化の促進に関する法

律第５４条第１項に掲げる基準の適合

性に関し、エネルギーの使用の合理

化等に関する法律（昭和５４年法律第

４９号）第７６条第１項に規定する登録

建築物調査機関又は住宅の品質確保

の促進等に関する法律第５条第１項

に規定する登録住宅性能評価機関若

しくは建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（平成２７年法律

第５３号）第１５条第１項に規定する登

録建築物エネルギー消費性能判定機

関の技術的審査を受けている場合又

は住宅の品質確保の促進等に関する

法律第６条第１項に規定する設計住

宅性能評価書の交付を受けている場

合 次に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

�～� 省略

イ その他の場合 次に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

�・� 省略

� 複合建築物 次に掲げる申請の

対象とする範囲の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金額

ａ 省略

ｂ 複合建築物全体又は住戸及び

複合建築物全体 次に掲げる額

を合算した金額

�・� 省略

� 非住宅部分の床面積の合計

について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定

める額

� ３００平方メートル以内

２６４，３００円

� ３００平方メートルを超え

２，０００平方メートル以内
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�� ３００平方メートル以内

２６４，３００円

�� ３００平方メートルを超

え２，０００平方メートル以

内 ４２０，９００円

�� ２，０００平方メートルを

超え５，０００平方メートル

以内 ５９８，８００円

�� ５，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メートル

以内 ７３４，３００円

�� １０，０００平方メートルを

超え２５，０００平方メートル

以内 ８６５，５００円

�� ２５，０００平方メートル超

９８７，８００円

� 建築物に係るエネルギー

の使用の合理化の一層の促

進その他の建築物の低炭素

化の促進のために誘導すべ

き基準（平成２４年１２月経済

産業省・国土交通省・環境

省告示第１１９号）Ⅰ第１の

１の１－２ただし書及び２

の２－１ただし書に定める

方法による審査 床面積の

合計について、次に掲げる

面積の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額

�� ３００平方メートル以内

１０５，５００円

�� ３００平方メートルを超

え２，０００平方メートル以

内 １７６，５００円

�� ２，０００平方メートルを

超え５，０００平方メートル

以内 ２８５，６００円

�� ５，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メートル

以内 ３７２，８００円

�� １０，０００平方メートルを

超え２５，０００平方メートル

以内 ４４８，０００円

�� ２５，０００平方メートル超

５２５，５００円

� 非住宅建築物 次に掲げる審査

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ �ｂ��に掲げる審査 床面

積の合計について、�ｂ��に

掲げる面積の区分に応じ、それ

ぞれ�ｂ��に定める額に相当

する金額

４２０，９００円

� ２，０００平方メートルを超

え５，０００平方メートル以内

５９８，８００円

� ５，０００平方メートルを超

え１０，０００平方メートル以内

７３４，３００円

� １０，０００平方メートルを超

え２５，０００平方メートル以内

８６５，５００円

� ２５，０００平方メートル超

９８７，８００円

� 非住宅建築物 床面積の合計に

ついて、�ｂ�に掲げる面積の区

分に応じ、それぞれ�ｂ�に定め

る額に相当する金額
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ｂ �ｂ��に掲げる審査 床面

積の合計について、�ｂ��に

掲げる面積の区分に応じ、それ

ぞれ�ｂ��に定める額に相当

する金額

� 省略 � 省略

１０１の８

省略

１０１の８

省略

１０１の９

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第１２

条第１項

及び第１３

条第２項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能適

合性判定

建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定手

数料

次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令（平成２８年経済産業省・国

土交通省令第１号）第１条第１項第１

号イに規定する一次エネルギー消費量

（以下この項において「一次エネルギ

ー消費量」という。）の算定対象とな

る部分を有する建築物 次に掲げる審

査の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア 同号イに掲げる基準による審査

次に掲げる主要な用途の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 工場、倉庫その他知事が定める

用途（以下この項において「工場

等の用途」という。） 非住宅部

分（建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第１１条第１項

に規定する非住宅部分をいう。以

下この項において同じ。）の床面

積の合計について、次に掲げる面

積の区分に応じ、それぞれ次に定

める金額

ａ ３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満 ５２，１００円

ｂ ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満 １２３，２００円

ｃ ５，０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満 １８２，２００円

ｄ １０，０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満 ２２５，０００

円

ｅ ２５，０００平方メートル以上 ２７

８，３００円

� その他の用途 非住宅部分の床

面積の合計について、次に掲げる

面積の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ａ ３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満 ４４４，７００円

ｂ ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満 ６３４，６００円

ｃ ５，０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満 ７８１，６００円
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ｄ １０，０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満 ９２３，８００

円

ｅ ２５，０００平方メートル以上 １，

０５３，８００円

イ 同号ロに掲げる基準による審査

次に掲げる主要な用途の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 工場等の用途 非住宅部分の床

面積の合計について、次に掲げる

面積の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ａ ３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満 ４５，７００円

ｂ ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満 １１５，１００円

ｃ ５，０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満 １７３，３００円

ｄ １０，０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満 ２１５，３００

円

ｅ ２５，０００平方メートル以上 ２６

７，０００円

� その他の用途 非住宅部分の床

面積の合計について、次に掲げる

面積の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

ａ ３００平方メートル以上２，０００平

方メートル未満 １７６，５００円

ｂ ２，０００平方メートル以上５，０００

平方メートル未満 ２８５，６００円

ｃ ５，０００平方メートル以上１０，００

０平方メートル未満 ３７２，８００円

ｄ １０，０００平方メートル以上２５，０

００平方メートル未満 ４４８，０００

円

ｅ ２５，０００平方メートル以上 ５２

５，５００円

� 一次エネルギー消費量の算定対象と

なる部分を有しない建築物 非住宅部

分の床面積の合計について、�イ�に

掲げる面積の区分に応じ、それぞれ�

イ�に定める金額と同一の金額

１０１の１０

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第１２

建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定変

更手数

１０１の９の項の右欄に掲げる建築物の区

分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の

２分の１に相当する金額（当該金額に

１００円未満の端数があるときは、これを

四捨五入する。）
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条第２項

及び第１３

条第３項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能確

保計画の

変更に係

る建築物

エネルギ

ー消費性

能適合性

判定

料

１０１の１１

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律施行

規則（平

成２８年国

土交通省

令第５号

）第１１条

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能確

保計画の

軽微な変

更に関す

る証明書

の交付

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画軽微

変更証

明書交

付手数

料

１０１の９の項の右欄に掲げる建築物の区

分に応じ、それぞれ当該手数料の金額の

２分の１に相当する金額（当該金額に

１００円未満の端数があるときは、これを

四捨五入する。）

１０１の１２

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律

第２９条

第１項の

規定に基

づく建築

物エネル

ギー消費

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能向上計画

が建築基準法第６条第１項に規定する

建築基準関係規定に適合するかどうか

の審査を申し出ない者 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア 建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第３０条第１項に掲げ

る基準の適合性に関し、

住宅の品質確保の促進

等に関する法律第５条第１項に規定

１０１の９

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律（平

成２７年法

律第５３号

）第２９条

第１項の

規定に基

づく建築

物エネル

ギー消費

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額

� 建築物エネルギー消費性能向上計画

が建築基準法第６条第１項に規定する

建築基準関係規定に適合するかどうか

の審査を申し出ない者 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア 建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第３０条第１項に掲げ

る基準の適合性に関し、エネルギー

の使用の合理化等に関する法律第７６

条第１項に規定する登録建築物調査

機関若しくは住宅の品質確保の促進

等に関する法律第５条第１項に規定
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性能向上

計画の認

定の申請

に対する

審査

する登録住宅性能評価機関若しくは

建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第１５条第１項に規定す

る登録建築物エネルギー消費性能判

定機関の技術的審査を受けている場

合又は住宅の品質確保の促進等に関

する法律第６条第１項に規定する設

計住宅性能評価書の交付を受けてい

る場合 次に掲げる建築物の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

�～� 省略

イ その他の場合 次に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

�・� 省略

� 非住宅建築物 次に掲げる審査

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ 建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１０条第１号

イ�

及びロ�

に掲げる基準による審査 床面

積の合計について、次に掲げる

面積の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

�～� 省略

ｂ 省略

� 省略

� 省略

性能向上

計画の認

定の申請

に対する

審査

する登録住宅性能評価機関若しくは

建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第１５条第１項に規定す

る登録建築物エネルギー消費性能判

定機関の技術的審査を受けている場

合又は住宅の品質確保の促進等に関

する法律第６条第１項に規定する設

計住宅性能評価書の交付を受けてい

る場合 次に掲げる建築物の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

�～� 省略

イ その他の場合 次に掲げる建築物

の区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

�・� 省略

� 非住宅建築物 次に掲げる審査

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る金額

ａ 建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令（平成２８年経

済産業省・国土交通省令第１

号）第８条第１号イ�及びロ�

に掲げる基準による審査 床面

積の合計について、次に掲げる

面積の区分に応じ、それぞれ次

に定める金額

�～� 省略

ｂ 省略

� 省略

� 省略

１０１の１３

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３１

条第１項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能向

上計画の

変更の認

定の申請

に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額（当該金額

に１００円未満の端数があるときは、これ

を四捨五入する。）

� 変更に係る建築物エネルギー消費性

能向上計画が建築基準法第６条第１項

に規定する建築基準関係規定に適合す

るかどうかの審査を申し出ない者

１０１の１２の項の右欄�ア又はイに掲げ

る場合の区分に応じ、それぞれ当該手

数料の金額の２分の１に相当する金額

� 変更に係る建築物エネルギー消費性

能向上計画が建築基準法第６条第１項

に規定する建築基準関係規定に適合す

るかどうかの審査を申し出る者 次に

掲げる額（ウに掲げる額にあっては、

当該審査に同法第８７条の２の昇降機に

係る部分が含まれる場合に限る。）を

合算した金額

ア １０１の１２の項の右欄�ア又はイに

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

当該手数料の金額の２分の１に相当

する額

イ・ウ 省略

１０１の１０

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３１

条第１項

の規定に

基づく建

築物エネ

ルギー消

費性能向

上計画の

変更の認

定の申請

に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額（当該金額

に１００円未満の端数があるときは、これ

を四捨五入する。）

� 変更に係る建築物エネルギー消費性

能向上計画が建築基準法第６条第１項

に規定する建築基準関係規定に適合す

るかどうかの審査を申し出ない者

１０１の９の項の右欄�ア又はイに掲げ

る場合の区分に応じ、それぞれ当該手

数料の金額の２分の１に相当する金額

� 変更に係る建築物エネルギー消費性

能向上計画が建築基準法第６条第１項

に規定する建築基準関係規定に適合す

るかどうかの審査を申し出る者 次に

掲げる額（ウに掲げる額にあっては、

当該審査に同法第８７条の２の昇降機に

係る部分が含まれる場合に限る。）を

合算した金額

ア １０１の９の項の右欄�ア又はイに

掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

当該手数料の金額の２分の１に相当

する額

イ・ウ 省略

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外１

１０６



附 則

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県手数料条例別表５の表１０１の７の項、１０１の１２の項及び１０１の１４の項の規定の適用については、この条例の施行の日前に

受けていた建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）附則第６条の規定による改正前のエネルギーの使用

の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第７６条第１項に規定する登録建築物調査機関の技術的審査は、建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関の技術的審査とみなす。

��������������
�愛媛県条例第２３号
愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

１０１の１４

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３６

条第１項

の規定に

基づく建

築物のエ

ネルギー

消費性能

に係る認

定の申請

に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

認定申

請手数

料

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

� 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第２条第３号に規定する

建築物エネルギー消費性能基準の適合

性に関し、

住宅の

品質確保の促進等に関する法律第５条

第１項に規定する登録住宅性能評価機

関若しくは建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律第１５条第１項に

規定する登録建築物エネルギー消費性

能判定機関の技術的審査を受けている

場合又は同法第１２条第１項若しくは第

１３条第２項の規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能適合性判定、同法第３０

条第１項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の認定若しくは

都市の低炭素化の促進に関する法律第

５４条第１項の規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の認定を受けている場合

（これらの建築物エネルギー消費性能

適合性判定又は認定に係る建築物につ

いて建築基準法第７条第５項、第７条

の２第５項又は第１８条第１８項の規定に

より検査済証の交付を受けている場合

に限る。）若しくは住宅の品質確保の

促進等に関する法律第６条第３項に規

定する建設住宅性能評価書の交付を受

けている場合 次に掲げる建築物の区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア～エ 省略

� 省略

１０１の１１

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３６

条第１項

の規定に

基づく建

築物のエ

ネルギー

消費性能

に係る認

定の申請

に対する

審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

認定申

請手数

料

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める金額

� 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第２条第３号に規定する

建築物エネルギー消費性能基準の適合

性に関し、エネルギーの使用の合理化

等に関する法律第７６条第１項に規定す

る登録建築物調査機関若しくは住宅の

品質確保の促進等に関する法律第５条

第１項に規定する登録住宅性能評価機

関若しくは建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律第１５条第１項に

規定する登録建築物エネルギー消費性

能判定機関の技術的審査を受けている

場合又は建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律

ルギー消費性能適合性判定、同法第３０

条第１項の規定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の認定若しくは

都市の低炭素化の促進に関する法律第

５４条第１項の規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の認定を受けている場合

（これらの建築物エネルギー消費性能

適合性判定又は認定に係る建築物につ

いて建築基準法第７条第５項、第７条

の２第５項又は第１８条第１８項の規定に

より検査済証の交付を受けている場合

に限る。）若しくは住宅の品質確保の

促進等に関する法律第６条第３項に規

定する建設住宅性能評価書の交付を受

けている場合 次に掲げる建築物の区

分に応じ、それぞれ次に定める金額

ア～エ 省略

� 省略

１０２ 省略 １０２ 省略

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８４９人

� 市町立学校の職員 ８，１９７人

計 １２，０４６人

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８４１人

� 市町立学校の職員 ８，２６３人

計 １２，１０４人

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第２４号
愛媛県警察職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県警察職員定数条例（昭和３３年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の定数）

第２条 警察職員の定数は、次のとおりとする。

警 視 １００人

警 部 ２０６人

� 警察官

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

警部補及び巡査部長 １，４１６人

巡 査 ７４１人

計 ２，４６３人

� 省略

計 ２，８７８人

２ 省略

（職員の定数）

第２条 警察職員の定数は、次のとおりとする。

警 視 １００人

警 部 ２０５人

� 警察官

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

警部補及び巡査部長 １，４１２人

巡 査 ７３８人

計 ２，４５５人

� 省略

計 ２，８７０人

２ 省略

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第２５号
愛媛県警察本部組織条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察本部組織条例の一部を改正する条例

愛媛県警察本部組織条例（昭和３５年愛媛県条例第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（総務室の所掌事務）

第３条 総務室においては、次に掲げる事務をつかさどる。

�～� 省略

� 被疑者の取調べの適正を確保するための監督の措置に関する

こと。

� 省略

� 省略

（総務室の所掌事務）

第３条 総務室においては、次に掲げる事務をつかさどる。

�～� 省略

� 省略

� 省略
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（警務部の所掌事務）

第４条 警務部においては、次に掲げる事務をつかさどる。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（警務部の所掌事務）

第４条 警務部においては、次に掲げる事務をつかさどる。

�～� 省略

� 被疑者の取調べの適正を確保するための監督の措置に関する

こと。

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

附 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

��������������
�愛媛県条例第２６号
愛媛県スポーツ推進条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県スポーツ推進条例
かん

スポーツは、心身の健全な発達や健康の保持増進に重要な役割を果たすもので、体力の涵養や運動能力の向上につながる運動競技その他

の身体活動は、肉体面のみならず、精神力を鍛え、他者を思いやる心を育むなど、とりわけ青少年の健全育成に資するものである。また、

適度な運動は、体力向上、生活習慣病予防、精神的充足感の獲得など、日常生活の質の向上に有効なものであり、広く全ての県民が、その

能力や適性に応じて、親しむことができるようにすることが大切である。さらには、スポーツには、「する」楽しさのみならず、「見る」

楽しさ、「応援する」楽しさ、「支援する」楽しさなど、様々な楽しみ方があり、スポーツを通じての人と人との交流や地域と地域との交

流が生まれ、地域の一体感や活力の醸成、ひいては、その地域の活性化へとつながることが期待できるものである。

愛媛県においては、平成２９年に、「君は風 いしづちを駆け 瀬戸に舞え」をスローガンに、国民体育大会が６４年振りに、全国障害者ス

ポーツ大会が初めて開催されることから、これを契機として、県民のスポーツへの関心が一層高まるとともに、競技力の向上や指導体制の

充実、更にはスポーツ施設の充実が図られ、また、四国遍路文化で育んだ「お接待」の心で来県者へのおもてなしの機運が醸成されるなど、
え がお

その成果が強く実感されるところである。そして、私たちは、愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会を一過性のイベントとすることなく、今

後、こうした成果を、大会開催後も継続し、更に発展させ、有効に活用し、県民の財産として引き継いでいかなければならない。

ここに、私たちは、全ての県民が生涯にわたって、自らの体力、年齢、技術、目的等に応じて、身近に、そして気軽にスポーツに親しみ、

若しくは自らを鍛え、又はスポーツを支える活動に参画できるよう、スポーツに関わる環境の整備その他のスポーツに関する施策を総合的

かつ計画的に推進し、健康で心豊かな県民生活や活力ある地域社会を実現するため、この条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は、スポーツの推進に関する基本理念を定め、県の責務、市町との連携及びスポーツ団体（スポーツ基本法（平成２３年法

律第７８号）第２条第２項に規定するスポーツ団体をいう。以下同じ。）の役割について明らかにするとともに、スポーツの推進に関する

施策の基本となる事項を定めることにより、当該施策を総合的かつ計画的に実施し、もって県民の心身の健全な発達と活力ある地域社会

の実現に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第２条 スポーツは、次に掲げる事項を基本として推進されなければならない。

� スポーツを行う者の安全の確保に必要な配慮がなされるとともに、スポーツを通じて県民の心身の健康の保持増進が図られること。

 全ての県民が生涯にわたって、自らの体力、年齢、技術、目的等に応じてスポーツに親しむことができること。

� 学校、スポーツ団体、家庭、地域住民その他の関係者間の連携により、成長過程にある子どもの心身の健全な発達並びに体力及び運

動能力の向上が図られること。

� 障がい者（身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）、難病を原因とする障害その他の心身の機能の障害（以下「障がい」

という。）がある者であって、障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをい

う。以下同じ。）が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障がいの種類及び程度に応じて必要な配慮がなされるとと
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もに、障がい者の社会参加の推進に寄与すること。

� 本県に関わるスポーツ選手又はスポーツチームが国際的又は全国的なスポーツの競技会において優秀な成績を収めることができるよ

う、競技水準の向上のための関係者間の連携が図られ、必要かつ効果的な施策が実施されること。

� スポーツを通じて世代間及び地域間の交流の基盤が形成され、更にその交流が促進されるとともに、本県に関わるスポーツ選手又は

スポーツチームの活動を応援する社会的機運を高め、地域の一体感及び活力が醸成されること。

（県の責務）

第３条 県は、前条に定める基本理念にのっとり、知事、教育委員会その他の関係機関が相互に連携を図りながら、スポーツの推進に関す

る施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。

２ 県は、前項の施策を策定し、及び実施するに当たっては、県民並びに学校、スポーツ団体、健康及び福祉に関わる団体、企業その他の

関係団体との連携に努めるものとする。

（市町との連携）

第４条 県は、市町が地域の特性に応じたスポーツの推進に関する施策を策定し、及び実施することを促進するため、情報の提供、助言そ

の他の必要な支援を行うよう努めるものとする。

（スポーツ団体の役割）

第５条 スポーツ団体は、第２条に定める基本理念にのっとり、スポーツの推進に主体的に取り組むよう努めるとともに、県、市町及び他

のスポーツ団体その他の関係団体との協働に努めるものとする。

（推進計画）

第６条 県は、スポーツの推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、その実情に即したスポーツの推進に関する計画（以下

「推進計画」という。）を策定するものとする。

２ 推進計画は、スポーツの推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本事項その他の必要事項について定めるものとする。

（健康の保持増進等）

第７条 県は、スポーツ活動の推進に当たってはスポーツ事故の防止に努めるとともに、県民が運動を通じ、心身の健康の保持増進、疾病

予防、高齢者の介護予防など、健やかな生活を送るために必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（生涯スポーツの推進）

第８条 県は、子どもから高齢者まで、県民が生涯にわたって、体力、年齢、技術、目的等に応じて身近にスポーツに親しむことができる

よう、スポーツとして行われるレクリエーション活動その他のスポーツ活動に参加する機会の提供、地域スポーツクラブ（地域の住民が

主体的に運営するスポーツ団体で、体力、年齢、技術、目的等に配慮しつつ、地域の住民に対しスポーツ活動に参加する機会を提供する

ものをいう。以下同じ。）の育成、地域におけるスポーツ活動を担う人材の育成その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（子どものスポーツ活動の推進）

第９条 県は、子どもの心身の健全な発達並びに体力及び運動能力の向上を図るため、スポーツ活動に参加しやすい環境づくり及び参加す

る機会の提供並びに学校、スポーツ団体、家庭、地域住民その他の関係者との連携による取組の促進その他の必要な施策を講ずるよう努

めるものとする。

（学校におけるスポーツ活動の推進）

第１０条 県は、学校におけるスポーツ活動の充実を図るため、体育に関する教員の資質の向上、地域におけるスポーツの指導者の確保及び

活用その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（障がい者のスポーツ活動の推進等）

第１１条 県は、障がい者が自主的かつ積極的にスポーツ活動に参加することができるよう、その障がいの種類及び程度に応じたスポーツへ

の参加の機会の提供、障がい者のスポーツ活動に携わる人材の育成その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（競技水準の向上）

第１２条 県は、競技水準の向上を図るため、市町、スポーツ団体等と協力し、スポーツ選手の総合的かつ計画的な育成、スポーツ指導者の

養成及び資質の向上並びにその確保及び活用、スポーツ医・科学の活用その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

２ 県は、優秀なスポーツ選手及び指導者が、生涯にわたりその能力を幅広く社会に生かすことができるよう、活躍できる環境の整備その

他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（スポーツを通じた交流の促進及び地域の活性化）

第１３条 県は、地域住民のスポーツを通じた交流を促進し、地域に根差したスポーツの振興を図ることにより、地域住民の一体感を醸成し、

地域を活性化させるため、地域スポーツクラブの支援、プロスポーツの活用、スポーツツーリズムの推進、県内で開催される国内外のトッ

プレベル選手の強化合宿、全国規模のスポーツ大会等への支援、スポーツ大会等を支えるボランティア活動の促進その他の必要な施策を

講ずるよう努めるものとする。

（スポーツ施設の整備及び有効利用の促進）

第１４条 県は、県民のスポーツ活動の場の充実を図るため、県が設置するスポーツ施設（当該スポーツ施設の設備を含む。以下同じ。）の

整備並びに機能の維持及び改善に努めるとともに、県が設置する学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校をいう。）

の教育に支障のない限り、当該学校のスポーツ施設を県民がスポーツ活動の場として有効に利用することができるよう努めるものとする。

２ 県は、県及び市町が設置するスポーツ施設に関し、市町と連携して利用状況の情報提供を行うなど、有効利用の促進に努めるものとす
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る。

（顕彰）

第１５条 県は、スポーツで特に優秀な成績を収めた者及びスポーツの推進に特に功績があったと認められる者の顕彰を行うものとする。

（財政上の措置）

第１６条 県は、スポーツの推進に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例の施行の際現に策定されている県のスポーツの振興に関する計画は、第６条第１項の規定により策定された推進計画とみなす。

��������������
�愛媛県条例第２７号
ふるさと愛媛の中小企業振興条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

ふるさと愛媛の中小企業振興条例の一部を改正する条例

ふるさと愛媛の中小企業振興条例（平成２４年愛媛県条例第６８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県の中小企業は、本県経済の発展及び雇用の維持に大きな役

割を果たしているほか、その事業活動を通じて地域の歴史、伝統及

び文化を育む地域社会の担い手であり、今後もこうした役割を果た

していくことが期待される。

しかしながら、経済の国際化の進展、それに伴う競争の激化、少

子高齢化の進行等により、中小企業を取り巻く環境は、極めて厳し

くなっている。

このような状況の下、活力と愛顔（えがお）あふれる愛媛県を築

くためには、基盤となる中小企業、とりわけ、後継者や従業員の確

保・育成、販路拡大等に課題を抱える小規模企業について、その事

業の持続的発展が必要であり、そのためには、中小企業者の自主的

な努力のみならず、その経営の向上の意欲を育んでいくことがこれ

まで以上に重要性を増している。

ここに、中小企業の振興を県政の重要課題と位置付け、中小企業

に対する支援の強化を図るため、この条例を制定する。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

� 省略

� 小規模企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第

２条第５項に規定する小規模企業者で、県内に事務所又は事業

所を有するものをいう。

� 省略

� 省略

� 省略

（基本方針）

第４条 省略

２ 県は、前項の基本方針に基づき中小企業の振興に関する施策を

実施するに当たっては、小規模企業者に対して、その経営の状況

に応じて事業の持続的発展が図られるよう、必要な配慮をするも

のとする。

愛媛県の中小企業は、本県経済の発展及び雇用の維持に大きな役

割を果たしているほか、その事業活動を通じて地域の歴史、伝統及

び文化を育む地域社会の担い手であり、今後もこうした役割を果た

していくことが期待される。

しかしながら、経済の国際化の進展、それに伴う競争の激化、少

子高齢化の進行等により、中小企業を取り巻く環境は、極めて厳し

くなっている。

このような状況の下、活力と愛顔（えがお）あふれる愛媛県を築

くためには、基盤となる中小企業、とりわけ、後継者や従業員の確

保・育成、販路拡大等に課題を抱える小規模企業について、その事

業の持続的発展が必要であり、そのためには、中小企業者の自主的

な努力のみならず、その経営の向上の意欲を育んでいくことがこれ

まで以上に重要性を増している。

ここに、中小企業の振興を県政の重要課題と位置付け、中小企業

に対する支援の強化を図るため、この条例を制定する。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（基本方針）

第４条 省略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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�愛媛県条例第２８号
愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例（平成２７年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成２９年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

平成２９年３月２４日 発行
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